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土木工事施工管理基準　新旧対照表

現行 新

山口県土木工事施工管理基準 

 

５．管理項目及び方法 

（３）品質管理 

ア．受注者は、品質を品質管理基準（別表第２）に定める試験項目、試験方法

及び試験基準により、その管理内容に応じて、工程能力図、又は品質管理図

表（ヒストグラム、χ－Ｒ、χ－Ｒs－Ｒm など）を作成し管理するものとす

る。 

ただし、測定数が 10 点未満の場合は品質管理表のみとし、管理図の作成

は不要とする。 

イ．下記に掲げる工種(ｲ)､(ﾛ)､の条件に該当する工事を除き、試験区分で［必

須］となっている試験項目は、すべて実施するものとする。 

また、試験区分で［その他］となっている試験項目は特記仕様書で指定し

たもの、又は監督職員が指示したものを実施するものとする。 

(ｲ) 路盤 

維持工事等の小規模なもの（施工面積が 500 ㎡未満のもの） 

(ﾛ) アスファルト舗装 

維持工事等の小規模なもの（施工面積が 300 ㎡未満のもの） 

ウ．小規模工種については、コンクリートに関する品質管理の試験頻度を緩和

することができるものとする。（品質管理基準（別表第２）摘要欄参照） 

なお、小規模工種とは、以下の工種を除く工種とする。 

橋台、橋脚、杭類（場所打杭、井筒基礎等）、橋梁上部工（桁、床版、

高欄等）、擁壁工（高さ１ｍ以上）、函渠工、樋門、樋管、水門、水路

（内幅 2.0ｍ以上）、護岸、ダム及び堰、トンネル、舗装、その他これ

らに類する工種および特記仕様書で指定された工種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山口県土木工事施工管理基準 

 

５．管理項目及び方法 

（３）品質管理 

ア．受注者は、品質を品質管理基準（別表第２）に定める試験項目、試験方法

及び試験基準により、その管理内容に応じて、工程能力図、又は品質管理図

表（ヒストグラム、χ－Ｒ、χ－Ｒs－Ｒm など）を作成し管理するものとす

る。 

ただし、測定数が 10 点未満の場合は品質管理表のみとし、管理図の作成

は不要とする。 

イ．下記に掲げる工種(ｲ)､(ﾛ)､の条件に該当する工事を除き、試験区分で［必

須］となっている試験項目は、すべて実施するものとする。 

また、試験区分で［その他］となっている試験項目は特記仕様書で指定し

たもの、又は監督職員が指示したものを実施するものとする。 

(ｲ) 路盤 

維持工事等の小規模なもの（施工面積が 500 ㎡未満のもの） 

(ﾛ) アスファルト舗装 

維持工事等の小規模なもの（施工面積が 300 ㎡未満のもの） 
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土木工事施工管理基準　新旧対照表

現行 新

記載変更（県独自部分削除）

７．運 用 

（４）アスファルト舗装工事のコアーによる出来形管理の取扱いについて 

・出来形管理（厚さ） 

コアーの厚さは、コアーの周囲における測定値の平均とする。 

なお、同一工種で２層以上に施工した場合は、それらの層の全層で測定

する。 

７．運 用 

（４）アスファルト舗装工事のコアーによる出来形及び品質管理の取扱いについて 

ア．サンプリング 

① コアー採取のための１ロットの大きさは 10,000 ㎡以下とし、無作為に

抽出する。 

なお、採取に当たっては監督職員に協議し、指示を受けるものとする。 

② 橋面舗装等でコアー採取により床版等に損傷を与える恐れのある場合

は、他の方法によることができる。 

イ．出来形管理（厚さ） 

① コアーの厚さは、コアーの周囲における測定値の平均とする。 

なお、同一工種で２層以上に施工した場合は、それらの層の全層で測定

する。 

② 厚さは、個々の測定値が１０個に９個以上の割合で規格値を満足しなけ

ればならないとともに、１０個の測定値の平均値（Ｘ10）について満足し

なければならない。データ数が１０個未満の場合、平均値の規格値は適用

しない。 

ウ. 品質管理（密度） 

① 厚さの管理コアーの使用 

厚さの管理コアーを品質管理用として使用することができる。 

ただし、事前に監督職員の確認を受け、その測定値を品質試験表に明記

するものとする。 

② コアー採取個数及び品質管理試験の実施区分（舗装種別ごと） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

舗装面積

コア採取個数

外観検査用

プラント 試験事業者 プラント 試験事業者 プラント 試験事業者 プラント 試験事業者

１ - １ １～２ ２～３ ２～３ ３～５ ４～５

注）
　１．密度試験は1,000㎡に１個を標準とする。
　２．密度試験用のコアーは、採取直後に厚さの測定及び監督職員の外観確認後に試験を行う。
　３．橋面舗装において、コアー採取が可能な場合の採取個数等については、監督職員と協議する。
　４．プラント：　承認されたプラント試験室。
　５．試験事業者：　改正工業標準化法（平成16年６月９日公布）に基づく試験事業者登録制度により
                    登録された試験事業者。

1,000㎡未満
1,000㎡

～
3,000㎡未満

3,000㎡
～

6,000㎡未満

6,000㎡
～

10,000㎡未満

２ ４～５ ６～８ ９～１２

１ ２ ２ ２

密度試験用
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２.出来形管理基準 新旧対照表 
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（単位：mm）

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

1 2 3 2 1 1 2 3 2 1

2 2

平場 ±50 ±150 平場 ±50 ±150

法面（小段
含む）

±70 ±160
法面（小段
含む）

±70 ±160

法面
（軟岩Ⅰ）
（小段含
む）

±70 ±330

1 2 3 3 1 1 2 3 3 1

1 2 3 4 1 2 3 4

1 2 3 5 1 2 3 5

1 2 3 6 1 2 3 6

掘削工
基　準　高　▽ ±50

共

通

編

土

工

河

川

土

工

・

海

岸

土

工

・

砂

防

土

工

ℓ＜５m

ℓ≧５m

標高較差

水平または標高較差

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により測点
による管理を行う場合は、設計図書の
測点毎。基準高は掘削部の両端で測
定。

法長ℓ

-200

法長-４％

掘削工
（面管理の場合）

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を面管理で実施する場合、その他本基
準に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施
する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mmが含まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差または水平較差を算出す
る。計測密度は１点／㎡（平面投影面
積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。同様に、標高方向に±
５cm以内にある計測点は水平較差の評
価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

t≧１５cm -50

-25

共

通

編

土

工

河

川

土

工

・

海

岸

土

工

・

砂

防

土

工

堤防天端工

法面整形工
（盛土部）

共

通

編

土

工

河

川

土

工

・

海

岸

土

工

・

砂

防

土

工

厚　　　さ　t ※-30
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所、
法の中央で測定。
※土羽打ちのある場合に適用。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」に基づき出来形
管理を実施する場合は、同要領に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施すること
ができる。

共

通

編

土

工

河

川

土

工

・

海

岸

土

工

・

砂

防

土

工

厚　　　さ　t

控　え　長　さ

盛土補強工
（補強土（テールアル
メ）壁工法）
（多数アンカー式補強
土工法）
（ジオテキスタイルを
用いた補強土工法）

基　準　高　▽ -50
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」に基づき出来形
管理を実施する場合は、同要領に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施すること
ができる。

-50

設計値以上

共

通

編

土

工

河

川

土

工

・

海

岸

土

工

・

砂

防

土

工

法長ℓ

盛土工
基　準　高　▽ -50

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
基準高は各法肩で測定。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」の規定により測
点による管理を行う場合は、設計図書
の測点毎。基準高は各法肩で測定。

-100

ℓ＜５m

ℓ≧５m

-200

ℓ≧５m 法長-４％

幅　W1,W2

掘削工
（面管理の場合）

標高較差

水平または標高較差

共

通

編

土

工

河

川

土

工

・

海

岸

土

工

・

砂

防

土

工

法長ℓ

掘削工
基　準　高　▽ ±50

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により測点
による管理を行う場合は、設計図書の
測点毎。基準高は掘削部の両端で測
定。

ℓ＜５m

-50
共

通

編

土

工

河

川

土

工

・

海

岸

土

工

・

砂

防

土

工

盛土工
基　準　高　▽

法長ℓ

ℓ＜５m

ℓ≧５m

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
基準高は各法肩で測定。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」の規定により測
点による管理を行う場合は、設計図書
の測点毎。基準高は各法肩で測定。

盛土補強工
（補強土（テールアル
メ）壁工法）
（多数アンカー式補強
土工法）
（ジオテキスタイルを
用いた補強土工法）

基　準　高　▽ -50
施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」に基づき出来形
管理を実施する場合は、同要領に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施すること
ができる。

設計値以上

法面整形工
（盛土部） 厚　　　さ　t ※-30

共

通

編

土

工

河

川

土

工

・

海

岸

土

工

・

砂

防

土

工

厚　　　さ　t -50

控　え　長　さ

幅は、施工延長40mにつき１ヶ所、延長
40m以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所。
厚さは、施工延長200mにつき１ヶ所、
200m以下は２ヶ所、中央で測定。

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所、
法の中央で測定。
※土羽打ちのある場合に適用。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」に基づき出来形
管理を実施する場合は、同要領に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施すること
ができる。

共

通

編

土

工

河

川

土

工

・

海

岸

土

工

・

砂

防

土

工

共

通

編

土

工

河

川

土

工

・

海

岸

土

工

・

砂

防

土

工

t≧１５cm -50

堤防天端工

厚さt

幅は、施工延長20mにつき１ヶ所、延長
20m以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所。
厚さは、施工延長100mにつき１ヶ所、
100m以下は２ヶ所、中央で測定。

幅　　　　　W -100 幅　　　　　W

t＜１５cm -25

厚さt

t＜１５cm

-100

幅　W1,W2 -100

-100

法長-２％ 法長-２％

-100

水平または標高較差

平均値 個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を面管理で実施する場合、その他本基
準に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施
する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mmが含まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差または水平較差を算出す
る。計測密度は１点／㎡（平面投影面
積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。同様に、標高方向に±
５cm以内にある計測点は水平較差の評
価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

測　　定　　箇　　所

平均値 個々の
計測値

出来形管理基準及び規格値（新旧対照表）
現行 新

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

1 2 4 2 1 1 2 4 2 1

1 2 4 3 1 1 2 4 3 1

1 2 4 5 1 2 4 5

3 2 3 4 3 2 3 4

3 2 3 5 3 2 3 5

3 2 3 6 3 2 3 6

3 2 3 7 3 2 3 7

1ヶ所／1施工箇所

土中用支柱の根入長 ±100
総延長40m以上の土中用防護柵の全支柱

単独基礎10基につき1基、10基以下のも
のは2基測定。測定箇所は1基につき1ヶ
所測定。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種
高　　さ　h -30

防止柵工
（立入防止柵）
（転落（横断）防止
柵）
（車止めポスト）

基

礎

幅　　　　W -30

パイプ取付高　H
+30
-20

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種
基

礎

小型標識工
設置高さ　H

根　入　長

設計値以上
１ヶ所/１基

幅　W　（D） -30
基礎１基毎

高さ　　　h -30

設計値以上

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

施工延長２０ｍにつき１ヶ所の割で測
定
（注）アスカーブについては、延長の
みを測定
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、延長の変化点で測定。

幅　　　　　W -30

高　　　さ　h -20

縁石工
（縁石・アスカーブ） 延　　　長　L -200

１施工箇所毎

±20

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

根　　入　　長

法面整形工
（盛土部）

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
法の中央で測定。
※土羽打ちのある場合に適用。

共

通

編

土

工

道

路

土

工

共

通

編

土

工

道

路

土

工

4

法長ℓ

ℓ＜5m

路体盛土工
路床盛土工 基　準　高　▽

ℓ≧5m

±50
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
基準高は、道路中心線及び端部で測
定。

ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により測点
による管理を行う場合は、設計図書の
測点毎。基準高は、道路中心線及び端
部で測定。

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

共

通

編
法長ℓ

ℓ＜５m

厚　　　さ　t -20

縁石工
（縁石・アスカーブ） 延　　　長　L -200

基　準　高　▽

矢板工〔指定仮設・任
意仮設は除く〕
（鋼矢板）
（軽量鋼矢板）
（コンクリート矢板）
（広幅鋼矢板）
（可とう鋼矢板）

基　準　高　▽ ±50
矢板工〔指定仮設・任
意仮設は除く〕
（鋼矢板）
（軽量鋼矢板）
（コンクリート矢板）
（広幅鋼矢板）
（可とう鋼矢板）

基　準　高　▽

設計値以上

±50
基準高は施工延長20mにつき１ヶ所、延
長20m以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
変位は、施工延長20mにつき１ヶ所、延
長20m以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

100 100変　　　位　ℓ

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

設計値以上

共

通

的

工

種

法面整形工
（盛土部）

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
法の中央で測定。
※土羽打ちのある場合に適用。

厚　　　さ　t ※－30厚　　　さ　t ※－30

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

共

通

編
法長ℓ

ℓ＜５m

ℓ≧５m

-200

基　準　高　▽ ±50
道

路

土

工

4

法長ℓ

ℓ＜5m

法長-2％ ℓ≧5m 法長-2％

幅　　　W1,W2 -100

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
基準高は、道路中心線及び端部で測
定。

ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により測点
による管理を行う場合は、設計図書の
測点毎。基準高は、道路中心線及び端
部で測定。

共

通

編

土

工
-100 -100

共

通

編

土

工

道

路

土

工

幅　　　W1,W2 -100

路体盛土工
路床盛土工

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
基準高は、道路中心線及び端部で測
定。
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により測点
による管理を行う場合は、設計図書の
測点毎。基準高は、道路中心線及び端
部で測定。

ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、延長の変化点で測定。

根　　入　　長

変　　　位　ℓ

基準高は施工延長40mにつき１ヶ所、延
長40m以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
変位は、施工延長20mにつき１ヶ所、延
長20m以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

１施工箇所毎

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

掘削工
基　準　高　▽

幅　　　　　W -100 幅　　　　　W -100

土

工

道

路

土

工

土

工

道

路

土

工
法長-４％ℓ≧５m

-200

測　定　項　目 規格値 測　定　項　目 規格値

掘削工
基　準　高　▽ ±50

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
基準高は、道路中心線及び端部で測
定。
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により測点
による管理を行う場合は、設計図書の
測点毎。基準高は、道路中心線及び端
部で測定。

法長-４％

±50

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

１ヶ所/１基

基

礎

幅　W　（D） -30

小型標識工
設置高さ　H

基礎１基毎
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。高さ　　　h -30

根　入　長 設計値以上

設計値以上

防止柵工
（立入防止柵）
（転落（横断）防止
柵）
（車止めポスト）

基

礎

幅　　　　W -30

単独基礎10基につき1基、10基以下のも
のは2基測定。測定箇所は1基につき1ヶ
所測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。高　　さ　h -30

パイプ取付高　H
+30
-20

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

1ヶ所／1施工箇所
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

土中用支柱の根入長 ±100
総延長40m以上の土中用防護柵の全支柱

W

t

h
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

3 2 3 8 1 3 2 3 8 1

3 2 3 8 2 3 2 3 8 2

3 2 3 10 3 2 3 10

3 2 3 3 2 3

3 2 3 3 2 3

3 2 3 3 2 3

3 2 3 3 2 3

3 2 3 3 2 3
ℓ＜3m

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

1 羽口工
（じゃかご）

法長ℓ

26

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

ℓ≧3m -100

厚　　　さ　t -50

27
-50

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

厚　　　さ　t -0.2t

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

法　　　長　ℓ -200

26 1 多自然型護岸工
（巨石張り、巨石積
み）

基　準　高　▽ ±500

2 多自然型護岸工
（かごマット） 法　　　長　ℓ -100

延　　　長　L -200

捨石工
基　準　高　▽

-200

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

延　　　長　L

-100
土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

幅　　　　　W -100

延　　　長　L -200

19 施工延長40mにつき1ヶ所、延長40m以下
のものは1施工箇所につき2ヶ所。

１施工箇所毎

乱積

基準高▽ ±t/2

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

層積

基準高▽ ±100
共

通

的

工

種 厚さt -20
幅、厚さは40個につき１ヶ所測定。

幅W1W2

17

延長L1L2 -t/2

１施工箇所毎

-20

延長L1L2 -200

tは根固めブロックの高さ

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

測　　定　　箇　　所測　　定　　基　　準規格値測　定　項　目測　　定　　箇　　所測　　定　　基　　準

根固めブロック工

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

規格値測　定　項　目

法長ℓ

ℓ＜3m -50
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

羽口工
（じゃかご）

多自然型護岸工
（かごマット） 法　　　長　ℓ -100

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

ℓ≧3m -100

厚　　　さ　t -50

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

法　　　長　ℓ -200

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

厚　　　さ　t

多自然型護岸工
（巨石張り、巨石積
み）

基　準　高　▽ ±500

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

-0.2t

延　　　長　L

27 1

-200

26 2

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

延　　　長　L

26 1

-200

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

幅　　　　　W -100

延　　　長　L -200

19 捨石工
基　準　高　▽ -100

施工延長20mにつき1ヶ所、延長20m以下
のものは1施工箇所につき2ヶ所。

１施工箇所毎

乱積

基準高▽ ±t/2

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

幅、厚さは40個につき１ヶ所測定。

幅W1W2

17

tは根固めブロックの高さ

延長L1L2 -t/2

１施工箇所毎

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

±100

-20

延長L1L2 -200

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種 厚さt -20

道路付属物工
（視線誘導標）
（距離標）

高　さ　h

根固めブロック工

層積

基準高▽

+30
-20

１ヶ所/１施工箇所

※ワイヤー
ロープ式防
護柵にも適
用する。-30

±100
総延長40m以上の土中用防護柵の全支柱

±30
１ヶ所/10本
10本以下の場合は、２ヶ所測定。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

路側防護柵工
（ガードケーブル）

基
礎

幅　　　　W -30
１ヶ所/１基礎毎

-100

ケーブル取付高　H

高　　さ　h

延　　長　L

土中用支柱の根入長

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種
高　　さ　h -30

ビーム取付高　H
+30
-20

路側防護柵工
（ガードレール）

基

礎

幅　　　　W -30

１ヶ所/施工延長20m
20m以下のものは、２ヶ所/１施工箇
所。

１ヶ所/１施工箇所

土中用支柱の根入長 ±100
総延長40m以上の土中用防護柵の全支柱

路側防護柵工
（ガードレール）

基

礎

幅　　　　W -30

１ヶ所/施工延長40m
40m以下のものは、２ヶ所/１施工箇
所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。高　　さ　h

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種
-30

ビーム取付高　H
+30
-20

１ヶ所/１施工箇所
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

土中用支柱の根入長 ±100
総延長40m以上の土中用防護柵の全支柱

路側防護柵工
（ガードケーブル）

基
礎

幅　　　　W -30
１ヶ所/１基礎毎
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

-100

ケーブル取付高　H
+30
-20

※ワイヤー
ロープ式防
護柵にも適
用する。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

高　　さ　h -30

延　　長　L

１ヶ所/１施工箇所
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

土中用支柱の根入長 ±100
総延長40m以上の土中用防護柵の全支柱

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

道路付属物工
（視線誘導標）
（距離標）

高　さ　h ±30
１ヶ所/10本
10本以下の場合は、２ヶ所測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

3 2 3 3 2 3

3 2 3 3 2 3

3 2 3 3 2 3

3 2 3 3 2 3

3 2 3 3 2 3

3 2 3 3 2 3

3 2 4 1 3 2 4 1

3 2 4 3 1 3 2 4 3 1

測　　定　　箇　　所

-30

-30

±30
施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形要領
（案）」に基づき出来形管理を実施す
る場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工
幅　　　　　W

高　　　さ　h

基礎工（護岸）
（現場打） 基　準　高　▽

延　　　長　L -200

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工
厚さ　t1，t2 -30

延　　　長　L
各構造物の規格値に
よる

一般事項
（切込砂利）
（砕石基礎工）
（割ぐり石基礎工）
（均しコンクリート）

幅　　　　　W 設計値以上
施工延長40mにつき1ヶ所、延長40m以下
のものは1施工箇所につき2ヶ所。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

※厚さ　t1～t5 -20

※幅　　W1，W2 -30

※高さ　h1，h2

30 集水桝工
基　準　高　▽ ±30

-30

延　　　長　L

29 3

１ヶ所毎
※は、現場打部分のある場合
厚さ以外の測定項目については、「3次
元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。

-30

側溝工
（暗渠工） 基　準　高　▽ ±30

-200

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

幅　　W1，W2 -50

深　　　さ　h

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

厚　さ　t1，t2 -20

幅　　　　　W -30

高　さ　h1，h2

29 2 側溝工
（場所打水路工） 基　準　高　▽ ±30

施工延長40mにつき１ヶ所、施工延長
40m以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所。
厚さ以外の測定項目については、「3次
元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。

-30

延　　　長　L -200

１施工箇所毎
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、延長の変化点で測定。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種
延　　　長　L -200

１ヶ所/１施工箇所
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、延長の変化点で測定。

29 1 側溝工
（プレキャストU型側
溝）
（L型側溝）
（自由勾配側溝）
（管渠）

基　準　高　▽ ±30

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

※幅　　　　W -50

※高　　さ　h -30

延　　　長　L

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
※印は、現場打部分のある場合。

-200
１施工箇所毎

27

28 プレキャストカルバー
ト工
（プレキャストボック
ス工）
（プレキャストパイプ
工）

基　準　高　▽

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

延長　L1，L2 -200

2 羽口工
（ふとんかご、かご
枠）

高　　　さ　h -100

±30

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

規　格　値 測　　定　　基　　準測　定　項　目

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工
幅　　　　　W -30

高　　　さ　h

基礎工（護岸）
（現場打） 基　準　高　▽ ±30

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形要領
（案）」に基づき出来形管理を実施す
る場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。-30

延　　　長　L -200

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工
厚さ　t1，t2

延　　　長　L

一般事項
（切込砂利）
（砕石基礎工）
（割ぐり石基礎工）
（均しコンクリート）

幅　　　　　W 設計値以上
施工延長20mにつき1ヶ所、延長20m以下
のものは1施工箇所につき2ヶ所。

-30

各構造物の規格値に
よる

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

※厚さ　t1～t5 -20

※幅　　W1，W2 -30

※高さ　h1，h2

30 集水桝工
基　準　高　▽ ±30

延　　　長　L

29 3

１ヶ所毎
※は、現場打部分のある場合

-30

施工延長20mにつき１ヶ所。
延長20m以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
（なお、製品使用の場合は、製品寸法
は、規格証明書等による。）「3次元計
測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。

１施工箇所毎
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、延長の変化点で測定。

側溝工
（暗渠工） 基　準　高　▽ ±30

-200

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

幅　　W1，W2 -50

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

厚　さ　t1，t2 -20

幅　　　　　W -30

高　さ　h1，h2

29 2 側溝工
（場所打水路工） 基　準　高　▽ ±30

施工延長20mにつき１ヶ所、施工延長
20m以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所。

-30

延　　　長　L -200

１施工箇所毎

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種
延　　　長　L -200

１ヶ所/１施工箇所
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、延長の変化点で測定。

29 1 側溝工
（プレキャストU型側
溝）
（L型側溝）
（自由勾配側溝）
（管渠）

基　準　高　▽ ±30

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

※幅　　　　W -50

※高　　さ　h -30

延　　　長　L

28 プレキャストカルバー
ト工
（プレキャストボック
ス工）
（プレキャストパイプ
工）

基　準　高　▽ ±30
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
※印は、現場打部分のある場合。

-200
１施工箇所毎

施工延長40mにつき１ヶ所。
延長40m以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
（なお、製品使用の場合は、製品寸法
は、規格証明書等による。）「3次元計
測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。

１施工箇所毎
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、延長の変化点で測定。

深　　　さ　h -30

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

延長　L1，L2 -200

27

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

2 羽口工
（ふとんかご、かご
枠）

高　　　さ　h -100
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

測　定　項　目 規　格　値
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

3 2 4 3 2 4

3 2 4 3 2 4

3 2 4 3 2 4

3 2 4 3 2 4

3 2 4 3 2 4

3 2 5 3 2 5

3 2 5 3 2 5

3 2 5 3 2 5

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ
ッ

ク

積

(

張

)

工

幅　　　　　W -100

延　　　長　L -200

3 3 コンクリートブロック
工
（天端保護ブロック）

基　準　高　▽ ±50
施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ
ッ

ク

積

(

張

)

工

法　　　長　ℓ -100

延  長　L1，L2 -200

延　　　長　L -200

3 2 コンクリートブロック
工
（連節ブロック張り）

基　準　高　▽ ±50

3

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ
ッ

ク

積

(

張

)

工

法長ℓ

ℓ＜3m -50

ℓ≧3m -100

1 コンクリートブロック
工
（コンクリートブロッ
ク積）
（コンクリートブロッ
ク張り）

基　準　高　▽ ±50
施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
厚さは上端部及び下端部の２ヶ所を測
定。
基準高は、天端コンクリートのある場
合は、その天端で測定。
道路面に接する基準高は±30mmとす
る。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

厚さ（ﾌﾞﾛｯｸ積張）
t1

-50

厚さ（裏込） t2 -50

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工
根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　d 150以内

傾　　　　斜

6 深礎工
基　準　高　▽ ±50

全数について杭中心で測定。
傾斜は、縦断方向（道路線形方向、橋
軸方向等）とそれに直行する横断方向
の２方向で測定。
※ﾗｲﾅｰﾌﾟﾚｰﾄの場合はその内径、補強ﾘﾝ
ｸﾞを必要とする場合は補強ﾘﾝｸﾞの内径
とし、ﾓﾙﾀﾙﾗｲﾆﾝｸﾞの場合はモルタル等
の土留め構造の内径にて測定。

1/50以内

基　礎　杭　Ｄ
設計径（公称径）以

上※

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工 根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　d 100以内

杭　　　径 D

5 場所打杭工
基　準　高　▽ ±50

全数について杭中心で測定。
傾斜は、縦断方向（道路線形方向、橋
軸方向等）とそれに直行する横断方向
の２方向で測定。
「３次元計測技術を用いた出来形要領
（案）」に基づき出来形管理を実施す
る場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。設計径(公称径)

-30以上

傾　　　斜 1/100以内

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工 根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　d D/4以内かつ100以内

傾　　　斜

4 2 既製杭工
（鋼管ソイルセメント
杭）

基　準　高　▽ ±50
全数について杭中心で測定。
「３次元計測技術を用いた出来形要領
（案）」に基づき出来形管理を実施す
る場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

1/100以内

杭　　　径　D 設計値以上

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工 根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　d
D/4以内かつ

100以内

傾　　　斜

4 1 既製杭工
（既製コンクリート
杭）
（鋼管杭）
（H鋼杭）

基　準　高　▽ ±50
全数について杭中心で測定。
傾斜は、縦断方向（道路線形方向、橋
軸方向等）とそれに直行する横断方向
の２方向で測定。
「３次元計測技術を用いた出来形要領
（案）」に基づき出来形管理を実施す
る場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。1/100以内

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工 延　　　長　L -200

3 2 基礎工（護岸）
（プレキャスト） 基　準　高　▽ ±30

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ
ッ

ク

積

(

張

)

工

幅　　　　　W -100

延　　　長　L -200

3 3 コンクリートブロック
工
（天端保護ブロック）

基　準　高　▽ ±50
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

3 1

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ
ッ

ク

積

(

張

)

工

法　　　長　ℓ -100

3 2 コンクリートブロック
工
（連節ブロック張り）

基　準　高　▽ ±50

延  長　L1，L2 -200

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ
ッ

ク

積

(

張

)

工

法長ℓ

ℓ＜3m -50

ℓ≧3m -100

厚さ（ﾌﾞﾛｯｸ積張）
t1

-200

-50

厚さ（裏込） t2 -50

延　　　長　L

コンクリートブロック
工
（コンクリートブロッ
ク積）
（コンクリートブロッ
ク張り）

基　準　高　▽ ±50
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
厚さは上端部及び下端部の２ヶ所を測
定。
基準高は、天端コンクリートのある場
合は、その天端で測定。
道路面に接する基準高は±30mmとす
る。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

全数について杭中心で測定。

※ﾗｲﾅｰﾌﾟﾚｰﾄの場合はその内径、補強ﾘﾝ
ｸﾞを必要とする場合は補強ﾘﾝｸﾞの内径
とし、ﾓﾙﾀﾙﾗｲﾆﾝｸﾞの場合はモルタル等
の土留め構造の内径にて測定。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工
根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　d 150以内

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工 根　　入　　長 設計値以上

5 場所打杭工
基　準　高　▽ ±50

6 深礎工
基　準　高　▽ ±50

傾　　　　斜 1/50以内

基　礎　杭　Ｄ
設計径（公称径）以

上※

全数について杭中心で測定。
「３次元計測技術を用いた出来形要領
（案）」に基づき出来形管理を実施す
る場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

設計径(公称径)
-30以上

傾　　　斜 1/100以内

偏　心　量　d 100以内

杭　　　径 D

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工 根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　d D/4以内かつ100以内

傾　　　斜

4 2 既製杭工
（鋼管ソイルセメント
杭）

基　準　高　▽ ±50
全数について杭中心で測定。

1/100以内

杭　　　径　D 設計値以上

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工 根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　d
D/4以内かつ
100以内

傾　　　斜

4 1 既製杭工
（既製コンクリート
杭）
（鋼管杭）
（H鋼杭）

基　準　高　▽ ±50
全数について杭中心で測定。
「３次元計測技術を用いた出来形要領
（案）」に基づき出来形管理を実施す
る場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

1/100以内

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工 延　　　長　L -200

規　格　値

3 2 基礎工（護岸）
（プレキャスト） 基　準　高　▽ ±30

測　　定　　箇　　所測　定　項　目 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

3 2 5 3 2 5

3 2 5 3 2 5

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

厚 さ -45 -45 -15 -15 厚 さ -45 -45 -15 -15

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

厚さあるい
は標高較差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

厚さあるい
は標高較差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

測　定　項　目 測　　定　　基　　準規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　箇　　所

－ －
基準高は延長40m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線200m毎に1ヶ所を掘り起こして測
定。幅は延長80mに1ヶ所の割に測定。
ただし、幅は設計図書の測点によら
ず、延長80m以下の間隔で測定すること
ができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、舗装施工面
積が10,000㎡以上あるいは使用する基
層及び表層用混合物の総使用量が、
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以
上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。
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7 1 アスファルト舗装工
（下層路盤工） 基準高▽ ±40 ±50

測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種
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張

)

工

法長ℓ

ℓ＜3m -50

ℓ≧3m

延　　　長　L -200

5 石積（張）工
基　準　高　▽ ±50

-100

厚さ（石積・張） t1 -50

厚さ（裏込）　　 t2 -50

延　　　長　L -200

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
厚さは上端部及び下端部の２ヶ所を測
定。
道路面に接する基準高は±30mmとす
る。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ
ッ

ク

積

(

張

)

工

法長ℓ
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4 緑化ブロック工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
厚さは上端部及び下端部の２ヶ所を測
定。
基準高は、天端コンクリートのある場
合は、その天端で測定。
道路面に接する基準高は±30mmとす
る。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

厚さ（ﾌﾞﾛｯｸ） t1 -50

厚さ（裏込）　 t2 -50
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±50

測定項目

規　格　値

工　　　　　種

－
1 アスファルト舗装工

（下層路盤工） 基準高▽ ±40 －
基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

編 章 節 条 枝番

7

-200

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
厚さは上端部及び下端部の２ヶ所を測
定。
道路面に接する基準高は±30mmとす
る。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所
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)
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法長ℓ

ℓ＜3m -50

ℓ≧3m

厚さ（裏込）　　 t2 -50

延　　　長　L

延　　　長　L -200

5 石積（張）工
基　準　高　▽ ±50

-100

厚さ（石積・張） t1 -50

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
厚さは上端部及び下端部の２ヶ所を測
定。
基準高は、天端コンクリートのある場
合は、その天端で測定。
道路面に接する基準高は±30mmとす
る。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。
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4 緑化ブロック工
基　準　高　▽ ±50
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厚さ（ﾌﾞﾛｯｸ） t1 -50

厚さ（裏込）　 t2 -50
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7 2 アスファルト舗装工
（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽ ±90 ±90 ±90
+40
-15

+50
-15

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、舗装施工面
積が10,000㎡以上あるいは使用する基
層及び表層用混合物の総使用量が、
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

7 2 アスファルト舗装工
（下層路盤工）

（面管理の場合）

±90基準高▽
+40
-15

+50
-15

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

土

木

工

事

共

通

編

土

木

工

事

共

通

編

土

木

工

事

共

通

編

-10
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

7 5 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

一
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工

一

般
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装

工

-8 -10
幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取もしくは掘り起こして測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長
80m以下の間隔で測定することができ
る。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

-54 -63

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、舗装施工面
積が10,000㎡以上あるいは使用する基
層及び表層用混合物の総使用量が、
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以
上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

-8 -10
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、舗装施工面
積が10,000㎡以上あるいは使用する基
層及び表層用混合物の総使用量が、
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

6 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-54
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-30 -8 -10
幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、各車線200m毎に1ヶ所を掘り起こ
して測定。ただし、幅は設計図書の測
点によらず延長80m以下の間隔で測定す
ることができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、舗装施工面
積が10,000㎡以上あるいは使用する基
層及び表層用混合物の総使用量が、
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以
上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

3 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚 さ -25

7 5 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

厚 さ -25

7

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。
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厚 さ -25 -30 -8

厚 さ -25

-10
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

-30 -8 -10

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

7 3 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

4 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-54
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7 4 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-63 -8 -10
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

一

般

施

工

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

個々の測定値
（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

6 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-54 -63 -8 -10
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、舗装施工面
積が10,000㎡以上あるいは使用する基
層及び表層用混合物の総使用量が、
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

-30

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

一

般

施

工

一

般

舗

装

工
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

3 2 6 3 2 6
-25 -3 -4

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、舗装施工面
積が10,000㎡以上あるいは使用する基
層及び表層用混合物の総使用量が、
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

7 10 アスファルト舗装工
（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000ｔ未満

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

7 10 アスファルト舗装工
（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20 -25 -3 -4

-45 -5 -7
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、舗装施工面
積が10,000㎡以上あるいは使用する基
層及び表層用混合物の総使用量が、
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

7 8 アスファルト舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

アスファルト舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-36 -45 -5 -7
工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

土

木

工

事

共

通

編

7 8

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

章 節摘　要 編

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要枝番 工　　　　　種 条 枝番 工　　　　　種 測定項目測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所編 章 節 条

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

測定項目
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

規　格　値

個々の測定値
（Ⅹ）

-12 -3 -4
幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、舗装施工面
積が10,000㎡以上あるいは使用する基
層及び表層用混合物の総使用量が、
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以
上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

土

木

工

事

共

通

編

7 9 アスファルト舗装工
（基層工） 厚 さ -9

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-36

土

木

工

事

共

通

編

7 7 アスファルト舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

厚 さ

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が
2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、舗装施工面
積が10,000㎡以上あるいは使用する基
層及び表層用混合物の総使用量が、
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。
 厚さは、個々の測定値が10個に9個以
上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

-15 -20 -5 -7-20

-12 -3 -4

一

般

舗

装

工

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

-5 -7

7 9 アスファルト舗装工
（基層工） 厚 さ -9

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

7 7 アスファルト舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

厚 さ -15
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

厚　さ -45 -45 -15 -15 厚　さ -45 -45 -15 -15

3 2 6 3 2 6

厚さあるい
は標高較差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

厚さあるい
は標高較差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

+40
-15

+50
-15

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

8 2 半たわみ性舗装工
（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽ ±90 ±90
+40
-15

+50
-15

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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工
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工

事

共

通

編

8 2 半たわみ性舗装工
（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽ ±90 ±90

土
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事

共
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編
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般
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工

一

般
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装

工

平坦性 －

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

-17 -2 -3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

平坦性は、施工延長200m以上の場合、
各車線毎に測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、舗装施工面
積が10,000㎡以上あるいは使用する基
層及び表層用混合物の総使用量が、
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。
　維持工事等においては、平坦性の項
目を省略することが出来る。

7 12 アスファルト舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該当
する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

平坦性 －

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

-20
7 12 アスファルト舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差
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±40

幅 -50 － －

8 1 半たわみ性舗装工
（下層路盤工） 基準高▽ ±50

11 アスファルト舗装工
（表層工） 厚 さ

土

木

工

事

共

通

編

基準高は延長40m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線200m毎に1ヶ所を掘り起こして測
定。幅は延長80mに1ヶ所の割に測定。
ただし、幅は設計図書の測点によら
ず、延長80m以下の間隔で測定すること
ができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

－ －

-3
幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。

平坦性は、施工延長200m以上の場合、
各車線毎に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、舗装施工面
積が10,000㎡以上あるいは使用する基
層及び表層用混合物の総使用量が、
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以
上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。
 
　維持工事等においては、平坦性の項
目を省略することが出来る。

-50

土
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工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工
平坦性 －

7

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

-7

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式（足付き）
(σ)1.75mm以下

-9 -2

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値
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事

共
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編
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工

一

般

舗

装

工

±50 － －

幅 -50 -50

基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

－ －

8 1 半たわみ性舗装工
（下層路盤工） 基準高▽ ±40

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工
平坦性 －

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式（足付き）
(σ)1.75mm以下

-9 -2 -3
7 幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚

さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

平坦性は、施工延長200m以上各車線毎
に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が
2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
ス
ファルト混合物の総使用量が500t未満
あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要

11 アスファルト舗装工
（表層工） 厚 さ -7

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種

規　格　値

測定項目
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6 工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。
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木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

厚さあるい
は標高較差

-54 -63 -8 -10
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。
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木

工

事

共

通

編

一

般
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工

一

般

舗

装

工

8 6 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

（面管理の場合）

-8 -10
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

8 6 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-54 -63

-8 -10
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。
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事
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編
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工

一
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8 4 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-54 -63
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-8 -10
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

8 4 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-54 -63

測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

個々の測定値
（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

条
枝
番

工　　　　　種 測定項目 測　　定　　基　　準測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節編 章 節 条
枝
番

工　　　　　種 測定項目

規　格　値 規　格　値
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装

工
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幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取もしくは掘り起こして測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長
80m以下の間隔で測定することができ
る。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

8 5 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

厚　さ -25
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工
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編

土

木
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事
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幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1000㎡に１個の割でコアーを採取
もしくは掘り起こして測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

5 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

厚　さ

土

木

工

事

共

通

編

幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、各車線200m毎に1ヶ所を掘り起こ
して測定。ただし、幅は設計図書の測
点によらず延長80m以下の間隔で測定す
ることができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

-30 -8 -10
8 3 半たわみ性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚　さ -25

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-30 -8 -10
8

-25

-30 -8 -10
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

8 3 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚　さ -25
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

3 2 6 3 2 6

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-20 -25 -3 -4
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

一

般

舗

装

工

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

8 10 半たわみ性舗装工
（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

一

般

施

工

-3 -4
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

10 半たわみ性舗装工
（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20 -25
土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

-7
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

厚さあるい
は標高較差

-36 -45 -5
一

般

舗

装

工

8 8 半たわみ性舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）

-5 -7
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

8 8 半たわみ性舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-36 -45

土

木

工

事

共

通

編

8 9 半たわみ性舗装工
（基層工） 厚　さ -9

7 半たわみ性舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

厚　さ

土

木

工

事

共

通

編

幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

-12 -3 -4

個々の測定値
（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

8

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-20 -5 -7
幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要

-15

編 章 節 条
枝
番

工　　　　　種 測定項目

規　格　値

土

木

工

事

共

通

編

一

般

舗

装

工

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

-4

8

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

8 9 半たわみ性舗装工
（基層工） 厚　さ -9 -12 -3

-20 -5 -7
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

8 7 半たわみ性舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

厚　さ -15

編 章 節 条
枝
番

工　　　　　種 測定項目

規　格　値
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

平坦性 平坦性

3 2 6 3 2 6

平坦性 平坦性

3 2 6 3 2 6

厚　さ -45 -45 -15 -15 厚　さ -45 -45 -15 -15

3 2 6 3 2 6

厚さあるい
は標高較差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

厚さあるい
は標高較差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

平坦性は、施工延長200m以上の場合、
各車線毎に測定。

厚さあるい
は標高較差

-17 -20
工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

　維持工事等においては、平坦性の項
目を省略することが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

－

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

8 12 半たわみ性舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

-2 -3

－

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-20 -2 -3

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所測定項目

-9 -2 -3
幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。

平坦性は、施工延長200m以上の場合、
各車線毎に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事等においては、平坦性の項
目を省略することが出来る。

摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

個々の測定値
（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

章 節 条
枝
番

工　　　　　種測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編編 章 節 条
枝
番

工　　　　　種

排水性舗装工
（下層路盤工） 基準高▽

基準高は延長40m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線200m毎に1ヶ所を掘り起こして測
定。幅は延長80mに1ヶ所の割に測定。
ただし、幅は設計図書の測点によら
ず、延長80m以下の間隔で測定すること
ができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

－ －

9 1

幅

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工
－

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工
-50

±50±40
土

木

工

事

共

通

編

－ －
一

般

舗

装

工 -50

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

8 11 半たわみ性舗装工
（表層工） 厚　さ -7

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式（足付き）
(σ)1.75mm以下

幅 -50 -50

±50 －
9 1 排水性舗装工

（下層路盤工） 基準高▽ ±40 －
基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

－ －

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工
－

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式（足付き）
(σ)1.75mm以下

-9 -2
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡毎に１個の割でコアーを
採取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

8 11 半たわみ性舗装工
（表層工） 厚　さ -7

8 12 半たわみ性舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-17

-3

9 2 排水性舗装工
（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽ ±90 ±90
+40
-15

+50
-15

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

±90
土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

9 2 排水性舗装工
（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽
+40
-15

+50
-15

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

±90
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

排水性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

厚　さ -30
工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

-8
土

木

工

事

共

通

編

-8 -10
厚さあるい
は標高較差

-54

幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取もしくは掘り起こして測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長
80m以下の間隔で測定することができ
る。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

9
-10

5

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

9 4 排水性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

土

木

工

事

共

通

編

-10

-25

-25
土

木

工

事

共

通

編

幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、各車線200m毎に1ヶ所を掘り起こ
して測定。ただし、幅は設計図書の測
点によらず延長80m以下の間隔で測定す
ることができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

-30 -8
9 3 排水性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚　さ
土

木

工

事

共

通

編

9 5 排水性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

-25

-10

-30 -8 -10厚　さ

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1000㎡に１個の割でコアーを採取
もしくは掘り起こして測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

-8 -10
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

9 3 排水性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚　さ -25 -30 -8 -10

9 4 排水性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-54 -63

9 6 排水性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-54 -63 -8
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

編 章 節 条
枝
番

工　　　　　種

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

測定項目測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

個々の測定値
（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

章 節 条
枝
番

工　　　　　種

一

般

舗

装

工

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

一

般

舗

装

工

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

排水性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

（面管理の場合）

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-54 -63 -8 -10

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

9 6

一

般

施

工

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-63
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

3 2 6 3 2 6

9 9 排水性舗装工
（基層工） 厚　さ -9 -12 -3

土

木

工

事

共

通

編

-15 -20 -5 -7
土

木

工

事

共

通

編

幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

個々の測定値
（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

9 7 排水性舗装工
（加熱アスファルト安
定処理工）

厚　さ

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
枝
番

工　　　　　種 測定項目

規　格　値

土

木

工

事

共

通

編

-5 -7
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

編

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。
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木

工

事

共

通

編

章 節 条

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

9 9 排水性舗装工
（基層工） 厚　さ -9

測定項目

規　格　値

9 7 排水性舗装工
（加熱アスファルト安
定処理工）

厚　さ -15 -20

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

編 章 節 条
枝
番

工　　　　　種

9 8 排水性舗装工
（加熱アスファルト安
定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-36 -45 -5 -7
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

-12 -3 -4

-3 -4-25
9 10 排水性舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20
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工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

9 8 排水性舗装工
（加熱アスファルト安
定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-36
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編
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１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

-45 -5 -7
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

9 10 排水性舗装工
（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。
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編
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-20 -25 -3 -4
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

平坦性 平坦性

3 2 6 3 2 6

平坦性 平坦性

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事等においては、平坦性の項
目を省略することが出来る。

9 11 排水性舗装工
（表層工） 厚　さ -7

－

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式（足付き）
(σ)1.75mm以下

-2 -3
幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。

平坦性は、施工延長200m以上の場合、
各車線毎に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

-9

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式（足付き）
(σ)1.75mm以下

-9 -2 -3
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

-7

－

－

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

9 １．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

12 排水性舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-17
工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

-2 -3-20

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 条 枝番 工　　　　　種 測定項目測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

個々の測定値
（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

章 節
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9 11 排水性舗装工
（表層工） 厚　さ

排水性舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-17 -20 -2 -3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

平坦性は、施工延長200m以上の場合、
各車線毎に測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

　維持工事等においては、平坦性の項
目を省略することが出来る。
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－

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

9 12
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

t＜15cm -30 t＜15cm -30

t≧15cm -45 t≧15cm -45

幅 幅

3 2 6 3 2 6

t≧
15cm

±90
t≧
15cm

±90

t＜
15cm

+90
-70

t＜
15cm

+90
-70

t≧
15cm

±90
t≧
15cm

±90

3 2 6 3 2 6

幅 幅

3 2 6 3 2 6
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厚さあるい
は標高較差
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10 2

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

条 枝番 工　　　　　種
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10 4 透水性舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差
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１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

※歩道舗装に適用する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

+90
-70

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

+50
-15

+50
-10

幅は片側延長80mに1ヶ所の割に測定。
厚さは、片側延長200m毎に1ヶ所コアー
を採取して測定。
ただし、幅は設計図書の測点によら
ず、延長80m以下の間隔で測定すること
ができる。

※歩道舗装に適用する。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

+50
-15

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。
　
　コア－採取について橋面舗装等でコ
ア－採取により床版等に損傷を与える
恐れのある場合は、他の方法によるこ
とが出来る。

透水性舗装工
（表層工） 厚 さ -9 -3厚 さ

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡毎に１個の割でコアーを
採取して測定。

※歩道舗装に適用する。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

-25 －

10 3

厚　さ

-10

-15

-100

10 1 透水性舗装工
（路盤工） 基準高▽ ±50

測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）
測定値の平均値

中規模
以上

規　格　値

基準高は延長40m毎に1ヶ所の割に測
定。厚さは各車線200m毎に1ヶ所を掘り
起こして測定。幅は片側延長80mに1ヶ
所の割に測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず、延長80m以下の間隔で
測定することができる。

※歩道舗装に適用する。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。
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厚さあるい
は標高較差
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１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

※歩道舗装に適用する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。
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±50 －

－-100

t＜
15cm

基準高▽

t＜
15cm
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10 1 透水性舗装工
（路盤工）

10 3 透水性舗装工
（表層工）

透水性舗装工
（路盤工）

（面管理の場合）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）
測定値の平均値

中規模
以上

測定項目

規　格　値

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種
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工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
　

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
　
　コア－採取について橋面舗装等でコ
ア－採取により床版等に損傷を与える
恐れのある場合は、他の方法によるこ
とが出来る。

一

般

施

工

-15

基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。

※歩道舗装に適用する。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

3 2 6 3 2 6
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幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法にり
出来形管理を実施することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。
　
　コア－採取について橋面舗装等でコ
ア－採取により床版等に損傷を与える
恐れのある場合は、他の方法によるこ
とが出来る。

11 3 グースアスファルト
舗装工
（基層工）

厚

さ
-9

11 1

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均
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幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法にり
出来形管理を実施することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

グースアスファルト
舗装工
（加熱アスファルト安
定処理工）

厚　さ -15

測定項目

規　格　値

-5

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種

11 3 グースアスファルト
舗装工
（基層工）

厚

さ
-9 -12 -3 -4
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幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法にり
出来形管理を実施することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

11 1 グースアスファルト
舗装工
（加熱アスファルト安
定処理工）

厚　さ -15

測定項目

規　格　値

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種

11 2 グースアスファルト
舗装工
（加熱アスファルト安
定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-36
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１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

-45

4 グースアスファルト
舗装工
（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20 -25
工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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11 １．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。
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11 4 グースアスファルト
舗装工
（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20 -25 -3 -4
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工

-7
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

-5 -7
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

グースアスファルト
舗装工
（加熱アスファルト安
定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-36 -45 -5
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工
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個々の測定値
（Ⅹ）
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編
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工

一
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

平坦性 平坦性

3 2 6 3 2 6

平坦性 平坦性

3 2 6 3 2 6

厚 さ 厚 さ

幅 幅

3 2 6 3 2 6

幅 幅

-25 -30 -8
幅は延長80mに1ヶ所の割とし、厚さは
各車線200m毎に1ヶ所を掘り起こして測
定。ただし、幅は設計図書の測点によ
らず、延長80m以下の間隔で測定するこ
とができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以
上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

±40

-50 －

±50

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-50 －

12 3 コンクリート舗装工
（粒度調整路盤工） 厚 さ

－
工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以
上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

-9 -2 -3

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

　平坦性は、施工延長200m以上の場
合、各車線毎に測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

　維持工事等においては、平坦性の項
目を省略することが出来る。
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事
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通

編

一
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工

一

般
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工

-45 -15

グースアスファルト
舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-17 -20
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工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

基準高は延長40m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線200m毎に1ヶ所を掘り起こして測
定。幅は延長80mに1ヶ所の割に測定。
ただし、幅は設計図書の測点によら
ず、延長80m以下の間隔で測定すること
ができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法にり
出来形管理を実施することができる。

12 1 コンクリート舗装工
（下層路盤工） 基準高▽

6

幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。
平坦性は、施工延長200m以上各車線毎
に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法にり
出来形管理を実施することができる。

　平坦性は、施工延長200m以上の場
合、各車線毎に測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、基層及び表層
用混合物の総使用量が3,000t以上の場
合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模が小さいものをいう。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事等においては、平坦性の項
目を省略することが出来る。

11 5 グースアスファルト
舗装工
（表層工）

厚

さ
-7

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式（足付き）
(σ)1.75mm以下

-2 -3
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事
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編
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工

一

般

舗

装

工

-50 －

-25 -30 -8
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以
上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

1 コンクリート舗装工
（下層路盤工） －

-45

基準高▽

12 3 コンクリート舗装工
（粒度調整路盤工） 厚 さ

-15

－-50

±50
基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。
厚さは各車線40m毎に、層の上下面の差
を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以
上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。
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±40

-2 -3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

－

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

11 5 グースアスファルト
舗装工
（表層工）

厚

さ
-7

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式（足付き）
(σ)1.75mm以下

-9 -3

11

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

-2

11 6 グースアスファルト
舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-17 -20

条 枝番 工　　　　　種 条 枝番 工　　　　　種 測定項目測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

個々の測定値
（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

章 節節
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－

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 幅

3 2 6 3 2 6

幅 幅

平坦性 平坦性

目地段差 目地段差

3 2 6 3 2 6

平坦性 平坦性

目地段差 目地段差

土
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事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工
－

コンクリートの硬
化後
3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰによ
り機械舗設の場合
（σ）2.4mm以下
人力舗設の場合
（σ）3mm以下

±2
隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

12 10 コンクリート舗装工
（コンクリート舗装版
工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-22
土
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－

コンクリートの硬
化後
3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰによ
り機械舗設の場合
（σ）2.4mm以下
人力舗設の場合
（σ）3mm以下

±2

厚さあるい
は標高較差

-22
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

12
-3.5

隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

厚さは各車線の中心付近で型枠据付後
各車線200m毎に水糸またはレベルによ
り１測線当たり横断方向に３ヶ所以上
測定、幅は、延長80m毎に１ヶ所の割で
測定。
平坦性は、施工延長200m以上の場合、
各車線毎に版縁から１mの線上を測定。
なお、スリップフォーム工法の場合
は、厚さ管理に関し、打設前に各車線
の中心付近で各車線200ｍ毎に水糸また
はレベルにより１測線当たり横断方向
に３ヶ所以上路盤の基準高を測定し、
測定打設後に各車線200m毎に両側の版
端を測定する。ただし、幅は設計図書
の測点によらず、延長80m以下の間隔で
測定することができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

維持工事等においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

-3.5
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

　平坦性は、施工延長200m以上の場
合、各車線毎に版縁から１mの線上を測
定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

　維持工事等においては、平坦性の項
目を省略することが出来る。
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-25 －

－

コンクリートの硬化
後
3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰにより
機械舗設の場合
（σ）2.4mm以下
人力舗設の場合
（σ）3mm以下

12 9 コンクリート舗装工
（コンクリート舗装版
工）

厚さ -10 -3.5

±2

-3

－

-12
コンクリート舗装工
（アスファルト中間
層）

厚 さ -9
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12 幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1,000㎡に１個の割でコアーを採取
して測定。ただし、幅は設計図書の測
点によらず、延長80m以下の間隔で測定
することができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

－

12 5
-8

幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1,000㎡に１個の割でコアーを採取
もしくは掘り起こして測定。ただし、
幅は設計図書の測点によらず、延長80m
以下の間隔で測定することができる。

7

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

規　格　値

測　　定　　基　　準測定項目
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幅 -50

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

厚 さ -25 -30
コンクリート舗装工
（セメント（石灰・瀝
青）安定処理工）

測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）
編 章 節 条 枝番 工　　　　　種

隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

厚さは各車線の中心付近で型枠据付後
各車線40m毎に水糸またはレベルにより
１測線当たり横断方向に３ヶ所以上測
定、幅は、延長40m毎に１ヶ所の割で測
定。平坦性は各車線毎に版縁から１mの
線上、全延長とする。なお、スリップ
フォーム工法の場合は、厚さ管理に関
し、打設前に各車線の中心付近で各車
線200ｍ毎に水糸またはレベルにより１
測線当たり横断方向に３ヶ所以上路盤
の基準高を測定し、測定打設後に各車
線200m毎に両側の版端を測定する。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等
に損傷を与える恐れのある場合は、他
の方法によることが出来る。

維持工事においては、平坦性の項目を
省略することが出来る。

-3.5

-9 -12

9

コンクリートの硬化
後
3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰにより
機械舗設の場合
（σ）2.4mm以下
人力舗設の場合
（σ）3mm以下

±2

10 コンクリート舗装工
（コンクリート舗装版
工）

（面管理の場合）
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-25 －

－

12 コンクリート舗装工
（コンクリート舗装版
工）

厚さ -10

-3
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
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-25 －

12 7 コンクリート舗装工
（アスファルト中間
層）

厚 さ
工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

厚 さ -25 -30 -8
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1,000㎡に１個の割でコアーを採取
もしくは掘り起こして測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。
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幅 -50 －

12 5 コンクリート舗装工
（セメント（石灰・瀝
青）安定処理工）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

厚さ 厚さ

幅 幅

3 2 6 3 2 6

幅 幅

3 2 6 3 2 6

幅 幅

3 2 6 3 2 6

幅 幅

摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

個々の測定値
（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節編 章 節 条 枝番 工　　　　　種
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コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
アスファルト中間層
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12
-12 -3

17 幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1,000㎡に１個の割でコアーを採取
して測定。ただし、幅は設計図書の測
点によらず、延長80m以下の間隔で測定
することができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る

厚 さ -25
幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1000㎡に１個の割でコアーを採取
もしくは掘り起こして測定。
ただし、幅は設計図書の測点によら
ず、延長80m以下の間隔で測定すること
ができる。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。
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工

一

般

舗

装

工

-50 －

12
-30 -8

15

幅は延長80mに1ヶ所の割とし、厚さは
各車線200m毎に1ヶ所を掘り起こして測
定。ただし、幅は設計図書の測点によ
らず、延長80m以下の間隔で測定するこ
とができる。

コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
粒度調整路盤工

厚さ -25 -30

コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
セメント（石灰・瀝
青）安定処理工

12 13
-8
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-50 －

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

－

－
基準高は延長40m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線200m毎に1ヶ所を掘り起こして測
定。幅は延長80mに1ヶ所の割に測定。
ただし、幅は設計図書の測点によら
ず、延長80m以下の間隔で測定すること
ができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。厚
さは、個々の測定値が10個に９個以上
の割合で規格値を満足しなければなら
ないとともに、10個の測定値の平均値
（Ⅹ10）について満足しなければなら
ない。ただし、厚さのデータ数が10個
未満の場合は測定値の平均値は適用し
ない。
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12 11 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
下層路盤工

基準高▽ ±50

測　　定　　箇　　所
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12 17 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
アスファルト中間層

厚 さ -9 -12 -3
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る
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12 15 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
セメント（石灰・瀝
青）安定処理工

厚 さ -25 -30
工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。

厚さ -25 -30

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1000㎡に１個の割でコアーを採取
もしくは掘り起こして測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

-8
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工

事

共

通

編
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工

一
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工

-50 －

12 13 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
粒度調整路盤工

-8
工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。厚
さは、個々の測定値が10個に９個以上
の割合で規格値を満足しなければなら
ないとともに、10個の測定値の平均値
（Ⅹ10）について満足しなければなら
ない。ただし、厚さのデータ数が10個
未満の場合は測定値の平均値は適用し
ない。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-45 -15

-50 －

12 11 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
下層路盤工

基準高▽ ±40 ±50 －

測定項目

規　格　値
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

平坦性 平坦性

目地段差 目地段差

3 2 6 3 2 6

平坦性 平坦性

目地段差 目地段差

3 2 6 3 2 6

厚 さ 厚 さ

3 2 6 3 2 6

幅 幅

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

個々の測定値
（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編

±2
隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種

厚さあるい
は標高較差

-32 -4.5
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

平坦性は、施工延長200m以上の場合、
各車線毎に版縁から１mの線上を測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

　維持工事等においては、平坦性の項
目を省略することが出来る。

－

転圧コンクリートの
硬化後、3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰ
ﾀｰにより（σ）2.4㎜
以下。

隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

12 20 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）

（面管理の場合）

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工 －

転圧コンクリートの
硬化後、3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰ
ﾀｰにより（σ）2.4㎜
以下。

12 20 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-32 -4.5

±2

幅 -35

土

木

工

事

共

通

編

幅は延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚さ
は各車線200m毎に、1ヶ所を掘り起こし
て測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-50 －

－

13 2 薄層カラー舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚 さ -25 -30 -8

13 1

－

基準高は延長40m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線200m毎に、1ヶ所を掘り起こして測
定。幅は、延長80m毎に１ヶ所の割に測
定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工
-45 -15

幅

薄層カラー舗装工
（下層路盤工）

12 19 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）

厚さは各車線の中心付近で型枠据付後
各車線200m毎に水糸またはレベルによ
り１測線当たり横断方向に３ヶ所以上
測定、幅は、延長80m毎に１ヶ所の割で
測定。ただし、幅は設計図書の測点に
よらず、延長80m以下の間隔で測定する
ことができる。
平坦性は、施工延長200m以上の場合、
各車線毎に版縁から１mの線上を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

－

転圧コンクリートの
硬化後、3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰ
ﾀｰにより（σ）2.4㎜
以下。

厚 さ -4.5

幅

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事等においては、平坦性の項
目を省略することが出来る。

-35 －

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

±40 ±50

-50

基準高▽

隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。±2

-15

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-50 －

2 薄層カラー舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚 さ -25 -8
土

木

工

事

共

通

編

13

13 1 薄層カラー舗装工
（下層路盤工）

基準高▽
土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

幅

-30

±50

－

－

基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

-45 -15

-50

±40

隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。
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木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

－

転圧コンクリートの
硬化後、3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰ
ﾀｰにより（σ）2.4㎜
以下。

±2

12 19 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）

厚 さ -15 -4.5

－

厚さは各車線の中心付近で型枠据付後
各車線40m毎に水糸またはレベルにより
１測線当たり横断方向に３ヶ所以上測
定、幅は、延長40m毎に１ヶ所の割で測
定。平坦性は各車線毎に版縁から１mの
線上、全延長とする。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 幅

3 2 6 3 2 6

幅 幅

3 2 6 3 2 6

幅 幅

3 2 6 3 2 6

厚 さ 厚 さ

幅 幅

3 2 6 3 2 6

幅 幅

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について（基層工）
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。
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一
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-50

-30
14

－

1 ブロック舗装工
（下層路盤工）

ブロック舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

-50

±50 －

-8

-45 -15

一

般

施

工

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。

-8

一

般

舗

装

工

-25

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-25

-9 -12 -3厚 さ

2

幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

厚 さ

-5

－

幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、各車線200m毎に1ヶ所を掘り起こ
して測定。

－

13 4 薄層カラー舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

厚 さ

13 5 薄層カラー舗装工
（基層工）

幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1000㎡に１個の割でコアーを採取
もしくは掘り起こして測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

薄層カラー舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

厚 さ -25 -30

幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

-15 -20
土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-50 －

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-50 －

13 3
-8

測定項目編 章 節 条 枝番 工　　　　　種

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

個々の測定値
（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要

基準高は延長40m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線200m毎に1ヶ所を掘り起こして測
定。幅は、延長80m毎に１ヶ所の割に測
定。

土

木

工

事

共

通

編

14
基準高▽ ±40

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-50 －

2 ブロック舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚 さ -30

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-45 -15

-50 －

14

14 1 ブロック舗装工
（下層路盤工） 基準高▽ ±40

薄層カラー舗装工
（基層工） 厚 さ

±50 －

-25

基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。

-3
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

-9 -12

－

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-25 －

13 5

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-50

13 4 薄層カラー舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

厚 さ -25 -30

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

-5厚 さ -15 -20

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-50 －

13 3 薄層カラー舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

-8
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 幅

3 2 6 3 2 6

幅 幅

3 2 6 3 2 6

幅 幅

個々の測
定値
（Ⅹ）

個々の測
定値
（Ⅹ）

3 2 6 3 2 6

-25 -25

3 2 6 3 2 6

－ －

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について（基層工）
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

幅　　　W -25

延　長　L -100

平　坦　性

17 1 オーバーレイ工
厚　さ　t -9

厚さは40m毎に現舗装高とオーバーレイ
後の基準高の差で算出する。測定点は
車道中心線、車道端及びその中心とす
る。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、延
長80m未満の場合は、２ヶ所/施工箇所
とする。断面状況で、間隔、測点数を
変えることが出来る。
平坦性は、施工延長200m以上の場合、
各車線毎に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式（足付き）
(σ)1.75mm以下

厚さは40m毎に現舗装高切削後の基準高
の差で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその
中心とする。
延長40m未満の場合は、2ヶ所/施工箇所
とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えるこ
とが出来る。
測定方法は自動横断測定法によること
が出来る。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

幅　　　W －

15 1 路面切削工
厚　さ　t -7 -2

測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要測定値の
平均

（Ⅹ10）

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-25 －

14 5 ブロック舗装工
（基層工） 厚 さ -12

-5
幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

-15 -20

-3
幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

－

4 ブロック舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

厚 さ

14 3

-9

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-50

14

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-50

ブロック舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

厚 さ -25 -30 -8

個々の測定値
（Ⅹ）

幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1000㎡に１個の割でコアーを採取
もしくは掘り起こして測定。

－

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測定
値の平均

測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章
個々の測定値

（Ⅹ）
節 条 枝番 工　　　　　種

土

木

工

事

共

通

編

土

木

工

事

共

通

編

土

木

工

事

共

通

編

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要測定項目

規　格　値

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

幅　　　W -25

延　長　L -100

平　坦　性

17 1 オーバーレイ工
厚　さ　t -9

厚さは20m毎に現舗装高とオーバーレイ
後の基準高の差で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその
中心とする。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、延
長40m未満の場合は、２ヶ所/施工箇所
とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えるこ
とが出来る。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式
（足付き）
(σ)1.75mm以下

厚さは20m毎に現舗装高切削後の基準高の差
で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその中心
とする。
延長20m未満の場合は、2ヶ所/施工箇所とす
る。
断面状況で、間隔、測点数を変えることが
出来る。
測定方法は自動横断測定法によることが出
来る。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用
いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

幅　　　W －

15 1 路面切削工
厚　さ　t -7 -2

測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要測定値の
平均

（Ⅹ10）

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-25 －

14 5 ブロック舗装工
（基層工） 厚 さ -9 -12

-5
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

-15 -20

-3
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

-50 －

14 4 ブロック舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

厚 さ

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-50 －

14

土

木

工

事

共

通

編

3 ブロック舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

厚 さ -25 -30 -8

一

般

施

工

一

般

舗

装

工
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（単位：mm）

現行 新

個々の測
定値
（Ⅹ）

個々の測
定値
（Ⅹ）

3 2 6 3 2 6

－ －

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

3 2 7 3 2 7

3 2 7 3 2 7

3 2 7 3 2 7

3 2 7 3 2 7

3 2 7 3 2 7

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

幅　　　　　W -100

延　　　長　L -200

6 サンドマット工
施工厚さ　　t -50

施工延長40mにつき１ヶ所。
厚さは中心線及び両端で掘り起こして
測定。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

厚　　　さ　t -50

幅　　　　　W -100

延　　　長　L

5 パイルネット工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40mにつき１ヶ所。
厚さは中心線及び両端で掘り起こして
測定。
杭については、当該杭の項目に準ず
る。

-200

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

法　　　長　ℓ -500
W.（L）は施工延長40mにつき１ヶ所、
40m以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所。
（L）はセンターライン及び表裏法肩で
行う。

天　端　幅　W -300

4 1 表層安定処理工
（サンドマット海上） 基　準　高　▽ 特記仕様書に明示

施工延長10mにつき、１測点当たり５点
以上測定。

天端延長　　L -500

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

置換厚さ　　t -50

幅　　　　　W -100

延　　　長　L

3 施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
厚さは中心線及び端部で測定。

-200

置換工
基　準　高　▽ ±50

-200

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

施工厚さ　　t -50

幅　　　　　W -100

延　　　長　L

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

2 路床安定処理工
基　準　高　▽ ±50

延長40m毎に１ヶ所の割で測定。
基準高は、道路中心線及び端部で測
定。
厚さは中心線及び端部で測定。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」 による管理の場合は、全体
改良範囲図を用いて、施工厚さt、天端
幅w、天端延長Lを確認（実測は不
要）。

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、施工前の標高値とオー
バーレイ後の標高値との差で算出す
る。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、オーバーレイ後の目標高さと
オーバーレイ後の標高値との差で算出
する。
平坦性は、施工延長200m以上の場合、
各車線毎に測定。

　維持工事等においては、平坦性の項
目を省略することができる。土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

平坦性

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

17 2 オーバーレイ工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差 -20 -3

測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要測定値の平均
（Ⅹ）

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

幅　　　　　W -100

延　　　長　L -200

施工延長20mにつき１ヶ所。
厚さは中心線及び両端で掘り起こして
測定。

サンドマット工
施工厚さ　　t -50

施工延長20mにつき１ヶ所。
厚さは中心線及び両端で掘り起こして
測定。
杭については、当該杭の項目に準ず
る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

厚　　　さ　t -50

幅　　　　　W -100

延　　　長　L

5 パイルネット工
基　準　高　▽ ±50

-200

6

特記仕様書に明示
施工延長10mにつき、１測点当たり５点
以上測定。

4 1 表層安定処理工
（サンドマット海上） 基　準　高　▽

-300

天端延長　　L -500

3

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

法　　　長　ℓ -500
W.（L）は施工延長20mにつき１ヶ所、
20m以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所。
（L）はセンターライン及び表裏法肩で
行う。

天　端　幅　W

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

置換厚さ　　t -50

幅　　　　　W

延　　　長　L

置換工
基　準　高　▽ ±50

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
厚さは中心線及び端部で測定。

-200

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

施工厚さ　　t -50

幅　　　　　W

2

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

路床安定処理工
基　準　高　▽ ±50

-100

延　　　長　L -200

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

延長20m毎に１ヶ所の割で測定。
基準高は、道路中心線及び端部で測
定。
厚さは中心線及び端部で測定。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」 による管理の場合は、全体
改良範囲図を用いて、施工厚さt、天端
幅w、天端延長Lを確認（実測は不
要）。

-100

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、施工前の標高値とオー
バーレイ後の標高値との差で算出す
る。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、オーバーレイ後の目標高さと
オーバーレイ後の標高値との差で算出
する。

平坦性

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

17 2 オーバーレイ工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差 -20 -3

測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要測定値の
平均

（Ⅹ10）

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

3 2 7 3 2 7

3 2 7 3 2 7

3 2 10 3 2 10

3 2 10 3 2 10

3 2 14 3 2 14

3 2 14 3 2 14

t≧5cm -20

法

面

工

　

共

通

ℓ≧5m 法長の－4％

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

2 2 植生工
（植生基材吹付工）
（客土吹付工）

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

法

長

ℓ

ℓ＜5m -200

-10
施工面積200㎡につき１ヶ所、面積200
㎡以下のものは、１施工箇所につき
２ヶ所。
検査孔により測定。

延　　　長　L -200
１施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

ただし、吹付面に凹凸がある場合の最小吹
付厚は、設計厚の50％以上とし、平均厚は
設計厚以上。

厚

さ

t

t＜5cm

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通

ℓ≧5m 法長の－4％

盛

土

法

長

ℓ

ℓ＜5m

ℓ＜5m

法長の－2％

延　　　長　L -200
１施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

切

土

法

長

ℓ

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

3 土留・仮締切工
（連節ブロック張り
工）

法　　　長　ℓ

-200

-100

2 1 植生工
（種子散布工）
（張芝工）
（筋芝工）
（市松芝工）
（植生シート工）
（植生マット工）
（植生筋工）
（人工張芝工）
（植生穴工）

-100

ℓ≧5m

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

仮

設

工

延長　L1，L2 -200

1施工箇所毎

5

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

仮

設

工 根　　入　　長 設計値以上

5 1 土留・仮締切工
（H鋼杭）
（鋼矢板）

基　準　高　▽ ±100
基準高は施工延長40mにつき１ヶ所。延
長40m以下のものは、１施工箇所につき
２ヶ所。
（任意仮設は除く）

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

施工厚さ　　t 設計値以上

9 3 固結工
（中層混合処理） 基　準　高　▽ 設計値以上

1,000m3～4,000m3につき1ヶ所、または
施工延長40mにつき1ヶ所。
1,000m3以下、または施工延長40m以下
のものは1施工箇所につき2ヶ所。
施工厚さは施工時の改良深度確認を出
来形とする。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」による管理の場合は、全体
改良範囲図を用いて、施工厚さt、幅
w、延長Lを確認（実測は不要）。

設計値以上

幅　　　　　W 設計値以上

延　　　長　L

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

位置 D/8以内

全本数
施工履歴データから作成した杭芯位置
管理表により設計杭芯位置と施工した
杭芯位置との距離を確認
（掘起しによる実測確認は不要）

杭　　　径　D 設計値以上

杭芯位置管理表により基準高を確認

工事毎に1回
施工前の撹拌翼の寸法実測により確認
（掘起しによる実測確認は不要）

深　　　度　ℓ 設計値以上

全本数
施工履歴データから作成した杭打設結
果表により確認
（残尺計測による確認は不要）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

9 2 固結工
（スラリー攪拌工）
「３次元計測技術を用
いた出来形管理要領
（案）第8編固結工
（スラリー攪拌工）
編」による管理の場合

基　準　高　▽ ０以上

-20

ただし、吹付面に凹凸がある場合の最小吹
付厚は、設計厚の50％以上とし、平均厚は
設計厚以上。

延　　　長　L -200
１施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通

ℓ≧5m 法長の－4％

2 植生工
（植生基材吹付工）
（客土吹付工）

厚

さ

t

t＜5cm

-200
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

-10
施工面積200㎡につき１ヶ所、面積200
㎡以下のものは、１施工箇所につき
２ヶ所。
検査孔により測定。t≧5cm

2

法長の－2％

延　　　長　L -200
１施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

法

長

ℓ

ℓ＜5m

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通

ℓ≧5m 法長の－4％

盛

土

法

長

ℓ

ℓ＜5m -100

2 1 植生工
（種子散布工）
（張芝工）
（筋芝工）
（市松芝工）
（植生シート工）
（植生マット工）
（植生筋工）
（人工張芝工）
（植生穴工）

切

土

法

長

ℓ

ℓ＜5m

ℓ≧5m

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

仮

設

工

延長　L1，L2 -200

1施工箇所毎

5 3 土留・仮締切工
（連節ブロック張り
工）

法　　　長　ℓ -100

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

1 土留・仮締切工
（H鋼杭）
（鋼矢板）

基　準　高　▽ ±100
基準高は施工延長20mにつき１ヶ所。延
長20m以下のものは、１施工箇所につき
２ヶ所。
（任意仮設は除く）

基　準　高　▽ 設計値以上

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

仮

設

工 根　　入　　長 設計値以上

5

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

施工厚さ　　t 設計値以上

幅　　　　　W 設計値以上

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

位置 D/8以内

全本数
施工履歴データから作成した杭芯位置
管理表により設計杭芯位置と施工した
杭芯位置との距離を確認
（掘起しによる実測確認は不要）

杭　　　径　D

9 2 固結工
（スラリー攪拌工）
「施工履歴データを用
いた出来形管理要領
（固結工（スラリー撹
拌工）編（案）」によ
る管理の場合

基　準　高　▽ ０以上

設計値以上延　　　長　L

9 3 固結工
（中層混合処理）

杭芯位置管理表により基準高を確認

工事毎に1回
施工前の撹拌翼の寸法実測により確認
（掘起しによる実測確認は不要）

深　　　度　ℓ 設計値以上

全本数
施工履歴データから作成した杭打設結
果表により確認
（残尺計測による確認は不要）

設計値以上

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

1,000m3～4,000m3につき1ヶ所、または
施工延長20mにつき1ヶ所。
1,000m3以下、または施工延長20m以下
のものは1施工箇所につき2ヶ所。
施工厚さは施工時の改良深度確認を出
来形とする。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」による管理の場合は、全体
改良範囲図を用いて、施工厚さt、幅
w、延長Lを確認（実測は不要）。

 29



（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

3 2 14 3 3 2 14 3

3 2 14 4 1 3 2 14 4 1

3 2 14 4 2 3 2 14 4 2

3 2 15 3 2 15

3 2 15 3 2 15

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

擁

壁

工

　

共

通

延　　　長　L -200
１施工箇所毎
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

2 プレキャスト擁壁工

基　準　高　▽ ±50

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

-50

h≧3m -100

延　　　長　L -200
１施工箇所毎
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

基　準　高　▽ ±50

幅　　W1，W2 -30

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

擁

壁

工

　

共

通

厚　　　さ　t -20

裏　込　厚　さ -50

1 （一般事項）
場所打擁壁工

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通

ℓ≧10m -200

法枠工
（プレキャスト法枠
工）

法

長

ℓ

ℓ＜10m -100

高

さ

h

h＜3m

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

１施工箇所毎
延　　　長　L -200

曲線部は設
計図書によ
る

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通

ℓ≧10m -200

延　　　長　L -200

1施工箇所毎
計測手法については、従来管理のほか
に「3次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」で規定する出来形計測性
能を有する機能を用いることが出来
る。

幅　　　　　W -30

法枠工
（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工）

法

長

ℓ

ℓ＜10m -100

１施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
計測手法については、従来管理のほか
に「3次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」で規定する出来形計測性
能を有する機器を用いることが出来
る。

枠延延長100mにつき１ヶ所、枠延延長
100m以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
が出来る。

高　　　さ　h -30

枠中心間隔 a ±100

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通

ℓ≧3m -100

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
測定断面に凹凸があり、曲線法長の測
定が困難な場合は直線法長とする。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

厚

さ

t

t＜5cm -10
200㎡につき２ヶ所以上、200㎡以下は
２ヶ所をせん孔により測定。

t≧5cm -20

ただし、吹付面に凹凸がある場合の最小吹
付厚は、設計厚の50％以上とし、平均厚は
設計厚以上

延　　　長　L

吹付工
（コンクリート）
（モルタル）

法

長

ℓ

ℓ＜3m -50

-200

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

擁

壁

工

　

共

通

延　　　長　L -200
１施工箇所毎
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

１施工箇所毎
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

2 プレキャスト擁壁工

基　準　高　▽ ±50

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

h＜3m -50

h≧3m -100

延　　　長　L -200

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

擁

壁

工

　

共

通

厚　　　さ　t -20

裏　込　厚　さ

1 （一般事項）
場所打擁壁工 基　準　高　▽ ±50

-50

幅　　W1，W2 -30

高

さ

h

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通

ℓ≧10m -200

延　　　長　L -200

法枠工
（プレキャスト法枠
工）

法

長

ℓ

ℓ＜10m -100
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

１施工箇所毎

曲線部は設
計図書によ
る

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通

ℓ≧10m -200

幅　　　　　W -30

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
計測手法については、従来管理のほか
に「3次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」で規定する出来形計測性
能を有する機器を用いることが出来
る。

枠延延長100mにつき１ヶ所、枠延延長
100m以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
が出来る。

高　　　さ　h -30

枠中心間隔 a

1施工箇所毎
計測手法については、従来管理のほか
に「3次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」で規定する出来形計測性
能を有する機能を用いることが出来
る。

法枠工
（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工）

法

長

ℓ

ℓ＜10m -100

±100

延　　　長　L -200

200㎡につき２ヶ所以上、200㎡以下は
２ヶ所をせん孔により測定。

t≧5cm -20

ただし、吹付面に凹凸がある場合の最小吹
付厚は、設計厚の50％以上とし、平均厚は
設計厚以上

延　　　長　L -200

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通

-50
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
測定断面に凹凸があり、曲線法長の測
定が困難な場合は直線法長とする。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

ℓ≧3m

吹付工
（コンクリート）
（モルタル）

厚

さ

t

t＜5cm -10

-100

１施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

法

長

ℓ

ℓ＜3m

測　　定　　箇　　所測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

3 2 15 3 2 15

3 2 15 3 2 15

3 2 18 3 2 18

6 3 5 6 3 5

6 5 8 6 5 8

7 1 5 7 1 5

7 1 5 7 1 5

河

川

海

岸

編

堤

防

・

護

岸

護

岸

基

礎

工

ブロック厚　t -20

ブロック縦幅 W1
ブロック横幅 W2

－20
－20

延　　　長　L

6 ブロック個数20個につき１ヶ所の割で
測定。基準高、延長は施工延長40mにつ
き１ヶ所、延長40m以下のものは１施工
箇所につき２ヶ所。

-200

海岸コンクリートブ
ロック工 基　準　高　▽ ±50

-200

河

川

海

岸

編

堤

防

・

護

岸

護

岸

基

礎

工

幅　　　　　W -30

高　　　さ　h -30

延　　　長　L

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
（なお、製品使用の場合の製品寸法
は、規格証明書等による）

5 場所打コンクリート工
基　準　高　▽ ±30

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

-30

延　　　長　L

河

川

編

堰 魚

道

工 幅　　　　　W -30

厚さ 　t1、t2 -20

-200

3 魚道本体工
基　準　高　▽ ±30

高さ 　h1，h2

河

川

編

樋

門

・

樋

管

樋

門

・

樋

管

本

体

工

延　　　長　L -200
１施工箇所毎

6 2 函渠工
（ヒューム管）
（PC管）
（コルゲートパイプ）
（ダクタイル鋳鉄管）

基　準　高　▽ ±30

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

土

木

工

事

共

通

編 鉄筋のかぶり

2 床版工

１径間当たり３断面（両端及び中央）
測定。１断面の測定箇所は断面変化毎
１ヶ所とする。

鉄筋の有効高さ ±10

±10

一

般

施

工

床

版

工 幅　　　　　W 0～＋30

厚　　　さ　t －10～＋20

 鉄　筋　間　隔 ±20

設計値以上

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

基　準　高　▽ ±20
基準高は、１径間当たり２ヶ所（支点
付近）で、１ヶ所当たり両端と中央部
の３点、幅は１径間当たり３ヶ所、厚
さは型枠設置時におおむね10㎡に１ヶ
所測定。
（床版の厚さは、型枠検査をもって代
える。）

-100

厚さt1，t2，t3

１径間当たり３ヶ所（両端及び中央）
測定。
１ヶ所の測定は、橋軸方向の鉄筋は全
数、橋軸直角方向の鉄筋は加工形状毎
に２ｍの範囲を測定。

上記、鉄筋の有効高
さがマイナスの場合

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

擁

壁

工

　

共

通

法

長

ℓ

ℓ＜3m -50

ℓ≧3m

4 井桁ブロック工
基　準　高　▽ ±50

-50

延　長　L1，L2 -200
１施工箇所毎

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

擁

壁

工

　

共

通

高

さ

h

h＜3m -50

h≧3m -100

延　　　長　L -200

鉛　直　度　Δ
±0.03hかつ
±300以内

控　え　長　さ
（補強材の設計長）

設計値以上

１施工箇所毎
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

3 補強土壁工
（補強土（テールアル
メ）壁工法）
（多数アンカー式補強
土工法）
（ジオテキスタイルを
用いた補強土工法）

基　準　高　▽ ±50
施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

6 ブロック個数20個につき１ヶ所の割で
測定。基準高、延長は施工延長20mにつ
き１ヶ所、延長20m以下のものは１施工
箇所につき２ヶ所。

-200

河

川

海

岸

編

堤

防

・

護

岸

護

岸

基

礎

工

ブロック厚　t -20

-200

海岸コンクリートブ
ロック工 基　準　高　▽ ±50

ブロック縦幅 W1
ブロック横幅 W2

－20
－20

延　　　長　L

河

川

海

岸

編

堤

防

・

護

岸

護

岸

基

礎

工

幅　　　　　W -30

高　　　さ　h -30

延　　　長　L

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
（なお、製品使用の場合の製品寸法
は、規格証明書等による）

5 場所打コンクリート工
基　準　高　▽ ±30

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

河

川

編

堰 魚

道

工 幅　　　　　W -30

厚さ 　t1、t2 -20

-200

3 魚道本体工
基　準　高　▽ ±30

高さ 　h1，h2 -30

延　　　長　L

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。河

川

編

樋

門

・

樋

管

樋

門

・

樋

管

本

体

工

延　　　長　L -200
１施工箇所毎

6 2 函渠工
（ヒューム管）
（PC管）
（コルゲートパイプ）
（ダクタイル鋳鉄管）

基　準　高　▽ ±30

土

木

工

事

共

通

編 鉄筋のかぶり

2 床版工

１径間当たり３断面（両端及び中央）
測定。１断面の測定箇所は断面変化毎
１ヶ所とする。

鉄筋の有効高さ ±10

１径間当たり３ヶ所（両端及び中央）
測定。
１ヶ所の測定は、橋軸方向の鉄筋は全
数、橋軸直角方向の鉄筋は加工形状毎
に２ｍの範囲を測定。

上記、鉄筋の有効高
さがマイナスの場合 ±10

一

般

施

工

床

版

工 幅　　　　　W 0～＋30

厚　　　さ　t －10～＋20

 鉄　筋　間　隔 ±20

設計値以上

厚さt1，t2，t3 -50

延　長　L1，L2

基　準　高　▽ ±20
基準高は、１径間当たり２ヶ所（支点
付近）で、１ヶ所当たり両端と中央部
の３点、幅は１径間当たり３ヶ所、厚
さは型枠設置時におおむね10㎡に１ヶ
所測定。
（床版の厚さは、型枠検査をもって代
える。）

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

擁

壁

工

　

共

通

法

長

ℓ

ℓ＜3m -50

ℓ≧3m

-200

4 井桁ブロック工
基　準　高　▽ ±50

１施工箇所毎

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

-100

設計値以上

延　　　長　L -200
１施工箇所毎
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

擁

壁

工

　

共

通

高

さ

h

h＜3m -50

h≧3m -100

鉛　直　度　Δ

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

基　準　高　▽ ±50
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

±0.03hかつ
±300以内

控　え　長　さ
（補強材の設計長）

3 補強土壁工
（補強土（テールアル
メ）壁工法）
（多数アンカー式補強
土工法）
（ジオテキスタイルを
用いた補強土工法）
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

7 1 6 7 1 6

7 1 6 7 1 6

7 1 8 7 1 8

7 1 9 7 1 9

7 2 4 7 2 4

異形ブロッ
ク据付面
（乱積）の
高さ

異形ブロッ
ク据付面
（乱積）の
高さ

異形ブロッ
ク据付面
乱積）以外
の高さ

異形ブロッ
ク据付面
乱積）以外
の高さ

異形ブロッ
ク据付面
（乱積）の
高さ

異形ブロッ
ク据付面
（乱積）の
高さ

異形ブロッ
ク据付面
(乱積）以
外の高さ

異形ブロッ
ク据付面
(乱積）以
外の高さ

7 2 4 7 2 4 5

幅は施工延長40mにつき１ヶ所、延長
40m以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所、延長はセンターライン及び表裏法
肩。天　端　幅　W1

河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

突

堤

基

礎

工

延　　　長　L -500

施工延長10mにつき、１測点当たり５点
以上測定。

吸出し防止工
幅　　　　　W -300

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

±300

法　　　長　ℓ

河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

突

堤

基

礎

工

表　面　均　し ±100

荒

均

し

±500

-100

天端延長　　L1 -200

4 捨石工

基

準

高

▽

本　　均　　し ±50

±300

被

覆

均

し

±500

-100

河

川

海

岸

編

堤

防

・

護

岸

波

返

工
幅　　W1，W2 -30

高さ h＜3m
h1，h2，h3

-50

高さ h≧3m
h1，h2，h3

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

-100

延　　　長　L -200

3 波返工
基　準　高　▽ ±50

-200

河

川

海

岸

編

堤

防

・

護

岸

天

端

被

覆

工

幅　　　　　W -50

厚　　　さ　t -10

基　礎　厚　t’

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

2 コンクリート被覆工
基　準　高　▽ ±50

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

-45

延　　長　　L

-30

裏込材厚　t’ -50

延　　　長　L -200

河

川

海

岸

編

堤

防

・

護

岸

護

岸

工 法

長

ℓ

ℓ＜3m -50

ℓ≧3m

-20

t≧100

5 コンクリート被覆工
基　準　高　▽ ±50

-100

厚

さ

t

t＜100

河

川

海

岸

編

堤

防

・

護

岸

護

岸

工 法

長

ℓ

ℓ＜5m -100

ℓ≧5m ℓ×（-2％）

4 海岸コンクリートブ
ロック工 基　準　高　▽ ±50

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

厚　　　さ　t -50

延　　　長　L -200

規　格　値測　定　項　目

5

-100
幅は施工延長20mにつき１ヶ所、延長
20m以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所、延長はセンターライン及び表裏法
肩。天　端　幅　W1

河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

突

堤

基

礎

工

延　　　長　L -500

施工延長10mにつき、１測点当たり５点
以上測定。

吸出し防止工
幅　　　　　W -300

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

±300

法　　　長　ℓ

河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

突

堤

基

礎

工

表　面　均　し ±100

荒

均

し

±500

-100

天端延長　　L1 -200

4 捨石工

基

準

高

▽

本　　均　　し ±50

±300

被

覆

均

し

±500

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。河

川

海

岸

編

堤

防

・

護

岸

波

返

工
幅　　W1，W2 -30

高さ h＜3m
h1，h2，h3

-50

3 波返工
基　準　高　▽ ±50

高さ h≧3m
h1，h2，h3

-100

延　　　長　L -200

河

川

海

岸

編

堤

防

・

護

岸

天

端

被

覆

工

幅　　　　　W -50

厚　　　さ　t -10

基　礎　厚　t’

2 コンクリート被覆工
基　準　高　▽ ±50

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

-45

延　　長　　L -200

河

川

海

岸

編

裏込材厚　t’ -50

延　　　長　L -200

堤

防

・

護

岸

護

岸

工 法

長

ℓ

5 コンクリート被覆工
基　準　高　▽ ±50

ℓ≧3m -100

厚

さ

t

t＜100 -20

t≧100 -30

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

-200

ℓ＜3m -50

河

川

海

岸

編

堤

防

・

護

岸

護

岸

工 法

長

ℓ

ℓ＜5m -100

ℓ≧5m

厚　　　さ　t -50

延　　　長　L

ℓ×（-2％）

4 海岸コンクリートブ
ロック工 基　準　高　▽ ±50

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

7 2 5 7 2 5

7 2 5 7 2 5

7 2 5 7 2 5

7 2 5 7 2 5

7 2 6 7 2 6

7 2 6 7 2 6

乱　積 乱　積

層　積 層　積

乱　積 乱　積

層　積 層　積

乱　積 乱　積

7 2 7 7 2 7

乱　積 乱　積

施工延長40mにつき１ヶ所。延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

消

波

工
±t/2

厚　　　さ　t -20
幅、厚さは40個につき1ヶ所測定。

3

-t/2

消波ブロック工

基準高
▽

層　積 ±300

幅　 　W1，W2 -20

延 長　L1，L2 -200

河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

根

固

め

工

±t/2

厚　　　さ　t -20
幅、厚さは40個につき１ヶ所測定。

-20

3 根固めブロック工

基準高
▽

層　積
施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

-t/2

延長
L1，L2

-200
１施工箇所毎

-100
幅は施工延長40mにつき１ヶ所、延長
40m以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所、延長はセンターライン及び表裏法
肩。天　端　幅　W -100

天端延長　L -200

±500
施工延長10mにつき、１測点当たり５点
以上測定。河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

根

固

め

工

異形ブロック据付面
（乱積）以外の高さ

±300

法　　　長　ℓ

幅
W1，W2

河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

突

堤

本

体

工

幅　　　　　W -30

高　　さ　　h

2

10 場所打コンクリート工
基　準　高　▽ ±30

±300

捨石工 基

準

高

▽

異形ブロック据付面
（乱積）の高さ

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

-200

h≧3m -100

延　　　長　L -200

１施工箇所毎

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

-30

延　　　長　L

河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

突

堤

本

体

工

厚　　　さ　t -50

高

さ

h

h＜3m -50

±ブロックの
高さの1/2

天　端　幅　W
－ブロックの
高さの1/2

天端延長　L
－ブロックの
高さの1/2

9 石枠工
基　準　高　▽ ±50

±300
施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
延長は、センターラインで行う。

河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

突

堤

本

体

工

（層積）ブロック
規格26t以上

±500

（乱　　　積）

幅は施工延長40mにつき１ヶ所、延長
40m以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所、延長はセンターライン及び表裏法
肩。天　端　幅　W1 -100

天端延長　　L1 -200

5 海岸コンクリートブ
ロック工 基

準

高

▽

（層積）ブロック
規格26t未満

施工延長10mにつき、１測点当たり５点
以上測定。河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

突

堤

本

体

工

異形ブロック据付面
（乱積)以外の高さ ±300

法　　　長　ℓ -100

2 捨石工 基

準

高

▽

異形ブロック据付面
（乱積）の高さ ±500

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

施工延長20mにつき１ヶ所。延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

消

波

工
±t/2

厚　　　さ　t -20
幅、厚さは40個につき1ヶ所測定。

3 消波ブロック工

基準高
▽

層　積 ±300

幅　 　W1，W2 -20

延 長　L1，L2 -200

-20

-t/2

延長
L1，L2

-200
１施工箇所毎

-t/2

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

根

固

め

工

±t/2

厚　　　さ　t -20
幅、厚さは40個につき１ヶ所測定。

幅は施工延長20mにつき１ヶ所、延長
20m以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所、延長はセンターライン及び表裏法
肩。天　端　幅　W -100

天端延長　L -200

3 根固めブロック工

基準高
▽

層　積

施工延長10mにつき、１測点当たり５点
以上測定。河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

根

固

め

工

異形ブロック据付面
（乱積）以外の高さ

±300

法　　　長　ℓ -100

2 捨石工 基

準

高

▽

異形ブロック据付面
（乱積）の高さ

±500

±300

幅
W1，W2

9

河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

突

堤

本

体

工

幅　　　　　W -30

高　　さ　　h

１施工箇所毎

10 場所打コンクリート工
基　準　高　▽ ±30

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

-200

-30

延　　　長　L

河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

突

堤

本

体

工

厚　　　さ　t -50

高

さ

h

h＜3m -50

天端延長　L
－ブロックの
高さの1/2

石枠工
基　準　高　▽ ±50

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

h≧3m -100

延　　　長　L -200

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
延長は、センターラインで行う。

河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

突

堤

本

体

工

（層積）ブロック
規格26t以上

±500

（乱　　　積）
±ブロックの
高さの1/2

天端延長　　L1 -200

5 海岸コンクリートブ
ロック工 基

準

高

▽

（層積）ブロック
規格26t未満

±300

天　端　幅　W
－ブロックの
高さの1/2

河

川

海

岸

編

突

堤

・

人

工

岬

突

堤

本

体

工

異形ブロック据付面
（乱積)以外の高さ ±300

法　　　長　ℓ -100
幅は施工延長20mにつき１ヶ所、延長
20m以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所、延長はセンターライン及び表裏法
肩。天　端　幅　W1

測　　定　　箇　　所

2 捨石工 基

準

高

▽

異形ブロック据付面
（乱積）の高さ ±500

施工延長10mにつき、１測点当たり５点
以上測定。

-100

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

7 3 3 7 3 3

異形ブロッ
ク据付面
（乱積）の
高さ

異形ブロッ
ク据付面
（乱積）の
高さ

異形ブロッ
ク据付面
（乱積）以
外の高さ

異形ブロッ
ク据付面
（乱積）以
外の高さ

異形ブロッ
ク据付面
（乱積）の
高さ

異形ブロッ
ク据付面
（乱積）の
高さ

異形ブロッ
ク据付面
（乱積）以
外の高さ

異形ブロッ
ク据付面
（乱積）以
外の高さ

8 1 8 8 1 8

8 1 8 8 1 8

8 1 8 8 1 8

8 2 5 8 2 5

8 3 6 8 3 6

10 1 11 10 1 11 １施工箇所毎
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、延長の変化点で測定。

道

路

編

道

路

改

良

落

石

雪

害

防

止

工

延　　　長　L -200

-30

延　　　長　L -200

4 落石防止網工
幅　　　　　W -200

砂

防

編

斜

面

対

策

山

腹

水

路

工

厚さ　t1，t2 -20

幅　　　　　W -30

幅　　W1，W2

4 山腹明暗渠工
基　準　高　▽ ±30

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
なお、製品使用の場合は、製品寸法に
ついては規格証明書等による。

-50

高さ　h1，h2 -30

深 　　さ　h3

砂

防

編

流

路

床

固

め

工

幅　　　　　W -30

高　さ　h1，h2 -30

厚　さ　t1，t2

8 魚道工
基　準　高　▽ ±30

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
なお、製品使用の場合は、製品寸法に
ついては規格証明書等による。

-20

延　　　長　L -200

砂

防

編

砂

防

堰

堤

コ

ン

ク

リ
ー

ト

堰

堤

工

幅　　　　　W -100

厚　　　さ　t -30

延　　　長　L

8 水叩工
基　準　高　▽ ±30

基準高、幅、延長は図面に表示してあ
るヶ所で測定。
厚さは目地及びその中間点で測定。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、堤長の変化点で測定。-100

1．図面の寸法表示ヶ所を測定。
2．上記以外の測定箇所の標準は、天端
幅・天端高で各測点及びジョイント毎
に測定。
3．長さは、天端中心線の水平延長、ま
たは、測点に直角な水平延長を測定。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、堤長の変化点で測定。

砂

防

編

砂

防

堰

堤

コ

ン

ク

リ
ー

ト

堰

堤

工

幅　　W1，W2 -30

長　　　さ　L

6 コンクリート側壁工
基　準　高　▽ ±30

-100

砂

防

編

砂

防

堰

堤

コ

ン

ク

リ
ー

ト

堰

堤

工

天端部 W1，W3
堤　幅　　 W2

-30

水通しの幅
ℓ1，ℓ2

±50

堤　長　L1，L2

4 コンクリート堰堤本体
工 基　準　高　▽ ±30

図面の表示ヶ所で測定。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、堤長の変化点で測定。

-100

3 捨石工
±50

±500

±300

法　　　長　ℓ

本　　均　　し

-100

河

川

海

岸

編

海

域

堤

防
（

人

工

リ
ー

フ
、

離

岸

堤
、

潜

堤
）

海

域

堤

基

礎

工

荒

均

し

±500

±300

被

覆

均

し

基

準

高

▽

測　定　項　目 規　格　値

幅は施工延長40mにつき１ヶ所、延長
40m以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所、延長はセンターライン及び表裏法
肩。天　端　幅　W1 -100

天端延長　　L1 -200

施工延長10mにつき、１測点当たり５点
以上測定。

4 １施工箇所毎

道

路

編

道

路

改

良

落

石

雪

害

防

止

工

延　　　長　L -200

-30

延　　　長　L -200

落石防止網工
幅　　　　　W -200

砂

防

編

斜

面

対

策

山

腹

水

路

工

厚さ　t1，t2 -20

幅　　　　　W -30

幅　　W1，W2

4 山腹明暗渠工
基　準　高　▽ ±30

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
なお、製品使用の場合は、製品寸法に
ついては規格証明書等による。

-50

高さ　h1，h2 -30

深 　　さ　h3

砂

防

編

流

路

床

固

め

工

幅　　　　　W -30

高　さ　h1，h2 -30

厚　さ　t1，t2

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
なお、製品使用の場合は、製品寸法に
ついては規格証明書等による。

-20

延　　　長　L -200

8 魚道工
基　準　高　▽ ±30

基準高、幅、延長は図面に表示してあ
るヶ所で測定。
厚さは目地及びその中間点で測定。

砂

防

編

砂

防

堰

堤

コ

ン

ク

リ
ー

ト

堰

堤

工

幅　　　　　W -100

厚　　　さ　t -30

砂

防

編

砂

防

堰

堤

コ

ン

ク

リ
ー

ト

堰

堤

工

幅　　W1，W2 -30

6 コンクリート側壁工
基　準　高　▽ ±30

8 水叩工
基　準　高　▽ ±30

延　　　長　L -100

砂

防

編

砂

防

堰

堤

コ

ン

ク

リ
ー

ト

堰

堤

工

天端部 W1，W3
堤　幅　　 W2

-30

水通しの幅
ℓ1，ℓ2

4 コンクリート堰堤本体
工 基　準　高　▽ ±30

1．図面の寸法表示ヶ所を測定。
2．上記以外の測定箇所の標準は、天端
幅・天端高で各測点及びジョイント毎
に測定。
3．長さは、天端中心線の水平延長、ま
たは、測点に直角な水平延長を測定。

長　　　さ　L -100

図面の表示ヶ所で測定。

-100

±50

堤　長　L1，L2

幅は施工延長20mにつき１ヶ所、延長
20m以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所、延長はセンターライン及び表裏法
肩。天　端　幅　W1 -100

天端延長　　L1 -200

3 捨石工 施工延長10mにつき、１測点当たり５点
以上測定。

±500

±300

法　　　長　ℓ -100

河

川

海

岸

編

海

域

堤

防
（

人

工

リ
ー

フ
、

離

岸

堤
、

潜

堤
）

海

域

堤

基

礎

工

荒

均

し

±500

±300

被

覆

均

し

基

準

高

▽

本　　均　　し ±50

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

10 1 11 10 1 11

10 1 11 10 1 11

10 1 11 10 1 11

10 1 12 10 1 12

10個の測定
値

の平均
（Ⅹ10）

10個の測定
値

の平均
（Ⅹ10）

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

10 2 4 10 2 4

t≧15cm -15 t≧15cm -15

－ －

基準高は、延長40m毎に１ヶ所の割と
し、厚さは片側延長200m毎に1ヶ所掘り
起こして測定。幅は、片側延長800m毎
に１ヶ所測定。
※両端部2点で測定する。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

道

路

編

舗

装

舗

装

工

厚

さ

t＜15cm -30 -10

１施工箇所毎

工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積が
2000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500t未満
あるいは施工面積が2000㎡未満。
厚さは、個々の測定値が10個に9個以上
の割合で規格値を満足しなければなら
ないとともに、10個の測定値の平均値
（Ⅹ10）について満足しなければなら
ない。ただし、厚さのデータ数が10個
未満の場合は測定値の平均値は適用し
ない。

歩道路盤工
取合舗装路盤工
路肩舗装路盤工

基準高▽ ±50 －

-45

幅 -100

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。道

路

編

道

路

改

良

遮
音
壁
工

高　　　さ　h -30

延　　　長　L -200

4 遮音壁基礎工
幅　　　　　W -30

ア

ン

カ

ー

長

ℓ

打　込　み　ℓ -10%

道

路

編

道

路

改

良

落
石
雪
害
防
止
工

延　　　長　L -200

高　　　さ　h -30

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

7 雪崩予防柵工

高　　　さ　h ±30

全数

埋　込　み　ℓ -5%

基礎１基毎

１施工箇所毎

基

礎

幅　　W1，W2

道

路

編

道

路

改

良

落
石
雪
害
防
止
工

延　　　長　L -200

幅　　W1，W2

6 防雪柵工

高　　　さ　h

-30

±30

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

-30
基礎１基毎
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。高　　さ　h -30

１施工箇所毎
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、延長の変化点で測定。

基

礎

道

路

編

道

路

改

良

落

石

雪

害

防

止

工

延　　　長　L -200
１施工箇所毎
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、延長の変化点で測定。

5 落石防護柵工

高　　　さ　h ±30

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

測　定　項　目 規　格　値

道

路

編

舗

装

舗

装

工

厚

さ

t＜15cm -30

幅

歩道路盤工
取合舗装路盤工
路肩舗装路盤工

基準高▽ ±50
工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積が
2000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500t未満
あるいは施工面積が2000㎡未満。
厚さは、個々の測定値が10個に9個以上
の割合で規格値を満足しなければなら
ないとともに、10個の測定値の平均値
（Ⅹ10）について満足しなければなら
ない。ただし、厚さのデータ数が10個
未満の場合は測定値の平均値は適用し
ない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等
に損傷を与える恐れのある場合は、他
の方法によることが出来る。

－
基準高は、延長20m毎に１ヶ所の割と
し、厚さは20m毎に、層の上下面の差を
測定。幅は、延長20m毎に１ヶ所の割に
測定。
※両端部2点で測定する。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

-100

-10

-45

道

路

編

道

路

改

良

遮
音
壁
工

高　　　さ　h -30

延　　　長　L

高　　　さ　h -30

-200
１施工箇所毎

4 遮音壁基礎工
幅　　　　　W -30

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

ア

ン

カ

ー

長

ℓ

打　込　み　ℓ -10%
全数

埋　込　み　ℓ -5%

道

路

編

道

路

改

良

落
石
雪
害
防
止
工

延　　　長　L -200
１施工箇所毎

基

礎

幅　　W1，W2

7 雪崩予防柵工

高　　　さ　h ±30

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

-30
基礎１基毎

道

路

編

道

路

改

良

落
石
雪
害
防
止
工

延　　　長　L -200

１施工箇所毎

基

礎

幅　　W1，W2

6 防雪柵工

高　　　さ　h ±30

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

-30
基礎１基毎

高　　さ　h -30

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

道

路

編

道

路

改

良

落

石

雪

害

防

止

工

延　　　長　L -200
１施工箇所毎

5 落石防護柵工

高　　　さ　h ±30

規　格　値測　定　項　目 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要工　　　　　種

規　格　値

個々の測定値
（Ⅹ）

条 枝番測定項目編 章 節 条 枝番 工　　　　　種

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 測定項目

規　格　値

個々の測定値
（Ⅹ）
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（単位：mm）

現行 新

10個の測定
値

の平均
（Ⅹ10）

10個の測定
値

の平均
（Ⅹ10）

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

10 2 4 10 2 4

－ －

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

10 2 5 10 2 5

10 2 9 10 2 9

10 2 9 10 2 9

10 6 4 3 10 6 4 3

道

路

編

ト

ン

ネ

ル

(

N

A

T

M

)

支

保

工

道

路

編

ト

ン

ネ

ル

(

N

A

T

M

)

支

保

工

10 6 4 10 6 4

摘　要摘　要

4

突　　出　　量
プレート下面
から10cm以内

道

路

編

ト

ン

ネ

ル

(

N

A

T

M

)

支

保

工 角　　　　　度 －

削　孔　深　さ

施工延長40m毎に断面全本数検測。

－

－

孔　　　　　径

ロックボルト工
位　置　間　隔 －

吹付工 吹付け厚さ 設計吹付け厚以上。
ただし、良好な岩盤
で施工端部、突出部
等の特殊なヶ所は設
計吹付け厚の1/3以上
を確保するものとす
る。

施工延長40m毎に図に示す。
（1）～（7）及び断面変化点の検測孔
を測定。
注）良好な岩盤とは、「道路トンネル
技術基準（構造編）・同解説」にいう
地盤等級AまたはBに該当する地盤とす
る。

道

路

編

舗

装

標
識
工

4 2 大型標識工
（標識柱工） 設置高さ　H 設計値以上

１ヶ所/１基
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

道

路

編

舗

装

標
識
工 高　　　さ　h -30

基礎一基毎
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

4 1 大型標識工
（標識基礎工） 幅　　W1，W2 -30

道

路

編

舗

装

排
水
構
造
物
工

延　　　長　L -200

1ヶ所/1施工箇所
なお、従来管理のほかに「3次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）」の
規定による測点の管理方法を用いるこ
とができる。

9 排水性舗装用路肩排水
工

基　準　高　▽ ±30

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
なお、従来管理のほかに「3次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）」の
規定による測点の管理方法を用いるこ
とができる。

幅は、片側延長80m毎に１ヶ所の割で測
定。厚さは、片側延長200m毎に1ヶ所コ
アーを採取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

道

路

編

舗

装

舗

装

工 幅 -25

歩道舗装工
取合舗装工
路肩舗装工
表層工

厚　　さ -9 -3

規　格　値

個々の測定値
（Ⅹ）

工　　　　　種 測　　定　　基　　準

道

路

編

ト

ン

ネ

ル

(

N

A

T

M

)

支

保

工 角　　　　　度 －

削　孔　深　さ －

孔　　　　　径

4 ロックボルト工
位　置　間　隔 －

施工延長20m毎に断面全本数検測。

－

突　　出　　量
プレート下面
から10cm以内

１ヶ所/１基

吹付工 吹付け厚さ 設計吹付け厚以上。
ただし、良好な岩盤
で施工端部、突出部
等の特殊なヶ所は設
計吹付け厚の1/3以上
を確保するものとす
る。

施工延長20m毎に図に示す。
（1）～（7）及び断面変化点の検測孔
を測定。
注）良好な岩盤とは、「道路トンネル
技術基準（構造編）・同解説」にいう
地盤等級AまたはBに該当する地盤とす
る。

道

路

編

舗

装

標
識
工

4 2 大型標識工
（標識柱工） 設置高さ　H 設計値以上

道

路

編

舗

装

標
識
工 高　　　さ　h -30

4 1 大型標識工
（標識基礎工） 幅　　W1，W2 -30

基礎一基毎

±30

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
なお、従来管理のほかに「3次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）」の
規定による測点の管理方法を用いるこ
とができる。

道

路

編

舗

装

排
水
構
造
物
工

延　　　長　L -200

1ヶ所/1施工箇所
なお、従来管理のほかに「3次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）」の
規定による測点の管理方法を用いるこ
とができる。

9 排水性舗装用路肩排水
工

基　準　高　▽

道

路

編

舗

装

舗

装

工 幅 -25

歩道舗装工
取合舗装工
路肩舗装工
表層工

厚　　さ -9 -3
幅は、片側延長20m毎に１ヶ所の割で測
定。厚さは、片側延長200m毎に1ヶ所コ
アーを採取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 測　定　項　目 規　格　値

測　　定　　箇　　所章 節 条

規　格　値

個々の測定値
（Ⅹ）

枝番測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 測定項目測定項目 編工　　　　　種編 章 節 条 枝番

工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積が
2000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500t未満
あるいは施工面積が2000㎡未満。
厚さは、個々の測定値が10個に9個以上
の割合で規格値を満足しなければなら
ないとともに、10個の測定値の平均値
（Ⅹ10）について満足しなければなら
ない。ただし、厚さのデータ数が10個
未満の場合は測定値の平均値は適用し
ない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等
に損傷を与える恐れのある場合は、他
の方法によることが出来る。

工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積が
2000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500t未満
あるいは施工面積が2000㎡未満。
厚さは、個々の測定値が10個に9個以上
の割合で規格値を満足しなければなら
ないとともに、10個の測定値の平均値
（Ⅹ10）について満足しなければなら
ない。ただし、厚さのデータ数が10個
未満の場合は測定値の平均値は適用し
ない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等
に損傷を与える恐れのある場合は、他
の方法によることが出来る。
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

10 6 5 10 6 5

10 6 5 10 6 5

10 6 6 10 6 6

10 6 8 10 6 8

10 0 0

10 0 0

測　　定　　箇　　所

延　　　長　L

設計値以上厚　さ　t1，t2

道

路

編

イ

ン

バ
ー

ト

工

ト

ン

ネ

ル

(

矢

板

)

（削除）

（削除）

道

路

編

ト

ン

ネ

ル

(

N

A

T

M

)

坑

門

工 幅　W（全幅） -50

高さh（内法）

延　　　長　L

5 明り巻工
基準高（拱頂） ±50

厚　　　さ　t -20

（1）幅は、施工延長40mにつき１ヶ
所。
（2）厚さ
（イ）コンクリート打設前の巻立空間
を１打設長の中間と終点を図に示す各
点で測定。
（ロ）コンクリート打設後、インバー
トコンクリートについて1打設長の端面
（施工継手の位置）において、図に示
す各点の巻厚測定を行う。

-50

－

基準高、幅、高さ、厚さは、施工延長
40mにつき１ヶ所を測定。
なお、厚さについては図に示す各点①
～⑩において、厚さの測定を行う。

-50

－

道

路

編

ト

ン

ネ

ル

(

N

A

T

M

)

イ

ン

バ
ー

ト

工

厚　さ　t 設計値以上

延　　　長　L

4 インバート本体工
幅　W（全幅）

道

路

編

ト

ン

ネ

ル

(

N

A

T

M

)

覆

工
厚　　　さ　t -30

5

3

床版コンクリート工
幅　　　　　W -50

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

-50

道

路

編

ト

ン

ネ

ル

(

N

A

T

M

)

覆

工
幅　W（全幅） -50

厚　さ　t

高さh（内法）

覆工コンクリート工
基準高（拱頂） ±50

（1）基準高、幅、高さは、施工延長40mに
つき１ヶ所。
（2）厚さ
（イ）コンクリート打設前の巻立空間を１
打設長の終点を図に示す各点で測定。中間
部はコンクリート打設口で測定。
（ロ）コンクリート打設後、覆工コンク
リートについて１打設長の端面（施工継手
の位置）において、図に示す各点の巻厚測
定を行う。
（ハ）検測孔による巻厚の測定は図の（1）
は40mに1ヶ所、（2）～（3）は100mに１ヶ
所の割合で行う。
なお、トンネル延長が100m以下のものにつ
いては、１トンネル当たり２ヶ所以上の検
測孔による測定を行う。
ただし、以下の場合には、左記の規格値は
適用除外とする。
・良好な地山における岩または吹付コンク
リートの部分的な突出で、設計覆工厚の３
分の１以下のもの。
なお、変形が収束しているものに限る。
・異常土圧による覆工厚不足で、型枠の据
付け時には安定が確認されかつ別途構造的
に覆工の安全が確認されている場合。
・鋼アーチ支保工、ロックボルトの突出。
　計測手法については、従来管理のほかに
「3次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」で規定する出来形計測性能を有す
る機器を用いることが出来る。

設計値以上

延　　　長　L －

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

0 2 インバート本体工
幅　W（全幅） -50

（1）基準高、幅、高さは、施工延長
20mにつき１ヶ所。
（2）厚さ
（イ）コンクリート打設前の巻立空間
を１打設長の中間と終点を図に示す各
点で測定。
（ロ）コンクリート打設後、インバー
トコンクリートについて1打設長の端面
（施工継手の位置）において、図に示
す各点の巻厚測定を行う。

道

路

編

ト

ン

ネ

ル

(

矢

板

)

覆

工
幅　W（全幅） -70

高さh（内法） -70

1 覆工コンクリート工

－

－

（1）基準高、幅、高さは、施工延長
20mにつき１ヶ所。
（2）厚さ
（イ）コンクリート打設前の巻立空間
を１打設長の中間と終点を図に示す各
点①～⑩で測定。
（ロ）コンクリート打設後、覆工コン
クリートについて１打設長の端面（施
工継手の位置）において、図に示す各
点①～⑩の巻厚測定を行う。
ただし、上部半断面先進工法の場合①
～⑦については上半のセントルの間隔
程度でよい。
（ハ）せん孔による巻厚の測定は図の
①は40mに１ヶ所、②～③は100mに１ヶ
所の割合で行う。
なお、トンネル延長が100m以下のもの
については、１トンネル当たり２ヶ所
以上のせん孔による測定を行う。
ただし、漏水の多い場合などで上記に
よることが好ましくない場合は、監督
職員の指示により間隔を拡げることが
できる。

延　　　長　L

厚　　　さ　t -50

基準高（拱頂）H ±50
0

基準高、幅、高さ、厚さは、施工延長
20mにつき１ヶ所を測定。
なお、厚さについては図に示す各点①
～⑩において、厚さの測定を行う。

道

路

編

ト

ン

ネ

ル

(

N

A

T

M

)

坑

門

工 幅　W（全幅） -50

高さh（内法） -50

5 明り巻工
基準高（拱頂） ±50

厚　　　さ　t -20

延　　　長　L －

（1）幅は、施工延長20mにつき１ヶ
所。
（2）厚さ
（イ）コンクリート打設前の巻立空間
を１打設長の中間と終点を図に示す各
点で測定。
（ロ）コンクリート打設後、インバー
トコンクリートについて1打設長の端面
（施工継手の位置）において、図に示
す各点の巻厚測定を行う。

道

路

編

ト

ン

ネ

ル

(

N

A

T

M

)

イ

ン

バ
ー

ト

工

厚　さ　t 設計値以上

延　　　長　L －

4 インバート本体工
幅　W（全幅） -50

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。道

路

編

ト

ン

ネ

ル

(

N

A

T

M

)

覆

工
厚　　　さ　t -30

5 床版コンクリート工
幅　　　　　W -50

（1）基準高、幅、高さは、施工延長20mに
つき１ヶ所。
（2）厚さ
（イ）コンクリート打設前の巻立空間を１
打設長の終点を図に示す各点で測定。中間
部はコンクリート打設口で測定。
（ロ）コンクリート打設後、覆工コンク
リートについて１打設長の端面（施工継手
の位置）において、図に示す各点の巻厚測
定を行う。
（ハ）検測孔による巻厚の測定は図の（1）
は40mに1ヶ所、（2）～（3）は100mに１ヶ
所の割合で行う。
なお、トンネル延長が100m以下のものにつ
いては、１トンネル当たり２ヶ所以上の検
測孔による測定を行う。
ただし、以下の場合には、左記の規格値は
適用除外とする。
・良好な地山における岩または吹付コンク
リートの部分的な突出で、設計覆工厚の３
分の１以下のもの。
なお、変形が収束しているものに限る。
・異常土圧による覆工厚不足で、型枠の据
付け時には安定が確認されかつ別途構造的
に覆工の安全が確認されている場合。
・鋼アーチ支保工、ロックボルトの突出。
　計測手法については、従来管理のほかに
「3次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」で規定する出来形計測性能を有す
る機器を用いることが出来る。

基準高（拱頂）
道

路

編

ト

ン

ネ

ル

(

N

A

T

M

)

覆

工
幅　W（全幅） -50

高さh（内法） -50

3 覆工コンクリート工
±50

厚　さ　t 設計値以上

延　　　長　L －

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

10 11 7 10 11 7

10 13 3

個々の
測定値
（Ⅹ）

測定値の
平均

（Ⅹ）

個々の
測定値
（Ⅹ）

測定値の
平均
（Ⅹ）

10 14 4 10 14 4

－

３mプロフィ
ルメーター
（ρ）2.4mm
以下
直読式
(足付き)
（σ）
1.75mm以下 －

３mプロフィ
ルメーター
（ρ）2.4mm
以下
直読式
(足付き)
（σ）
1.75mm以下

10 14 4 10 14 4

－

３mプロフィ
ルメーター
（ρ）2.4mm
以下
直読式
(足付き)
（σ）
1.75mm以下

－

３mプロフィ
ルメーター
（ρ）2.4mm
以下
直読式
(足付き)
（σ）
1.75mm以下

10 14 4 10 14 4 幅は延長80m毎に１ヶ所の割で測定。
厚さは、各車線200m毎に左右両端及び
中央の３点を掘り起こして測定。

延長　L -100

平坦性

道

路

編

道

路

維

持

舗

装

工 幅　　W -50

延長　L -100

7 路上再生工

路

盤

工

厚さ　t -30

１　「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
実施する場合に適用する。
２　計測は切削面の全面とし、すべて
の点で設計面との厚さｔまたは標高較
差（切削）を算出する。計測密度は１
点/㎡（平面投影面積当たり）以上とす
る。
３　厚さｔまたは標高較差（切削）
は、現舗装高と切削後の基準高との差
で算出する。
４　厚さ（オーバーレイ）は40m毎に
「切削後の基準高とオーバーレイ後の
基準高の差」で算出する。
測定点は車道中心線、車道幅及びその
中心とする。
５　幅は、延長80m毎に1カ所の割と
し、延長80m未満の場合は、2カ所/施工
箇所とする。
断面状況で、間隔、測定数を変えるこ
とが出来る。
平坦性は、施工延長200m以上の場合、
各車線毎に測定。

維持工事等においては、平坦性の項目
を省略することができる。

道

路

編

道

路

維

持

舗

装

工
厚さ　t（ｵｰﾊﾞｰﾚｲ） -9

幅　　W -25

-25

延長　L -100

平坦性

5 2 切削オーバーレイ工
（面管理の場合）
厚さｔまたは標高較差
（切削）のみ

厚さ　t
（標高較差）

（切削）

-17
(17)

（面管理と
して緩和）

-2
(2)

-2
厚さは40m毎に「現舗装高と切削後の基
準高の差」、「切削後の基準高とオー
バーレイ後の基準高の差」で算出す
る。
測定点は車道中心線、車道端及びその
中心とする。
幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、延
長80m未満の場合は、２ヶ所/施工箇所
とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えるこ
とが出来る。
測定方法は自動横断測定法によること
が出来る。
平坦性は、施工延長200m以上の場合、
各車線毎に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

維持工事等においては、平坦性の項目
を省略することができる。

道

路

編

道

路

維

持

舗

装

工 厚さ　t（ｵｰﾊﾞｰﾚｲ） -9

幅　　W

測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要

5 1 切削オーバーレイ工
厚さ　t（切削） -7

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種

（削除）

（削除）

道

路

編

共

同

溝

プ

レ

キ
ャ

ス

ト

構

築

工

延　　　長　L -200

延長：1施工箇所毎

2 プレキャスト躯体工

基　準　高　▽ ±30

施工延長40mにつき１ヶ所、延長40m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
ただし、基準高の適用は据付後の段階
検査時のみ適用する。

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

幅は延長40m毎に１ヶ所の割で測定。
厚さは、各車線200m毎に左右両端及び
中央の３点を掘り起こして測定。

道

路

編

道

路

維

持

舗

装

工 幅　　W -50

延長　L -100

7 路上再生工

路

盤

工

厚さ　t -30

-100

平坦性

維持工事においては、平坦性の項目を
省略することができる。

道

路

編

道

路

維

持

舗

装

工
厚さ　t（ｵｰﾊﾞｰﾚｲ） -9

１　「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
実施する場合に適用する。
２　計測は切削面の全面とし、すべて
の点で設計面との厚さｔまたは標高較
差（切削）を算出する。計測密度は１
点/㎡（平面投影面積当たり）以上とす
る。
３　厚さｔまたは標高較差（切削）
は、現舗装高と切削後の基準高との差
で算出する。
４　厚さ（オーバーレイ）は40m毎に
「切削後の基準高とオーバーレイ後の
基準高の差」で算出する。
測定点は車道中心線、車道幅及びその
中心とする。
５　幅は、延長80m毎に1カ所の割と
し、延長80m未満の場合は、2カ所/施工
箇所とする。
断面状況で、間隔、測定数を変えるこ
とが出来る。

平坦性

5 2 切削オーバーレイ工
（面管理の場合）
厚さｔまたは標高較差
（切削）のみ

厚さ　t
（標高較差）

（切削）

-17
(17)

（面管理と
して緩和）

幅　　W -25

延長　L

-2
(2)

-2
道

路

編

道

路

維

持

舗

装

工 厚さ　t（ｵｰﾊﾞｰﾚｲ） -9

幅　　W -25

延長　L -100

測　　定　　箇　　所 摘　要

厚さは40m毎に「現舗装高と切削後の基
準高の差」、「切削後の基準高とオー
バーレイ後の基準高の差」で算出す
る。
測定点は車道中心線、車道端及びその
中心とする。
幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、延
長40m未満の場合は、２ヶ所/施工箇所
とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えるこ
とが出来る。
測定方法は自動横断測定法によること
が出来る。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。

維持工事においては、平坦性の項目を
省略することができる。

5 1 切削オーバーレイ工
厚さ　t（切削） -7

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準

1 1 管路工（管路部）

抱き基礎
上幅Ｗ１、下幅Ｗ２

道

路

編

ハンドホール間毎

-50
施工延長40mにつき１ヶ所

情

報

ボ
ッ

ク

ス

情

報

ボ
ッ

ク

ス

工

2

深　　　さ　ｈ -30

延　　　長　L -200

延長：1施工箇所毎

基　準　高　▽ ±30

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
ただし、基準高の適用は据付後の段階
検査時のみ適用する。

道

路

編

共

同

溝

プ

レ

キ
ャ

ス

ト

構

築

工

延　　　長　L -200

2 プレキャスト躯体工

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

 38



 

 

   

 

 

 

 

３.品質管理基準 新旧対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39



工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

JIS A 1121
JIS A 5005

工事開始前、工事中１回/年以上及
び産地が変わった場合。
ただし、砂利の場合は、工事開始
前、工事中１回/月以上及び産地が
変わった場合。

○

JIS A 1121
JIS A 5005

工事開始前、工事中1回以上/12か
月及び産地が変わった場合。
ただし、砂利の場合は、工事開始
前、工事中１回/月以上及び産地が
変わった場合。

○

JIS A 1105 工事開始前、工事中１回/年以上及
び産地が変わった場合。

濃い場合は、JIS A 1142「有機不純物を含む細骨材のモル
タル圧縮強度による試験方法」による。

○

JIS A 1105 工事開始前、工事中1回以上/12か
月及び産地が変わった場合。

濃い場合は、JIS A 1142「有機不純物を含む細骨材のモル
タル圧縮強度による試験方法」による。

○

JIS A 1147 工事開始前、工事中１回/年以上及
び産地が変わった場合。

スラグ細骨材、高炉スラグ粗骨材には適用しない。

○

JIS A 1122
JIS A 5005

砂、砂利：工事開始前、工事中1回
／6ヶ月以上及び産地が変わった場
合。
砕砂、砕石：工事開始前、工事中1
回／年以上及び産地が変わった場
合。

寒冷地で凍結のおそれのある地点に適用する。

○

JIS A 1122
JIS A 5005

砂、砂利：工事開始前、工事中1回
以上/12か月及び産地が変わった場
合。
砕砂、砕石：工事開始前、工事中1
回以上／12か月及び産地が変わっ
た場合。

寒冷地で凍結のおそれのある地点に適用する。

○

上水道水及び上水道
水以外の水の場合：
JIS A 5308附属書C

工事開始前及び工事中１回/年以上
及び水質が変わった場合。

上水道を使用している場合は試験に換え、上水道を使用し
ていることを示す資料による確認を行う。

○

上水道水及び上水道
水以外の水の場合：
JIS A 5308附属書JC

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月及び水質が変わった場合。

上水道を使用している場合は試験に換え、上水道を使用し
ていることを示す資料による確認を行う。

○

回収水の場合：
JIS A 5308附属書C

工事開始前、工事中１回／年以上
及び水質が変わった場合。
スラッジ水の濃度は１回／日

その原水は、上水道水及び上水道水以外の水の規定に適合
しなければならない。

○

回収水の場合：
JIS A 5308附属書JC

工事開始前、工事中１回以上/12か
月及び水質が変わった場合。
スラッジ水の濃度は１回／日

その原水は、上水道水及び上水道水以外の水の規定に適合
しなければならない。

○

バッチミキサの場
合：
　JIS A 1119
　JIS A 8603-1
　JIS A 8603-2

工事開始前及び工事中１回/年以
上。

○

バッチミキサの場
合：
　JIS A 1119
　JIS A 8603-1
　JIS A 8603-2

工事開始前及び工事中１回/以上
/12か月。

○

連続ミキサの場合：
土木学会規準JSCE-I
502-2013

工事開始前及び工事中１回/年以
上。

○

連続ミキサの場合：
土木学会規準JSCE-I
502-2013

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月。

○

そ

の

他

そ

の

他

砂の有機不純物試
験

材

料

材

料

そ

の

他

製

造
（

プ

ラ

ン

ト
）

１　セメント・
コンクリート
（転圧ｺﾝｸﾘー
ﾄ・ｺﾝｸﾘーﾄダ
ム・覆工ｺﾝｸﾘー
ﾄ・吹付けｺﾝｸ
ﾘーﾄを除く）

１　セメント・
コンクリート
（転圧ｺﾝｸﾘー
ﾄ・ｺﾝｸﾘーﾄダ
ム・覆工ｺﾝｸﾘー
ﾄ・吹付けｺﾝｸ
ﾘーﾄを除く）

製

造
（

プ

ラ

ン

ト
）

そ

の

他

標準色より淡いこと。濃い場合でも
圧縮強度が90%以上の場合は使用で
きる。

硫酸ナトリウムに
よる骨材の安定性
試験

細骨材：10%以下
粗骨材：12%以下

練混ぜ水の水質試
験

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200mg/L以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

砂の有機不純物試
験

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200ppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

品質管理基準及び規格値（新旧対照表）

現行 新

規格値

コンクリート中のモルタル単位容積
質量差：0.8％以下
コンクリート中の単位粗骨材量の
差：5％以下
圧縮強度差：7.5％以下
空気量差：1％以下
スランプ差：3㎝以下

・小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1
工種1回以上。
またはレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書
１編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書
等のみとすることができる。

コンクリートの練混ぜ量
公称容量の場合
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下
　圧縮強度の偏差率：7.5％以下
　コンクリート内空気量の偏差率：
10％以下
　コンシステンシー（スランプ）の
偏差率：15％以下

公称容量の1/2の場合：
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下

コンクリートの練混ぜ量
公称容量の場合
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下
　圧縮強度の偏差率：7.5％以下
　コンクリート内空気量の偏差率：
10％以下
　コンシステンシー（スランプ）の
偏差率：15％以下

公称容量の1/2の場合：
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下

砕石　40％以下
砂利　35％以下
舗装コンクリートは35％以下
ただし、積雪寒冷地の舗装コンク
リートの場合は25％以下

粗骨材のすりへり
試験

砕石　40％以下
砂利　35％以下
舗装コンクリートは35％以下
ただし、積雪寒冷地の舗装コンク
リートの場合は25％以下

規格値

塩化物イオン量：200mg/L以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

塩化物イオン量：200ppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

ミキサの練混ぜ性
能試験

硫酸ナトリウムに
よる骨材の安定性
試験

練混ぜ水の水質試
験

試験項目

標準色より淡いこと。濃い場合でも
圧縮強度が90%以上の場合は使用で
きる。

細骨材：10%以下
粗骨材：12%以下

試験項目

粗骨材のすりへり
試験

ミキサの練混ぜ性
能試験

・小規模工種（山口県施工管理基準5［3］ウ参照）で1工

種当りの総使用量が50m3未満の場合は1工種1回以上。
またはレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書
１編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書
等のみとすることができる。

コンクリート中のモルタル単位容積
質量差：0.8％以下
コンクリート中の単位粗骨材量の
差：5％以下
圧縮強度差：7.5％以下
空気量差：1％以下
スランプ差：3㎝以下

骨材中の比重1.95
の液体に浮く粒子
の試験

細骨材：　コンクリートの外観が重
要な場合0.5%以下　その他の場合
1.0%以下
粗骨材：　コンクリートの外観が重
要な場合0.5%以下　その他の場合
1.0%以下 （削除）
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工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

現行 新

規格値規格値 試験項目試験項目

平成元年９月１３日
付け監理第８０２号
「コンクリートの耐
久性向上施策につい
て」による。
共通仕様書の添付資
料参照。

コンクリートの打設が午前と午後
にまたがる場合は、午前に１回コ
ンクリート打設前に行い、その試
験結果が塩化物総量の規制値の1/2
以下の場合は、午後の試験を省略
することができる。（１試験の測
定回数は3回とする）試験の判定は
3回の測定値の平均値。

小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1工
種1回以上。または生コンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。
・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン含
有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または設計
図書の規定により行う。
・用心鉄筋等を有さない無筋構造物の場合は省略できる。

平成元年９月１３日
付け監理第８０２号
「コンクリートの耐
久性向上施策につい
て」による。
共通仕様書の添付資
料参照。

コンクリートの打設が午前と午後
にまたがる場合は、午前に１回コ
ンクリート打設前に行い、その試
験結果が塩化物総量の規制値の1/2
以下の場合は、午後の試験を省略
することができる。（１試験の測
定回数は3回とする）試験の判定は
3回の測定値の平均値。

小規模工種（山口県施工管理基準5［3］ウ参照）で1工種

当りの総使用量が50m3未満の場合は1工種1回以上。または
生コンクリート工場（県共通仕様書１編3章3節「工場の選
定」に適合する工場）の品質証明書等のみとすることがで
きる。
また、小規模工種で1工種当りの総使用量が50㎥以上の場
合は、50㎥ごとに1回の試験を行う。
・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン含
有率試験方法」（JSCE-C502-2023,503-2023）または設計
図書の規定により行う。
・用心鉄筋等を有さない無筋構造物の場合は省略できる。

JIS A 1101 ・荷卸し時
無筋コンクリートについては、1回
／日、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。鉄筋コンクリート
については、１日当たりコンク
リート種別ごとの使用量によら
ず、2回／日（午前１回、午後１
回）、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。ただし、道路橋鉄
筋コンクリート床版にレディーミ
クストコンクリートを用いる場合
は原則として全運搬車測定を行
う。
・道路橋床版の場合、全運搬車試
験を行うが、スランプ試験の結果
が安定し良好な場合はその後スラ
ンプ試験の頻度について監督職員
と協議し低減することができる。

JIS A 1101 ・荷卸し時
無筋コンクリートについては、1回
／日、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。鉄筋コンクリート
については、１日当たりコンク
リート種別ごとの使用量によら
ず、2回／日（午前１回、午後１
回）、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。ただし、道路橋鉄
筋コンクリート床版にレディーミ
クストコンクリートを用いる場合
は原則として全運搬車測定を行
う。
・道路橋床版の場合、全運搬車試
験を行うが、スランプ試験の結果
が安定し良好な場合はその後スラ
ンプ試験の頻度について監督職員
と協議し低減することができる。

JIS A 1108 ・荷卸し時
無筋コンクリートについては、1回
／日、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。鉄筋コンクリート
については、１日当たりコンク
リート種別ごとの使用量によら
ず、2回／日（午前１回、午後１
回）、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。なお、テストピー
スは打設場所で採取し、1回につき
6本（σ7･･･3本、σ28･･･3本）と
する。（早強セメントを使用する
場合には、必要に応じてσ3･･･3本
についても採取する。）

JIS A 1108 ・荷卸し時または、工事出荷時に
運搬車から採取した試料
無筋コンクリートについては、1回
／日、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。鉄筋コンクリート
については、１日当たりコンク
リート種別ごとの使用量によら
ず、2回／日（午前１回、午後１
回）、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。なお、テストピー
スは打設場所で採取し、1回につき
6本（σ7･･･3本、σ28･･･3本）と
する。（早強セメントを使用する
場合には、必要に応じてσ3･･･3本
についても採取する。）

JIS A 1116
JIS A 1118
JIS A 1128

・荷卸し時
無筋コンクリートについては、1回
／日、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。鉄筋コンクリート
については、１日当たりコンク
リート種別ごとの使用量によら
ず、2回／日（午前１回、午後１
回）、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。

JIS A 1116
JIS A 1118
JIS A 1128

・荷卸し時
無筋コンクリートについては、1回
／日、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。鉄筋コンクリート
については、１日当たりコンク
リート種別ごとの使用量によら
ず、2回／日（午前１回、午後１
回）、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。

JIS A 1106 コンクリート舗装の場合に適用
し、打設日1日につき2回（午前・
午後）の割りで行う。なおテスト
ピースは打設場所で採取し、1回に
つき原則として3個とする。

小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1工
種1回以上。
またはレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書
１編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書
等のみとすることができる。
コンクリート舗装の場合には、曲げ強度試験を適用する。

JIS A 1106 コンクリート舗装の場合に適用
し、打設日1日につき2回（午前・
午後）の割りで行う。なおテスト
ピースは打設場所で採取し、1回に
つき原則として3個とする。

（削除）

スケールによる測定 本数
総延長
最大ひび割れ幅等

スケールによる測定 設計図書による。
「コンクリート構造物品質確保ガ
イド」参照

設計図書による。
「コンクリート構造物品質確保ガイド」参照
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」により施工完了時のひび割れ状況を調査する場合
は、ひび割れ調査の記録を同要領（案）で定める写真の提
出で代替することができる。

JSCE-G504-2013 鉄筋コンクリート擁壁及びカル
バート類については目地間、その
他の構造物については強度が同じ
ブロックを１構造物の単位とし、
各単位につき3箇所の調査を実施。
また、調査の結果、平均値が設計
基準強度を下回った場合と、1回の
試験結果が設計基準強度の85％以
下となった場合は、その箇所の周
辺において、再調査を5ヶ所実施。
材齢28日～91日の間に試験を行
う。

高さが、5m以上の鉄筋コンクリート擁壁、内空断面積が
25m2以上の鉄筋コンクリートカルバート類、橋梁上・下部
工及び高さが3m以上の堰・水門・樋門を対象。（ただしい
ずれの工種についてもプレキャスト製品及びプレストレス
トコンクリートは対象としない。）また、再調査の平均強
度が、所定の強度が得られない場合、もしくは１箇所の強
度が設計強度の85％を下回った場合は、コアによる強度試
験を行う。工期等により、基準期間内に調査を行えない場
合は監督職員と協議するものとする。
監督職員等の立会の頻度は３０％程度とする。

JSCE-G504-2013 鉄筋コンクリート擁壁及びカル
バート類については目地間、その
他の構造物については強度が同じ
ブロックを１構造物の単位とし、
各単位につき3箇所の調査を実施。
また、調査の結果、平均値が設計
基準強度を下回った場合と、1回の
試験結果が設計基準強度の85％以
下となった場合は、その箇所の周
辺において、再調査を5ヶ所実施。
材齢28日～91日の間に試験を行
う。

高さが、5m以上の鉄筋コンクリート擁壁、内空断面積が
25m2以上の鉄筋コンクリートカルバート類、橋梁上・下部
工及び高さが3m以上の堰・水門・樋門を対象。（ただしい
ずれの工種についてもプレキャスト製品及びプレストレス
トコンクリートは対象としない。）また、再調査の平均強
度が、所定の強度が得られない場合、もしくは１箇所の強
度が設計強度の85％を下回った場合は、コアによる強度試
験を行う。工期等により、基準期間内に調査を行えない場
合は監督職員と協議するものとする。

コンクリートの曲
げ強度試験（コン
クリート舗装の場
合、必須）

一回（供試体3本の平均値）の試験
結果は呼び強度の値の85%以上、か
つ3回の試験結果の平均値は指定し
た呼び強度以上。

施

工

必

須

１　セメント・
コンクリート
（転圧ｺﾝｸﾘー
ﾄ・ｺﾝｸﾘーﾄダ
ム・覆工ｺﾝｸﾘー
ﾄ・吹付けｺﾝｸ
ﾘーﾄを除く）

施

工

必

須

施

工

後

試

験

必

須

小規模工種（山口県施工管理基準5［3］ウ参照）で1工種

当りの総使用量が50m3未満の場合は1工種1回以上。または
生コンクリート工場（県共通仕様書１編3章3節「工場の選
定」に適合する工場）の品質証明書等のみとすることがで
きる。
また、小規模工種で1工種当りの総使用量が50㎥以上の場
合は、50㎥ごとに1回の試験を行う。
・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン含
有率試験方法」（JSCE-C502-2023,503-2023）または設計
図書の規定により行う。

小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1工
種1回以上。または生コンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。
・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン含
有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または設計
図書の規定により行う。

コンクリートの曲
げ強度試験（コン
クリート舗装の場
合、必須）

コンクリートの圧
縮強度試験

1回の試験結果は指定した呼び強度
の85％以上であること。
3回の試験結果の平均値は、指定し
た呼び強度以上であること。
（1回の試験結果は、3個の供試体の
試験値の平均値）

コンクリートの圧
縮強度試験

1回の試験結果は指定した呼び強度
の85％以上であること。
3回の試験結果の平均値は、指定し
た呼び強度以上であること。
（1回の試験結果は、3個の供試体の
試験値の平均値）

スランプ試験

１　セメント・
コンクリート
（転圧ｺﾝｸﾘー
ﾄ・ｺﾝｸﾘーﾄダ
ム・覆工ｺﾝｸﾘー
ﾄ・吹付けｺﾝｸ
ﾘーﾄを除く）

スランプ5㎝以上8㎝未満 ：許容差
±1.5㎝
スランプ8㎝以上18㎝以下：許容差
±2.5㎝
（コンクリート舗装の場合）
スランプ2.5cm：許容値±1.0㎝
（道路橋床版の場合)
スランプ8cmを標準とする。

空気量測定 ±1.5%（許容差） 空気量測定 ±1.5%（許容差）

施

工

後

試

験

ひび割れ調査 ひび割れ調査 設計図書による。
「コンクリート構造物品質確保ガイ
ド」参照

スランプ5㎝以上8㎝未満 ：許容差
±1.5㎝
スランプ8㎝以上18㎝以下：許容差
±2.5㎝
（コンクリート舗装の場合）
スランプ2.5cm：許容値±1.0㎝
（道路橋床版の場合)
スランプ8cmを標準とする。

一回（供試体3本の平均値）の試験
結果は呼び強度の値の85%以上、か
つ3回の試験結果の平均値は指定し
た呼び強度以上。

テストハンマーに
よる強度推定試験

塩化物総量規制 原則0.3㎏/m3以下

設計基準強度

必

須

スランプ試験

設計基準強度

設計図書による。

テストハンマーに
よる強度推定試験

塩化物総量規制 原則0.3㎏/m3以下
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工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

現行 新

規格値規格値 試験項目試験項目

「非破壊試験による
コンクリート構造物
中の配筋状態及びか
ぶり測定要領」

「非破壊試験によるコンクリート
構造物中の配筋状態及びかぶり測
定要領」

「非破壊試験によるコンクリート構造物中の配筋状態及び
かぶり測定要領」

「微破壊・非破壊試
験によるコンクリー
ト構造物の強度測定
要領」

「微破壊・非破壊試験によるコン
クリート構造物の強度測定要領」

「微破壊・非破壊試験によるコンクリート構造物の強度測
定要領」

JIS A 1121
JIS A 5005

１回/年以上及び産地が変わった場
合。

○

JIS A 1121
JIS A 5005

１回以上/12か月及び産地が変わっ
た場合。

○

JIS A 1105 １回/月以上及び産地が変わった場
合。

濃い場合は、JIS A 1142「有機不純物を含む細骨材のﾓﾙﾀﾙ
圧縮強度による試験方法」による。

○

JIS A 1105 １回以上/12か月及び産地が変わっ
た場合。

濃い場合は、JIS A 1142「有機不純物を含む細骨材のﾓﾙﾀﾙ
圧縮強度による試験方法」による。

○

JIS A 1122
JIS A 5005

砂、砂利：
製作開始前、1回／6ヶ月以上及び
産地が変わった場合。
砕砂、砕石：
製作開始前、1回／年以上及び産地
が変わった場合。

○

JIS A 1122
JIS A 5005

砂、砂利：
製作開始前、1回以上/12か月及び
産地が変わった場合。
砕砂、砕石：
製作開始前、1回以上/12か月及び
産地が変わった場合。

○

上水道水及び上水道
水以外の水の場合：
JIS A 5308附属書C

１回/年以上及び水質が変わった場
合。

上水道を使用してる場合は試験に換え、上水道を使用して
ることを示す資料による確認を行う。

○

上水道水及び上水道
水以外の水の場合：
JIS A 5308附属書JC

１回以上/12か月及び水質が変わっ
た場合。

上水道を使用してる場合は試験に換え、上水道を使用して
ることを示す資料による確認を行う。

○

舗装調査・試験法便
覧[4]-256
砂置換法(JIS A
1214)

砂置換法は、最大粒
径が53mm以下の場合
のみ適用できる。

1,000m2につき１回割で行う。ただ

し、施工面積が1,000m2以下の場合
は１工事当たり１回以上。

・締固め度は、個々の測定値が最大乾燥密度の93％以上を
満足するものとし、かつ平均値について以下を満足するも
のとする。
・締固め度は、10回の測定値の平均値X10が規格値を満足
するものとする。また、10回の測定値が得がたい場合は3
回の測定値の平均値X3が規格値を満足するものとするが、
X3が規格値をはずれた場合は、さらに3回のデータを加え
た平均値X6が規格値を満足していればよい。

舗装調査・試験法便
覧[4]-256
砂置換法(JIS A
1214)

砂置換法は、最大粒
径が53mm以下の場合
のみ適用できる。

1,000m2につき１孔の割合で行う。

ただし、施工面積が3,000m2以下の
場合（維持工事は除く）は１工事
当たり3孔以上。

・締固め度は、個々の測定値が最大乾燥密度の93％以上を
満足するものとし、かつ平均値について以下を満足するも
のとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足
するものとする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3
孔の測定値の平均値X3が規格値を満足するものとするが、
X3が規格値をはずれた場合は、さらに3孔のデータを加え
た平均値X6が規格値を満足していればよい。

舗装調査・試験法便
覧[4]-288

随時下層路盤仕上げ後、全幅全区
間について実施する。

・確認試験である。
・ただし、荷重車については、施工時に用いた転圧機械と
同等以上の締固効果を持つローラやトラック等を用いるも
のとする。

舗装調査・試験法便
覧[4]-288

全幅全区間について実施する。 ・荷重車については、施工時に用いた転圧機械と同等以上
の締固効果を持つローラやトラック等を用いるものとす
る。

そ

の

他

JIS A 1215 1,000m2につき2回の割合で行う。 ・確認試験である。
・セメントコンクリートの路盤に適用する。

そ

の

他

JIS A 1215 1,000m2につき2回の割合で行う。 ・セメントコンクリートの路盤に適用する。

材

料

必

須

舗装調査・試験法便
覧[4]-80

工事開始前、材料変更時 ・MS:粒度調整鉄鋼スラグ及びHMS：水硬性粒度調整鉄鋼ス
ラグに適用する。

○

材

料

必

須

舗装調査・試験法便
覧[4]-80

工事開始前、材料変更時 ・MS:粒度調整鉄鋼スラグ及びHMS：水硬性粒度調整鉄鋼ス
ラグに適用する。

○

施

工

必

須

舗装調査・試験法便
覧[4]-256
砂置換法(JIS A
1214)

砂置換法は、最大粒
径が53mm以下の場合
のみ適用できる。

1,000m2につき１回割で行う。ただ

し、施工面積が1,000m2以下の場合
は１工事当たり１回以上。

・締固め度は、個々の測定値が最大乾燥密度の93％以上を
満足するものとし、かつ平均値について以下を満足するも
のとする。
・締固め度は、10回の測定値の平均値X10が規格値を満足
するものとする。また、10回の測定値が得がたい場合は3
回の測定値の平均値X3が規格値を満足するものとするが、
X3が規格値をはずれた場合は、さらに3回のデータを加え
た平均値X6が規格値を満足していればよい。

施

工

必

須

舗装調査・試験法便
覧[4]-256
砂置換法(JIS A
1214)

砂置換法は、最大粒
径が53mm以下の場合
のみ適用できる。

1,000m2につき１孔の割合で行う。

ただし、施工面積が3,000m2以下の
場合（維持工事は除く）は１工事
当たり3孔以上。

・締固め度は、個々の測定値が最大乾燥密度の93％以上を
満足するものとし、かつ平均値について以下を満足するも
のとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足
するものとする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3
孔の測定値の平均値X3が規格値を満足するものとするが、
X3が規格値をはずれた場合は、さらに3孔のデータを加え
た平均値X6が規格値を満足していればよい。

施

工

現場密度の測定 最大乾燥密度の93%以上
X10 95%以上
X6 96%以上
X3 97%以上
歩道箇所：設計図書による。

平板載荷試験 設計図書による。

最大乾燥密度の93%以上
X10 95%以上
X6 96%以上
X3 97%以上
歩道箇所：設計図書による。

7　下層路盤

プルーフローリン
グ

7　下層路盤 現場密度の測定

平板載荷試験

鉄鋼スラグの水浸
膨張性試験

設計図書による。

施

工

必

須

8　上層路盤

プルーフローリン
グ

１　セメント・
コンクリート
（転圧ｺﾝｸﾘー
ﾄ・ｺﾝｸﾘーﾄダ
ム・覆工ｺﾝｸﾘー
ﾄ・吹付けｺﾝｸ
ﾘーﾄを除く）

施

工

後

試

験

そ

の

他

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200mg/Lppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

細骨材：10%以下
粗骨材：12%以下

鉄鋼スラグの水浸
膨張性試験

1.0%以下

硫酸ナトリウムに
よる骨材の安定性
試験

１　セメント・
コンクリート
（転圧ｺﾝｸﾘー
ﾄ・ｺﾝｸﾘーﾄダ
ム・覆工ｺﾝｸﾘー
ﾄ・吹付けｺﾝｸ
ﾘーﾄを除く）

標準色より淡いこと。濃い場合でも
圧縮強度が90%以上の場合は使用で
きる。

必

須

JIS A 5364
JIS A 5308

1.5%以下

砂の有機不純物試
験

そ

の

他

材

料

材

料

粗骨材のすりへり
試験

練混ぜ水の水質試
験

硫酸ナトリウムに
よる骨材の安定性
試験

細骨材：10%以下
粗骨材：12%以下

JIS A 5364
JIS A 5308

標準色より淡いこと。濃い場合でも
圧縮強度が90%以上の場合は使用で
きる。

4 プレキャスト
コンクリート
製品（その他）

4 プレキャスト
コンクリート
製品（その他）

そ

の

他

そ

の

他

配筋状態及びかぶ
り

「非破壊試験によるコンクリート構
造物中の配筋状態及びかぶり測定要
領」

強度測定

施

工

後

試

験

「微破壊・非破壊試験によるコンク
リート構造物の強度測定要領」

練混ぜ水の水質試
験

粗骨材のすりへり
試験

砂の有機不純物試
験

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200ppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

現場密度の測定 最大乾燥密度の93%以上
X10 95%以上
X6 95.5%以上
X3 96.5%以上

現場密度の測定 最大乾燥密度の93%以上
X10 95%以上
X6 95.5%以上
X3 96.5%以上

8　上層路盤
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工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

現行 新

規格値規格値 試験項目試験項目

10　セメント安
定処理路盤

施

工

必

須

舗装調査・試験法便
覧[4]-256
砂置換法(JIS A
1214)

砂置換法は、最大粒
径が53mm以下の場合
のみ適用できる。

1,000m2につき１回割で行う。ただ

し、施工面積が1,000m2以下の場合
は１工事当たり１回以上。

・締固め度は、10回の測定値の平均値X10が規格値を満足
しなければならない。また、10回の測定値が得がたい場合
は3回の測定値の平均値X3が規格値を満足していなければ
ならないが、X3が規格値をはずれた場合は、さらに3回の
データを加えた平均値X6が規格値を満足していればよい。

10　セメント安
定処理路盤

施

工

必

須

舗装調査・試験法便
覧[4]-256
砂置換法(JIS A
1214)

砂置換法は、最大粒
径が53mm以下の場合
のみ適用できる。

1,000m2につき１孔の割合で行う。

ただし、施工面積が3,000m2以下の
場合（維持工事は除く）は１工事
当たり3孔以上。

・締固め度は、個々の測定値が最大乾燥密度の93％以上を
満足するものとし、かつ平均値について以下を満足するも
のとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足
しなければならない。また、10孔の測定値が得がたい場合
は3孔の測定値の平均値X3が規格値を満足していなければ
ならないが、X3が規格値をはずれた場合は、さらに3孔の
データを加えた平均値X6が規格値を満足していればよい。

JIS A 1110 工事開始前、材料変更時

○

JIS A 1110 工事開始前、材料変更時

○

JIS A 1126 工事開始前、材料変更時

○

JIS A 1126 工事開始前、材料変更時 観察で問題なければ省略できる。

○

JIS A 5308の附属書2 工事開始前、材料変更時

○

上水道水及び上水道
水以外の水の場合：
JIS A 5308附属書C

工事開始前、工事中１回/年以上及
び水質が変わった場合。

上水道を使用している場合は試験に換え、上水道を使用し
ていることを示す資料による確認を行う。

○

上水道水及び上水道
水以外の水の場合：
JIS A 5308附属書JC

工事開始前、工事中１回以上/12か
月及び水質が変わった場合。

上水道を使用している場合は試験に換え、上水道を使用し
ていることを示す資料による確認を行う。

○

回収水の場合：
JIS A 5308附属書C

工事開始前、工事中１回／年以上
及び水質が変わった場合。
スラッジ水の濃度は１回／日

その原水は上水道水及び上水道水以外の水の規定に適合し
なければならない。

○

回収水の場合：
JIS A 5308附属書JC

工事開始前、工事中１回以上/12か
月及び水質が変わった場合。
スラッジ水の濃度は１回／日

その原水は上水道水及び上水道水以外の水の規定に適合し
なければならない。

○

バッチミキサの場
合：
　JIS A 1119
　JIS A 8603-1
　JIS A 8603-2

○

バッチミキサの場
合：
　JIS A 1119
　JIS A 8603-1
　JIS A 8603-2

○

連続ミキサの場合：
　土木学会規準
JSCE-I 502-2013

○

連続ミキサの場合：
　土木学会規準
JSCE-I 502-2013

○

そ

の

他

材

料

そ

の

他

製

造
（

プ

ラ

ン

ト
）

12　転圧コンク
リート

粗骨材中の軟石量
試験

練混ぜ水の水質試
験

塩化物イオン量：200ppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

ミキサの練混ぜ性
能試験

コンクリートの練混ぜ量
公称容量の場合
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下
　圧縮強度の偏差率：7.5％以下
　コンクリート内空気量の偏差率：
10％以下
　コンシステンシー（スランプ）の
偏差率：15％以下
公称容量の1/2の場合：
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下

製

造
（

プ

ラ

ン

ト
）

そ

の

他

12　転圧コンク
リート

材

料

そ

の

他

骨材中の比重1.95
の液体に浮く粒子
の試験

0.5%以下

（削除）

（削除）

工事開始前及び工事中１回/年以
上。

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月。

軟石量：5%以下

（削除）

現場密度の測定 最大乾燥密度の93％以上。
X10　95%以上
X6 　95.5%以上
X3　 96.5%以上
歩道箇所：設計図書による。

材

料

そ

の

他

塩化物イオン量：200mg/L以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

基準密度の94%以上。
X10　96%以上
X6 　96%以上
X3　 96.5%以上
歩道箇所：設計図書による。

最大乾燥密度の93％以上。
X10　95%以上
X6 　95.5%以上
X3　 96.5%以上
歩道箇所：設計図書による。

SS

　表乾密度：2.45g/cm3以上
　吸水率　：3.0%以下

ミキサの練混ぜ性
能試験

コンクリートの練混ぜ量
公称容量の場合
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下
　圧縮強度の偏差率：7.5％以下
　コンクリート内空気量の偏差率：
10％以下
　コンシステンシー（スランプ）の
偏差率：15％以下
公称容量の1/2の場合：
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下

現場密度の測定

製鋼スラグの密度
及び吸水率試験

現場密度の測定 舗装調査・試験法便覧
[3]-218

総使用量が50m3未満の場合は1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。

コンクリート中のモルタル単位容積
質量差：0.8％以下
コンクリート中の単位粗骨材量の
差：5％以下
圧縮強度差：7.5％以下
空気量差：1％以下
スランプ差：3㎝以下

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200mg/L以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢７及び
28日で90％以上

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200ppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢７及び
28日で90％以上

練混ぜ水の水質試
験

小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1工
種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。

コンクリート中のモルタル単位容積
質量差：0.8％以下
コンクリート中の単位粗骨材量の
差：5％以下
圧縮強度差：7.5％以下
空気量差：1％以下
スランプ差：3㎝以下

11　アスファル
ト舗装

現場密度の測定 舗装調査・試験法便覧
[3]-218

基準密度の94%以上。
X10　96%以上
X6 　96%以上
X3　 96.5%以上
歩道箇所：設計図書による。

1,000m2につき１回割で行う。ただ

し、施工面積が1,000m2以下の場合
は１工事当たり１回以上。

粗骨材中の軟石量
試験

軟石量：5%以下

舗

設

現

場

必

須

舗

設

現

場

必

須

製鋼スラグの比重
及び吸水率試験

SS

　表乾密度：2.45g/cm3以上
　吸水率　：3.0%以下

材

料

そ

の

他

1,000m2につき１孔の割合で行う。

ただし、施工面積が3,000m2以下の
場合（維持工事は除く）は１工事
当たり3孔以上。

・締固め度は、個々の測定値が最大乾燥密度の94％以上を
満足するものとし、かつ平均値について以下を満足するも
のとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足
しなければならない。また、10孔の測定値が得がたい場合
は3孔の測定値の平均値X3が規格値を満足していなければ
ならないが、X3が規格値をはずれた場合は、さらに3孔の
データを加えた平均値X6が規格値を満足していればよい。

11　アスファル
ト舗装

・締固め度は、個々の測定値が基準密度の94％以上を満足するも
のとし、かつ平均値について以下を満足するものとする。・締固
め度は、10個の測定値の平均値X10が規格値を満足するものとす
る。また、10個の測定値が得がたい場合は3個の測定値の平均値X3
が規格値を満足するものとするが、X3が規格値をはずれた場合
は、さらに3個のデータを加えた平均値X6が規格値を満足していれ
ばよい。
・橋面舗装はコア採取しないでAs合材量（プラント出荷数量）と
舗設面積及び厚さでの密度管理、または転圧回数による管理を行
う。
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工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

現行 新

規格値規格値 試験項目試験項目

13　グースアス
ファルト舗装

材

料

そ

の

他

JIS A 1126 工事開始前、材料変更時

○

13　グースアス
ファルト舗装

材

料

そ

の

他

必

須

舗装調査・試験法便
覧[4]-288

路床仕上げ後、全幅,全区間で実施
する。

・確認試験である。
・荷重車については、施工時に用いた転圧機械と同等以上
の締固効果を持つローラやトラック等を用いるものとす
る。

必

須

舗装調査・試験法便
覧[4]-288

路床仕上げ後、全幅,全区間で実施
する。

・荷重車については、施工時に用いた転圧機械と同等以上
の締固効果を持つローラやトラック等を用いるものとす
る。

JIS A 1215 延長40mにつき1箇所の割で行う。 ・確認試験である。
・セメントコンクリートの路床に適用する。

JIS A 1215 延長40mにつき1箇所の割で行う。 ・セメントコンクリートの路床に適用する。

JIS A 1222 各車線ごとに延長40mにつき1回の
割で行う。

確認試験である。 JIS A 1222 各車線ごとに延長40mにつき1回の
割で行う。

JIS A 1203 降雨後または含水比の変化が認め
られたとき。

確認試験である。 JIS A 1203 500㎥につき１回の割合で行う。た
だし、1,500㎥未満の工事は１工事
当たり3回以上。

舗装調査・試験法便
覧[1]-284
（ﾍﾞﾝｹﾞﾙﾏﾝﾋﾞｰﾑ）

ﾌﾟﾙｰﾌﾛｰﾘﾝｸﾞでの不良個所について
実施

確認試験である。 舗装調査・試験法便
覧[1]-284
（ﾍﾞﾝｹﾞﾙﾏﾝﾋﾞｰﾑ）

ﾌﾟﾙｰﾌﾛｰﾘﾝｸﾞでの不良個所について
実施

必

須

舗装調査・試験法便
覧[4]-288

路床仕上げ後、全幅,全区間で実施
する。

・確認試験である。
・但し、荷重車については、施工時に用いた転圧機械と同
等以上の締固め効果を持つローラやトラック等を用いるも
のとする。

必

須

舗装調査・試験法便
覧[4]-288

路床仕上げ後、全幅,全区間で実施
する。

・但し、荷重車については、施工時に用いた転圧機械と同
等以上の締固め効果を持つローラやトラック等を用いるも
のとする。

そ

の

他

JIS A 1203 降雨後または含水比の変化が認め
られたとき。

そ

の

他

JIS A 1203 500㎥につき１回の割合で行う。た
だし、1,500㎥未満の工事は１工事
当たり3回以上。

JIS A 1105 工事開始前、工事中１回/年以上及
び産地が変わった場合。

濃い場合は、JIS A 1142「有機不純物を含む細骨材のモル
タル圧縮強度による試験方法」による。

○

JIS A 1105 工事開始前、工事中１回以上/12か
月及び産地が変わった場合。

濃い場合は、JIS A 1142「有機不純物を含む細骨材のモル
タル圧縮強度による試験方法」による。

○

JIS A 1147 工事開始前、工事中１回/年以上及
び産地が変わった場合。

スラグ細骨材、高炉スラグ粗骨材には適用しない。

○

JIS A 1122
JIS A 5005

砂、砂利：工事開始前、工事中1回
／6ヶ月以上及び産地が変わった場
合。
砕砂、砕石：工事開始前、工事中1
回／年以上及び産地が変わった場
合。

寒冷地で凍結のおそれのある地点に適用する。

○

JIS A 1122
JIS A 5005

砂、砂利：工事開始前、工事中1回
以上/12か月及び産地が変わった場
合。
砕砂、砕石：工事開始前、工事中1
回以上/12か月及び産地が変わった
場合。

寒冷地で凍結のおそれのある地点に適用する。

○

上水道水及び上水道
水以外の水の場合：
JIS A 5308附属書C

工事開始前及び工事中１回/年以上
及び水質が変わった場合。

上水道を使用している場合は試験に換え、上水道を使用し
ていることを示す資料による確認を行う。

○

上水道水及び上水道
水以外の水の場合：
JIS A 5308附属書JC

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月及び水質が変わった場合。

上水道を使用している場合は試験に換え、上水道を使用し
ていることを示す資料による確認を行う。

○

回収水の場合：
JIS A 5308附属書C

工事開始前、工事中１回／年以上
及び水質が変わった場合。
スラッジ水の濃度は１回／日

その原水は、上水道水及び上水道水以外の水の規定に適合
しなければならない。

○

回収水の場合：
JIS A 5308附属書JC

工事開始前、工事中１回以上/12か
月及び水質が変わった場合。
スラッジ水の濃度は１回／日

その原水は、上水道水及び上水道水以外の水の規定に適合
しなければならない。

○

工事開始前、工事中１回/６ヶ月以
上

・レディーミクストコンクリートの場合、印字記録により
確認を行う。

○

工事開始前、工事中１回/６ヶ月以
上

・レディーミクストコンクリートの場合、印字記録により
確認を行う。
・急結剤は適用外

○

バッチミキサの場
合：
　JIS A 1119
　JIS A 8603-1
　JIS A 8603-2

工事開始前及び工事中１回/年以
上。

バッチミキサの場
合：
　JIS A 1119
　JIS A 8603-1
　JIS A 8603-2

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月。

連続ミキサの場合：
　土木学会規準
JSCE-I 502-2013

工事開始前及び工事中１回/年以
上。

連続ミキサの場合：
　土木学会規準
JSCE-I 502-2013

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月。

そ

の

他

平板載荷試験

現場CBR試験 設計図書による。

含水比試験 設計図書による。

たわみ量 設計図書による。

14　路床安定処
理工

施

工

平板載荷試験

現場CBR試験

たわみ量

含水比試験 設計図書による。

設計図書による。

14　路床安定処
理工

施

工

そ

の

他

・小規模工種（山口県施工管理基準5［3］ウ参照）で1工
種当りの総使用量が50㎥未満の場合は1工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。

練混ぜ水の水質試
験

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200mg/L以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

塩化物イオン量：200mg/L以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

硫酸ナトリウムに
よる骨材の安定性
試験

プルーフローリン
グ

細骨材：10%以下
粗骨材：12%以下

設計図書による。

（削除）

コンクリート中のモルタル単位容積
質量差：0.8％以下
コンクリート中の単位粗骨材量の
差：5％以下
圧縮強度差：7.5％以下
空気量差：1％以下
スランプ差：3㎝以下

標準色より淡いこと。濃い場合でも
圧縮強度が90%以上の場合は使用で
きる。

プルーフローリン
グ

ミキサの練混ぜ性
能試験

コンクリートの練混ぜ量
公称容量の場合
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下
　圧縮強度の偏差率：7.5％以下
　コンクリート内空気量の偏差率：
10％以下
　コンシステンシー（スランプ）の
偏差率：15％以下
公称容量の1/2の場合：
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下

砂の有機不純物試
験

（削除）

計量設備の計量精
度

プルーフローリン
グ

設計図書による。

骨材中の比重1.95
の液体に浮く粒子
の試験

細骨材：　コンクリートの外観が重
要な場合0.5%以下　その他の場合
1.0%以下
粗骨材：　コンクリートの外観が重
要な場合0.5%以下　その他の場合
1.0%以下

標準色より淡いこと。濃い場合でも
圧縮強度が90%以上の場合は使用で
きる。

砂の有機不純物試
験

粗骨材中の軟石量
試験

プルーフローリン
グ

軟石量：5%以下

細骨材：10%以下
粗骨材：12%以下

練混ぜ水の水質試
験

含水比試験 設計図書による。 含水比試験

コンクリート中のモルタル単位容積
質量差：0.8％以下
コンクリート中の単位粗骨材量の
差：5％以下
圧縮強度差：7.5％以下
空気量差：1％以下
スランプ差：3㎝以下

硫酸ナトリウムに
よる骨材の安定性
試験

材

料

ミキサの練混ぜ性
能試験

コンクリートの練混ぜ量
公称容量の場合
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下
　圧縮強度の偏差率：7.5％以下
　コンクリート内空気量の偏差率：
10％以下
　コンシステンシー（スランプ）の
偏差率：15％以下
公称容量の1/2の場合：
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下

・小規模工種で1工種当りの総使用量が50㎥未満の場合は1
工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。

計量設備の計量精
度

水：±1％以内
セメント：±1％以内
骨材　：±3％以内
混和材：±2％以内
（高炉スラグ微粉末の場合は±1％
以内）
混和剤：±3％以内

15　表層安定処
理工（表層混合
処理）

施

工

15　表層安定処
理工（表層混合
処理）

施

工

材

料

そ

の

他

そ

の

他

19　吹付工

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200ppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

塩化物イオン量：200ppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

そ

の

他

製

造
（

プ

ラ

ン

ト
）

そ

の

他

製

造
（

プ

ラ

ン

ト
）

水：±1％以内
セメント：±1％以内
骨材　：±3％以内
混和材：±2％以内
（高炉スラグ微粉末の場合は±1％
以内）
混和剤：±3％以内

19　吹付工
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工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

現行 新

規格値規格値 試験項目試験項目

必

須

JIS A 1107
JIS A 1108
土木学会規準JSCE-
F561-2013

吹付1日につき1回行う。
なお、テストピースは現場に配置
された型枠に工事で使用するのと
同じコンクリート（モルタル）を
吹付け、現場で28日養生し、直径
50㎜のコアーを切取りキャッピン
グを行う。原則として1回に3本と
する。

小規模工種で1工種当りの総使用量が50㎥未満の場合は1工
種1回以上。またレディーミクストコンクリート工場（県
共通仕様書１編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の
品質証明書等のみとすることができる。

必

須

JIS A 1107
JIS A 1108
土木学会規準JSCE-
F561-2023

吹付1日につき1回行う。
なお、テストピースは現場に配置
された型枠に工事で使用するのと
同じコンクリート（モルタル）を
吹付け、現場で28日養生し、直径
50㎜のコアーを切取りキャッピン
グを行う。原則として1回に3本と
する。

・小規模工種（山口県施工管理基準5［3］ウ参照）で1工
種当りの総使用量が50㎥未満の場合は1工種1回以上。また
レディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１編3
章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等の
みとすることができる。また、小規模工種で1工種当りの
総使用量が50㎥以上の場合は、50㎥ごとに1回の試験を行
う。

平成元年９月１３日
付け監理第８０２号
「コンクリートの耐
久性向上施策につい
て」による。
共通仕様書の添付資
料を参照。

コンクリートの打設が午前と午後
にまたがる場合は、午前に１回コ
ンクリート打設前に行い、その試
験結果が塩化物総量の規制値の1/2
以下の場合は、午後の試験を省略
することができる。（１試験の測
定回数は3回とする）試験の判定は
3回の測定値の平均値。

・小規模工種で1工種当りの総使用量が50㎥未満の場合は1
工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。
・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン含
有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）を監督員と
協議の上また、特記仕様書の規定により行う。

平成元年９月１３日
付け監理第８０２号
「コンクリートの耐
久性向上施策につい
て」による。
共通仕様書の添付資
料を参照。

コンクリートの打設が午前と午後
にまたがる場合は、午前に１回コ
ンクリート打設前に行い、その試
験結果が塩化物総量の規制値の1/2
以下の場合は、午後の試験を省略
することができる。（１試験の測
定回数は3回とする）試験の判定は
3回の測定値の平均値。

・小規模工種（山口県施工管理基準5［3］ウ参照）で1工
種当りの総使用量が50㎥未満の場合は1工種1回以上。また
レディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１編3
章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等の
みとすることができる。また、小規模工種で1工種当りの
総使用量が50㎥以上の場合は、50㎥ごとに1回の試験を行
う。
・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン含
有率試験方法」（JSCE-C502-2023,503-2023）を監督員と
協議の上また、特記仕様書の規定により行う。

JIS A 1101 ・荷卸し時
1回／日以上、構造物の重要度と工
事の規模に応じて20m3～150m3ごと
に1回、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。

JIS A 1101 ・荷卸し時
1回／日以上、構造物の重要度と工
事の規模に応じて20m3～150m3ごと
に1回、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。

JIS A 1116
JIS A 1118
JIS A 1128

・荷卸し時
1回／日以上、構造物の重要度と工
事の規模に応じて20m3～150m3ごと
に1回、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。

JIS A 1116
JIS A 1118
JIS A 1128

・荷卸し時
1回／日以上、構造物の重要度と工
事の規模に応じて20m3～150m3ごと
に1回、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。

JIS A 1105 工事開始前、工事中１回/年以上及
び産地が変わった場合。

濃い場合は、JIS A 1142「有機不純物を含む細骨材のモル
タル圧縮強度による試験方法」による。

○

JIS A 1105 工事開始前、工事中１回以上/12か
月及び産地が変わった場合。

濃い場合は、JIS A 1142「有機不純物を含む細骨材のモル
タル圧縮強度による試験方法」による。

○

JIS A 5308の附属書2 工事開始前、工事中１回/年以上及
び産地が変わった場合。

スラグ細骨材、高炉スラグ粗骨材には適用しない。

○

JIS A 1122
JIS A 5005

砂、砂利：工事開始前、工事中1回
／6ヶ月以上及び産地が変わった場
合。
砕砂、砕石：工事開始前、工事中1
回／年以上及び産地が変わった場
合。

寒冷地で凍結のおそれのある地点に適用する。

○

JIS A 1122
JIS A 5005

砂、砂利：工事開始前、工事中1回
以上/12か月及び産地が変わった場
合。
砕砂、砕石：工事開始前、工事中1
回以上/12か月及び産地が変わった
場合。

寒冷地で凍結のおそれのある地点に適用する。

○

上水道水及び上水
道水以外の水の場
合：
JIS A 5308附属書C

工事開始前及び工事中１回/年以上
及び水質が変わった場合。

上水道を使用している場合は試験に換え、上水道を使用し
ていることを示す資料による確認を行う。

○

上水道水及び上水
道水以外の水の場
合：
JIS A 5308附属書JC

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月及び水質が変わった場合。

上水道を使用している場合は試験に換え、上水道を使用し
ていることを示す資料による確認を行う。

○

回収水の場合：
JIS A 5308附属書C

工事開始前及び工事中１回/年以上
及び水質が変わった場合。
スラッジ水の濃度は１回／日

その原水は、上水道水及び上水道水以外の水の規定に適合
しなければならない。

○

回収水の場合：
JIS A 5308附属書JC

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月及び水質が変わった場合。
スラッジ水の濃度は１回／日

その原水は、上水道水及び上水道水以外の水の規定に適合
しなければならない。

○

バッチミキサの場
合：
　JIS A 1119
　JIS A 8603-1
  JIS A 8603-2

工事開始前及び工事中１回/年以
上。

・小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1
工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。

○

バッチミキサの場
合：
　JIS A 1119
　JIS A 8603-1
  JIS A 8603-2

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月。

○

連続ミキサの場合：
　土木学会規準
JSCE-I 502-2013

工事開始前及び工事中１回/年以
上。

・レディーミクストコンクリートの場合、印字記録により
確認を行う。

・小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1
工種1回以上。また生コンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。

○

連続ミキサの場合：
　土木学会規準
JSCE-I 502-2013

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月。

○
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ミキサの練混ぜ性
能試験

コンクリートの練混ぜ量
公称容量の場合
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下
　圧縮強度の偏差率：7.5％以下
　コンクリート内空気量の偏差率：
10％以下
　コンシステンシー（スランプ）の
偏差率：15％以下
公称容量の1/2の場合：
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下

標準色より淡いこと。濃い場合でも
圧縮強度が90%以上の場合は使用で
きる。

（削除）

・小規模工種（山口県施工管理基準5［3］ウ参照）で1工
種当りの総使用量が50㎥未満の場合は1工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。

そ

の

他

コンクリート中のモルタル単位容積
質量差：0.8％以下
コンクリート中の単位粗骨材量の
差：5％以下
圧縮強度差：7.5％以下
空気量差：1％以下
スランプ差：3㎝以下

コンクリートの圧
縮強度試験

3本の強度の平均値が材令28日で設
計強度以上とする。

硫酸ナトリウムに
よる骨材の安定性
試験

細骨材：10%以下
粗骨材：12%以下

練混ぜ水の水質試
験

・小規模工種（山口県施工管理基準5［3］ウ参照）で1工
種当りの総使用量が50㎥未満の場合は1工種1回以上。また
レディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１編3
章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等の
みとすることができる。また、小規模工種で1工種当りの
総使用量が50㎥以上の場合は、50㎥ごとに1回の試験を行
う。

塩化物イオン量：200mg/L以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

ｽﾗﾝﾌﾟ5㎝以上8㎝未満 ：許容差±
1.5㎝
ｽﾗﾝﾌﾟ8㎝以上18㎝以下：許容差±
2.5㎝

スランプ試験
（モルタル除く）

砂の有機不純物試
験

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200mg/L以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

細骨材：10%以下
粗骨材：12%以下

練混ぜ水の水質試
験

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200ppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

塩化物イオン量：200ppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

コンクリートの圧
縮強度試験

3本の強度の平均値が材令28日で設
計強度以上とする。

硫酸ナトリウムに
よる骨材の安定性
試験

細骨材：　コンクリートの外観が重
要な場合0.5%以下　その他の場合
1.0%以下
粗骨材：　コンクリートの外観が重
要な場合0.5%以下　その他の場合
1.0%以下

原則0.3㎏/m3以下

空気量測定

砂の有機不純物試
験

標準色より淡いこと。濃い場合でも
圧縮強度が90%以上の場合は使用で
きる。

骨材中の比重1.95
の液体に浮く粒子
の試験

施

工

塩化物総量規制

±1.5%（許容差） ±1.5%（許容差）空気量測定

そ

の

他

施

工

そ

の

他

スランプ試験
（モルタル除く）

ｽﾗﾝﾌﾟ5㎝以上8㎝未満 ：許容差±
1.5㎝
ｽﾗﾝﾌﾟ8㎝以上18㎝以下：許容差±
2.5㎝

塩化物総量規制 原則0.3㎏/m3以下

ミキサの練混ぜ性
能試験

コンクリートの練混ぜ量
公称容量の場合
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下
　圧縮強度の偏差率：7.5％以下
　コンクリート内空気量の偏差率：
10％以下
　コンシステンシー（スランプ）の
偏差率：15％以下
公称容量の1/2の場合：
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下

19　吹付工 19　吹付工

20　現場吹付法
枠工

20　現場吹付法
枠工

小規模工種で1工種当りの総使用量が50㎥未満の場合は1工
種1回以上。またレディーミクストコンクリート工場（県
共通仕様書１編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の
品質証明書等のみとすることができる。

コンクリート中のモルタル単位容積
質量差：0.8％以下
コンクリート中の単位粗骨材量の
差：5％以下
圧縮強度差：7.5％以下
空気量差：1％以下
スランプ差：3㎝以下

 45



工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

現行 新

規格値規格値 試験項目試験項目

必

須

JIS A 1107
JIS A 1108
土木学会規準JSCE-
F561-2013

1回６本　吹付1日につき1回行う。
なお、テストピースは現場に配置
された型枠に工事で使用するのと
同じコンクリート（モルタル）を
吹付け、現場で7日間及び28日間放
置後、φ5㎝のコアーを切り取り
キャッピングを行う。1回に６本
（σ7…3本、σ28…3本、）とす
る。

・参考値：18N/mm2以上（材令28日）
・小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1
工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。

施

工

必

須

JIS A 1107
JIS A 1108
土木学会規準JSCE-
F561-2023

1回６本　吹付1日につき1回行う。
なお、テストピースは現場に配置
された型枠に工事で使用するのと
同じコンクリート（モルタル）を
吹付け、現場で7日間及び28日間放
置後、φ5㎝のコアーを切り取り
キャッピングを行う。1回に６本
（σ7…3本、σ28…3本、）とす
る。

・参考値：18N/mm2以上（材令28日）
・小規模工種（山口県施工管理基準5［3］ウ参照）で1工
種当りの総使用量が50㎥未満の場合は1工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。また、小規模工種で1工種当り
の総使用量が50㎥以上の場合は、50㎥ごとに1回の試験を
行う。

平成元年９月１３日
付け監理第８０２号
「コンクリートの耐
久性向上施策につい
て」による。
共通仕様書の添付資
料を参照。

コンクリートの打設が午前と午後
にまたがる場合は、午前に１回コ
ンクリート打設前に行い、その試
験結果が塩化物総量の規制値の1/2
以下の場合は、午後の試験を省略
することができる。（１試験の測
定回数は３回）試験の判定は３回
の測定値の平均値。

・小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1
工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。
・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン含
有率試験方法」（JSCE-C502,503）または設計図書の規定
により行う。

平成元年９月１３日
付け監理第８０２号
「コンクリートの耐
久性向上施策につい
て」による。
共通仕様書の添付資
料を参照。

コンクリートの打設が午前と午後
にまたがる場合は、午前に１回コ
ンクリート打設前に行い、その試
験結果が塩化物総量の規制値の1/2
以下の場合は、午後の試験を省略
することができる。（１試験の測
定回数は３回）試験の判定は３回
の測定値の平均値。

・小規模工種（山口県施工管理基準5［3］ウ参照）で1工
種当りの総使用量が50㎥未満の場合は1工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。また、小規模工種で1工種当り
の総使用量が50㎥以上の場合は、50㎥ごとに1回の試験を
行う。
・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン含
有率試験方法」（JSCE-C502-2023,503-2023）または設計
図書の規定により行う。

JIS A 1101 ・荷卸し時
1回／日以上、構造物の重要度と工
事の規模に応じて20m3～150m3ごと
に1回、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。

小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1工
種1回以上。またレディーミクストコンクリート工場（県
共通仕様書１編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の
品質証明書等のみとすることができる。

JIS A 1101 ・荷卸し時
1回／日以上、構造物の重要度と工
事の規模に応じて20m3～150m3ごと
に1回、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。

JIS A 1116
JIS A 1118
JIS A 1128

・荷卸し時
1回／日以上、構造物の重要度と工
事の規模に応じて20m3～150m3ごと
に1回、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。

小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1工
種1回以上。またレディーミクストコンクリート工場（県
共通仕様書１編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の
品質証明書等のみとすることができる。

JIS A 1116
JIS A 1118
JIS A 1128

・荷卸し時
1回／日以上、構造物の重要度と工
事の規模に応じて20m3～150m3ごと
に1回、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。

JIS A 1203 含水比の変化が認められたとき。 確認試験である。 JIS A 1203 含水比の変化が認められたとき。

舗装調査・試験法便
覧[1]-273

トラフィカビリティが悪いとき。 確認試験である。 舗装調査・試験法便
覧[1]-273

トラフィカビリティが悪いとき。

JIS A 1203 含水比の変化が認められたとき。 確認試験である。 JIS A 1203 含水比の変化が認められたとき。

舗装調査・試験法便
覧[1]-273

トラフィカビリティが悪いとき。 確認試験である。 舗装調査・試験法便
覧[1]-273

トラフィカビリティが悪いとき。

材

料

必

須

JIS A 1210 当初及び土質の変化時。 監督職員との協議の上で、（再）転圧を行うものとする。 材

料

必

須

JIS A 1210 当初及び土質の変化時。

最大粒径≦53㎜：砂
置換法（JIS A
1214）
最大粒径＞53㎜：舗
装調査・試験法便覧
[4]-256　突砂法

路体の場合、1,000m3につき１回の

割合で行う。但し、3,000m3未満の
工事は、1工事当たり3回以上。

路床の場合、500m3につき1回の割

合で行う。但し、1,500m3未満の工
事は1工事当たり3回以上。

・左記の規格値を満たしていても、規格値を著しく下回っ
ている点が存在した場合は、監督職員との協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

最大粒径≦53㎜：砂
置換法（JIS A
1214）

最大粒径＞53㎜：舗
装調査・試験法便覧
[4]-256　突砂法

1,000m3につき１回の割合、または
設計図書による。
1回の試験につき3孔で測定し、3孔
の最低値で判定を行う。

・左記の規格値を満たしていても、規格値を著しく下回っ
ている点が存在した場合は、監督職員との協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

または、
「RI計器を用いた盛
土の締固め管理要領
（案）」

盛土を管理する単位（以下「管理
単位」）に分割して管理単位ごと
に管理を行うものとする。
築堤は、1日の1層あたりの施工面
積を基準とする。管理単位の面積

は1,500m2を標準とし、1日の施工

面積が2,000m2以上の場合、その施
工面積を2管理単位以上に分割する
ものとする。1管理単位あたりの測
定点数の目安を下表に示す。

・最大粒径＜100㎜の場合に適用する。
・左記の規格値を満たしていても、規格値を著しく下回っ
ている点が存在した場合は、監督職員との協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

または、
「RI計器を用いた盛
土の締固め管理要領
（案）」

盛土を管理する単位（以下「管理
単位」）に分割して管理単位ごと
に管理を行うものとする。
築堤は、1日の1層あたりの施工面
積を基準とする。管理単位の面積

は1,500m2を標準とし、1日の施工

面積が2,000m2以上の場合、その施
工面積を2管理単位以上に分割する
ものとする。1管理単位あたりの測
定点数の目安を下表に示す。

・最大粒径＜100㎜の場合に適用する。
・左記の規格値を満たしていても、規格値を著しく下回っ
ている点が存在した場合は、監督職員との協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

または、
「TS・GNSSを用いた
盛土の締固め管理要
領」

１．盛土を管理する単位（以下
「管理単位」）に分割して管理単
位毎に管理を行う。
２．１日の施工が複数層に及ぶ場
合でも１管理単位を複数層にまた
がらせることはしないものとす
る。
３．土取り場の状況や土質状況が
変わる場合には、新規の管理単位
として取り扱うものとする。

または、
「TS・GNSSを用いた
盛土の締固め管理要
領」

１．盛土を管理する単位（以下
「管理単位」）に分割して管理単
位毎に管理を行う。
２．１日の施工が複数層に及ぶ場
合でも１管理単位を複数層にまた
がらせることはしないものとす
る。
３．土取り場の状況や土質状況が
変わる場合には、新規の管理単位
として取り扱うものとする。

必

須

現場密度の測定
※右記試験方法（3
種類）のいずれか
を実施する。

23　砂防土工 土の締固め試験

施工範囲を小分割した管理ブロック
の全てが規定回数だけ締め固められ
たことを確認する。

設計図書による。23　砂防土工

施

工

必

須

土の締固め試験

施

工

最大乾燥密度の85％以上。または設
計図書に示された値。

1管理単位の現場乾燥密度の平均値
が最大乾燥密度の90％以上。 また
は、設計図書による。

施工範囲を小分割した管理ブロック
の全てが規定回数だけ締め固められ
たことを確認する。

現場密度の測定
※右記試験方法（3
種類）のいずれか
を実施する。

設計図書による。

コーン指数の測定 設計図書による。

22　海岸土工 施

工

そ

の

他

土の含水比試験 設計図書による。

コーン指数の測定 設計図書による。設計図書による。

22　海岸土工 設計図書による。

21　河川土工 施

工

そ

の

他

土の含水比試験

コーン指数の測定 設計図書による。

21　河川土工 そ

の

他

施

工

そ

の

他

土の含水比試験

コーン指数の測定

土の含水比試験

そ

の

他

施

工

スランプ試験
（モルタル除く）

ｽﾗﾝﾌﾟ5㎝以上8㎝未満 ：許容差±
1.5㎝
ｽﾗﾝﾌﾟ8㎝以上18㎝以下：許容差±
2.5㎝

・小規模工種（山口県施工管理基準5［3］ウ参照）で1工
種当りの総使用量が50㎥未満の場合は1工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。また、小規模工種で1工種当り
の総使用量が50㎥以上の場合は、50㎥ごとに1回の試験を
行う。

施

工

そ

の

他

スランプ試験
（モルタル除く）

空気量測定

設計図書による。

最大乾燥密度の85％以上。または設
計図書に示された値。

1管理単位の現場乾燥密度の平均値
が最大乾燥密度の90％以上。 また
は、設計図書による。

コンクリートの圧
縮強度試験

設計図書による

塩化物総量規制 原則0.3㎏/m3以下

ｽﾗﾝﾌﾟ5㎝以上8㎝未満 ：許容差±
1.5㎝
ｽﾗﾝﾌﾟ8㎝以上18㎝以下：許容差±
2.5㎝

±1.5%（許容差）空気量測定 ±1.5%（許容差）

設計図書による。

コンクリートの圧
縮強度試験

設計図書による

塩化物総量規制 原則0.3㎏/m3以下

施

工

20　現場吹付法
枠工

20　現場吹付法
枠工
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工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

現行 新

規格値規格値 試験項目試験項目

材

料

そ

の

他

JIS A 1203 ・路体:当初及び土質の変化した
時。
・路床:含水比の変化が認められた
時。

材

料

そ

の

他

JIS A 1203 当初及び土質の変化した時。

または、
「TS・GNSSを用いた
盛土の締固め管理要
領」による。

１．盛土を管理する単位（以下
「管理単位」）に分割して管理単
位毎に管理を行う。
２．１日の施工が複数層に及ぶ場
合でも１管理単位を複数層にまた
がらせることはしないものとす
る。
３．土取り場の状況や土質状況が
変わる場合には、新規の管理単位
として取り扱うものとする。

または、
「TS・GNSSを用いた
盛土の締固め管理要
領」による。

１．盛土を管理する単位（以下
「管理単位」）に分割して管理単
位毎に管理を行う。
２．１日の施工が複数層に及ぶ場
合でも１管理単位を複数層にまた
がらせることはしないものとす
る。
３．土取り場の状況や土質状況が
変わる場合には、新規の管理単位
として取り扱うものとする。

必

須

舗装調査・試験法便
覧[4]-288

路床仕上げ後全幅、全区間につい
て実施する。
ただし、現道打換工事、仮設用道
路維持工事は除く。

・確認試験である。
・但し、荷重車については、施工時に用いた転圧機械と同
等以上の締固め効果を持つローラやトラック等を用いるも
のとする。

必

須

舗装調査・試験法便
覧[4]-288

路床仕上げ後全幅、全区間につい
て実施する。
ただし、現道打換工事、仮設用道
路維持工事は除く。

・荷重車については、施工時に用いた転圧機械と同等以上
の締固め効果を持つローラやトラック等を用いるものとす
る。

JIS A 1215 各車線ごとに延長40mについて1箇
所の割で行う。

・確認試験である。
・セメントコンクリートの路盤に適用する。

JIS A 1215 各車線ごとに延長40mについて1箇
所の割で行う。

・セメントコンクリートの路盤に適用する。

JIS A 1222 各車線ごとに延長40mについて1回
の割で行う。

確認試験である。 JIS A 1222 各車線ごとに延長40mについて1回
の割で行う。

JIS A 1203 降雨後又は、含水比の変化が認め
られたとき。

確認試験である。 JIS A 1203 含水比の変化が認められたとき。

舗装調査・試験法便
覧[1]-273

必要に応じて実施。（例）トラ
フィカビリティが悪いとき。

確認試験である。 舗装調査・試験法便
覧[1]-273

必要に応じて実施。（例）トラ
フィカビリティが悪いとき。

舗装調査・試験法便
覧[1]-284（ﾍﾞﾝｹﾞﾙﾏ
ﾝﾋﾞｰﾑ）

ﾌﾟﾙｰﾌﾛｰﾘﾝｸﾞでの不良個所について
実施。

確認試験である。 舗装調査・試験法便
覧[1]-284（ﾍﾞﾝｹﾞﾙﾏ
ﾝﾋﾞｰﾑ）

ﾌﾟﾙｰﾌﾛｰﾘﾝｸﾞでの不良個所について
実施。

土の含水比試験 設計図書による。

【砂質土】・路体：次の密度への締
固めが可能な範囲の含水比におい
て、最大乾燥密度の90％以上（締固
め試験（JIS A 1210）A・B法）。
・路床及び構造物取付け部：次の密
度への締固めが可能な範囲の含水比
において、最大乾燥密度の95％以上
（締固め試験（JIS A 1210）A・B
法）もしくは90％以上（締固め試験
（JIS A 1210）C・D・E法）。
【粘性土】・路体：自然含水比また
はトラフィカビリティが確保できる
含水比において、空気間隙率Vaが
2％≦Va≦10％または飽和度Srが
85％≦Sr≦95％。・路床及び構造物
取付け部：トラフィカビリティが確
保できる含水比において、空気間隙
率Vaが2％≦Va≦8％ただし、締固め
管理が可能な場合は、砂質土の基準
を適用することができる。その他、
設計図書による。

路体の場合、1,000m3につき１回の

割合で行う。但し、3,000m3未満の
工事は、1工事当たり3回以上。
路床及び構造物取付け部の場合、

500m3につき1回の割合で行う。但

し、1,500m3未満の工事は1工事当
たり3回以上。
1回の試験につき3孔で測定し、3孔
の最低値で判定を行う。

現場密度の測定
※右記試験方法（3
種類）のいずれか
を実施する。

24　道路土工 施

工

たわみ量

設計図書による。

そ

の

他

平板載荷試験

現場CBR試験

設計図書による。

コーン指数の測定 設計図書による。

たわみ量

設計図書による。

含水比試験含水比試験 設計図書による。

コーン指数の測定 設計図書による。

プルーフローリン
グ

平板載荷試験

現場CBR試験

プルーフローリン
グ

施工範囲を小分割した管理ブロック
の全てが規定回数だけ締め固められ
たことを確認する。

または、
「RI計器を用いた盛
土の締固め管理要領
（案）」による。

【砂質土】・路体：次の密度への締
固めが可能な範囲の含水比におい
て、1管理単位の現場乾燥密度の平
均値が最大乾燥密度の92％以上（締
固め試験（JIS A 1210）A・B法）。
・路床及び構造物取付け部：次の密
度への締固めが可能な範囲の含水比
において、1管理単位の現場乾燥密
度の平均値が最大乾燥密度の97％以
上（締固め試験（JIS A 1210）A・B
法）もしくは92％以上（締固め試験
（JIS A 1210）C・D・E法）。
【粘性土】・路体、路床及び構造物
取付け部：自然含水比またはトラ
フィカビリティが確保できる含水比
において、1管理単位の現場空気間
隙率の平均値が8％以下。ただし、
締固め管理が可能な場合は、砂質土
の基準を適用することができる。
または、設計図書による。

盛土を管理する単位（以下「管理
単位」）に分割して管理単位ごと
に管理を行うものとする。
路体、路床とも1日の1層あたりの
施工面積を基準とする。管理単位

の面積は1,500m2を標準とし、1日

の施工面積が2,000m2以上の場合、
その施工面積を2管理単位以上に分
割するものとする。1管理単位あた
りの測定点数の目安を下表に示
す。

・最大粒径＜100㎜の場合に適用する。
・左記の規格値を満たしていても、規格値を著しく下回っ
ている点が存在した場合は、監督職員との協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

現場密度の測定
※右記試験方法（3
種類）のいずれか
を実施する。

最大粒径≦53㎜：砂
置換法（JIS A
1214）

最大粒径＞53㎜：舗
装調査・試験法便覧
[4]-256　突砂法

24　道路土工

施

工

必

須

【砂質土】・路体：次の密度への締
固めが可能な範囲の含水比におい
て、最大乾燥密度の90％以上（締固
め試験（JIS A 1210）A・B法）。
・路床及び構造物取付け部：次の密
度への締固めが可能な範囲の含水比
において、最大乾燥密度の95％以上
（締固め試験（JIS A 1210）A・B
法）もしくは90％以上（締固め試験
（JIS A 1210）C・D・E法）。
【粘性土】・路体：自然含水比また
はトラフィカビリティが確保できる
含水比において、空気間隙率Vaが
2％≦Va≦10％または飽和度Srが
85％≦Sr≦95％。・路床及び構造物
取付け部：トラフィカビリティが確
保できる含水比において、空気間隙
率Vaが2％≦Va≦8％ただし、締固め
管理が可能な場合は、砂質土の基準
を適用することができる。その他、
設計図書による。

路体の場合、1,000m3につき１回の

割合で行う。但し、3,000m3未満の
工事は、1工事当たり3回以上。
路床及び構造物取付け部の場合、

500m3につき1回の割合で行う。但

し、1,500m3未満の工事は1工事当
たり3回以上。

盛土を管理する単位（以下「管理
単位」）に分割して管理単位ごと
に管理を行うものとする。
路体、路床とも1日の1層あたりの
施工面積を基準とする。管理単位

の面積は1,500m2を標準とし、1日

の施工面積が2,000m2以上の場合、
その施工面積を2管理単位以上に分
割するものとする。1管理単位あた
りの測定点数の目安を下表に示
す。

・最大粒径＜100㎜の場合に適用する。
・左記の規格値を満たしていても、規格値を著しく下回っ
ている点が存在した場合は、監督職員との協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

設計図書による。24　道路土工

施

工

そ

の

他

施

工

必

須

または、
「RI計器を用いた盛
土の締固め管理要領
（案）」による。

【砂質土】・路体：次の密度への締
固めが可能な範囲の含水比におい
て、1管理単位の現場乾燥密度の平
均値が最大乾燥密度の92％以上（締
固め試験（JIS A 1210）A・B法）。
・路床及び構造物取付け部：次の密
度への締固めが可能な範囲の含水比
において、1管理単位の現場乾燥密
度の平均値が最大乾燥密度の97％以
上（締固め試験（JIS A 1210）A・B
法）もしくは92％以上（締固め試験
（JIS A 1210）C・D・E法）。
【粘性土】・路体、路床及び構造物
取付け部：自然含水比またはトラ
フィカビリティが確保できる含水比
において、1管理単位の現場空気間
隙率の平均値が8％以下。ただし、
締固め管理が可能な場合は、砂質土
の基準を適用することができる。
または、設計図書による。

土の含水比試験

施工範囲を小分割した管理ブロック
の全てが規定回数だけ締め固められ
たことを確認する。

最大粒径≦53㎜：砂
置換法（JIS A
1214）

最大粒径＞53㎜：舗
装調査・試験法便覧
[4]-256　突砂法

 47



工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

現行 新

規格値規格値 試験項目試験項目

JIS A 1109
JIS A 1110
JIS A 5005
JIS A 5011-1～5
JIS A 5021

工事開始前、工事中１回/月以上及
び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）
JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材‐第1部:高炉ス
ラグ骨材）
JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材‐第2部:ﾌｪﾛﾆｯｹ
ﾙｽﾗｸﾞ骨材）
JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材‐第3部:銅ｽﾗｸﾞ
骨材）
JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材‐第4部:電気炉
酸化ｽﾗｸﾞ骨材）
JIS A 5011-5（コンクリート用スラグ骨材‐第5部:石炭ガ
ス化ｽﾗｸﾞ骨材）
JIS A 5021（ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H）

○

JIS A 1109
JIS A 1110
JIS A 5005
JIS A 5011-1～5
JIS A 5021

工事開始前、工事中１回/月以上及
び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）
JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材‐第1部:高炉ス
ラグ骨材）
JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材‐第2部:ﾌｪﾛﾆｯｹ
ﾙｽﾗｸﾞ骨材）
JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材‐第3部:銅ｽﾗｸﾞ
骨材）
JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材‐第4部:電気炉
酸化ｽﾗｸﾞ骨材）
JIS A 5011-5（コンクリート用スラグ骨材‐第5部:石炭ガ
ス化ｽﾗｸﾞ骨材）
JIS A 5021（ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H）

○

JIS A 1105 工事開始前、工事中１回/年以上及
び産地が変わった場合。

濃い場合は、JIS A 1142「有機不純物を含む細骨材のモル
タル圧縮強度による試験方法」による。

○

JIS A 1105 工事開始前、工事中１回以上/12か
月及び産地が変わった場合。

濃い場合は、JIS A 1142「有機不純物を含む細骨材のモル
タル圧縮強度による試験方法」による。

○

JIS A 1126 工事開始前、材料変更時

○

JIS A 1122
JIS A 5005

砂、砂利：工事開始前、工事中1回
／6ヶ月以上及び産地が変わった場
合。
砕砂、砕石：工事開始前、工事中1
回／年以上及び産地が変わった場
合。

寒冷地で凍結のおそれのある地点に適用する。

○

JIS A 1122
JIS A 5005

砂、砂利：工事開始前、工事中1回
以上/12か月及び産地が変わった場
合。
砕砂、砕石：工事開始前、工事中1
回以上/12か月及び産地が変わった
場合。

寒冷地で凍結のおそれのある地点に適用する。

○

JIS A 1121 工事開始前、工事中１回/月以上及
び産地が変わった場合。

○

JIS A 1121 工事開始前、工事中１回以上/12か
月及び産地が変わった場合。

○

JIS A 5308の附属書2 工事開始前、工事中１回/年以上及び産地が変
わった場合。

スラグ細骨材、高炉スラグ粗骨材には適用しない。

○

上水道水及び上水
道水以外の水の場
合：
JIS A 5308附属書C

工事開始前及び工事中１回/年以上
及び水質が変わった場合。

上水道を使用している場合は試験に換え、上水道を使用し
ていることを示す資料による確認を行う。

○

上水道水及び上水
道水以外の水の場
合：
JIS A 5308附属書JC

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月及び水質が変わった場合。

上水道を使用している場合は試験に換え、上水道を使用し
ていることを示す資料による確認を行う。

○

回収水の場合：
JIS A 5308附属書C

工事開始前及び工事中１回/年以上
及び水質が変わった場合。
スラッジ水の濃度は１回／日

その原水は、上水道水及び上水道水以外の水の規定に適合
しなければならない。

○

回収水の場合：
JIS A 5308附属書JC

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月及び水質が変わった場合。
スラッジ水の濃度は１回／日

その原水は、上水道水及び上水道水以外の水の規定に適合
しなければならない。

○

バッチミキサの場
合：
　JIS A 1119
　JIS A 8603-1
　JIS A 8603-2

工事開始前及び工事中１回/年以
上。

バッチミキサの場
合：
　JIS A 1119
　JIS A 8603-1
　JIS A 8603-2

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月。

連続ミキサの場合：
　土木学会規準
JSCE-I 502-2013

工事開始前及び工事中１回/年以
上。

連続ミキサの場合：
　土木学会規準
JSCE-I 502-2013

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月。

40%以下

骨材の密度及び吸
水率試験

絶乾密度：2.5以上
吸水率：2013年制定コンクリート標
準示方書ダム編による。

細骨材：10%以下
粗骨材：12%以下

材

料

粗骨材のすりへり
試験

硫酸ナトリウムに
よる骨材の安定性
試験

ミキサの練混ぜ性
能試験

細骨材：10%以下
粗骨材：12%以下

40%以下

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200mg/L以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

絶乾密度：2.5以上
吸水率：2023年制定コンクリート標
準示方書ダム編による。

標準色より淡いこと。濃い場合でも
圧縮強度が90%以上の場合は使用で
きる。

粗骨材中の軟石量
試験

軟石量：5%以下

（削除）

ミキサの練混ぜ性
能試験

コンクリートの練混ぜ量
公称容量の場合
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下
　圧縮強度の偏差率：7.5％以下
　コンクリート内空気量の偏差率：
10％以下
　コンシステンシー（スランプ）の
偏差率：15％以下
公称容量の1/2の場合：
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下

コンクリート中のモルタル単位容積
質量差：0.8％以下
コンクリート中の単位粗骨材量の
差：5％以下
圧縮強度差：7.5％以下
空気量差：1％以下
スランプ差：3㎝以下

砂の有機不純物試
験

粗骨材のすりへり
試験

砂の有機不純物試
験

標準色より淡いこと。濃い場合でも
圧縮強度が90%以上の場合は使用で
きる。

硫酸ナトリウムに
よる骨材の安定性
試験

材

料

そ

の

他

そ

の

他

練混ぜ水の水質試
験

練混ぜ水の水質試
験

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200ppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

骨材の密度及び吸
水率試験

（削除）

そ

の

他

コンクリート中のモルタル単位容積
質量差：0.8％以下
コンクリート中の単位粗骨材量の
差：5％以下
圧縮強度差：7.5％以下
空気量差：1％以下
スランプ差：3㎝以下

製

造
（

プ

ラ

ン

ト
）

塩化物イオン量：200ppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

塩化物イオン量：200mg/L以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

コンクリートの練混ぜ量
公称容量の場合
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下
　圧縮強度の偏差率：7.5％以下
　コンクリート内空気量の偏差率：
10％以下
　コンシステンシー（スランプ）の
偏差率：15％以下
公称容量の1/2の場合：
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下

26　コンクリー
トダム

26　コンクリー
トダム

そ

の

他

骨材中の比重1.95
の液体に浮く粒子
の試験

細骨材：0.5%以下
粗骨材：1.0%以下

製

造
（

プ

ラ

ン

ト
）
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工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

現行 新

規格値規格値 試験項目試験項目

平成元年９月１３日
付け監理第８０２号
「コンクリートの耐
久性向上施策につい
て」による。
共通仕様書の添付資
料を参照。

コンクリートの打設が午前と午後
にまたがる場合は、午前に１回コ
ンクリート打設前に行い、その試
験結果が塩化物総量の規制値の1/2
以下の場合は、午後の試験を省略
することができる。（１試験の測
定回数は3回とする）試験の判定は
3回の測定値の平均値。

・小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1
工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。
・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン含
有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または設計
図書の規定により行う。

平成元年９月１３日
付け監理第８０２号
「コンクリートの耐
久性向上施策につい
て」による。
共通仕様書の添付資
料を参照。

コンクリートの打設が午前と午後
にまたがる場合は、午前に１回コ
ンクリート打設前に行い、その試
験結果が塩化物総量の規制値の1/2
以下の場合は、午後の試験を省略
することができる。（１試験の測
定回数は3回とする）試験の判定は
3回の測定値の平均値。

・小規模工種（山口県施工管理基準5［3］ウ参照）で1工
種当りの総使用量が50㎥未満の場合は1工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。また、小規模工種で1工種当り
の総使用量が50㎥以上の場合は、50㎥ごとに1回の試験を
行う。
・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン含
有率試験方法」（JSCE-C502-2023,503-2023）または設計
図書の規定により行う。

JIS A 1101 ・荷卸し時
・１回／日または構造物の重要度

と工事の規模に応じて20～150m3ご
とに１回、及び荷卸し時に品質変
化が認められた時。

小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1工
種1回以上。またレディーミクストコンクリート工場（県
共通仕様書１編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の
品質証明書等のみとすることができる。

JIS A 1101 ・荷卸し時
・１回／日または構造物の重要度

と工事の規模に応じて20～150m3ご
とに１回、及び荷卸し時に品質変
化が認められた時。

JIS A 1116
JIS A 1118
JIS A 1128

・荷卸し時
・１回／日または構造物の重要度

と工事の規模に応じて20～150m3ご
とに１回、及び荷卸し時に品質変
化が認められた時。

小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1工
種1回以上。またレディーミクストコンクリート工場（県
共通仕様書１編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の
品質証明書等のみとすることができる。

JIS A 1116
JIS A 1118
JIS A 1128

・荷卸し時
・１回／日または構造物の重要度

と工事の規模に応じて20～150m3ご
とに１回、及び荷卸し時に品質変
化が認められた時。

JIS A 1108 1回3ヶ
1.1ブロック1リフトのコンクリー

ト量500m3未満の場合1ブロック1リ
フト当り1回の割で行う。なお、1
ブロック1リフトのコンクリート量

が150m3以下の場合及び数種のコン
クリート配合から構成される場合
は監督職員と協議するものとす
る。
2.1ブロック1リフトコンクリート

量500m3以上の場合1ブロック1リフ
ト当り2回の割で行う。なお、数種
のコンクリート配合から構成され
る場合は監督職員と協議するもの
とする。
3.ピア、埋設物周辺及び減勢工な
どのコンクリートは、打設日1日に
つき2回の割で行う。
4.上記に示す基準は、コンクリー
トの品質が安定した場合の標準を
示すものであり、打ち込み初期段
階においては、2～3時間に1回の割
で行う。

小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1工
種1回以上。またレディーミクストコンクリート工場（県
共通仕様書１編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の
品質証明書等のみとすることができる。

JIS A 1108 1回3ヶ
1.1ブロック1リフトのコンクリー

ト量500m3未満の場合1ブロック1リ
フト当り1回の割で行う。なお、1
ブロック1リフトのコンクリート量

が150m3以下の場合及び数種のコン
クリート配合から構成される場合
は監督職員と協議するものとす
る。
2.1ブロック1リフトコンクリート

量500m3以上の場合1ブロック1リフ
ト当り2回の割で行う。なお、数種
のコンクリート配合から構成され
る場合は監督職員と協議するもの
とする。
3.ピア、埋設物周辺及び減勢工な
どのコンクリートは、打設日1日に
つき2回の割で行う。
4.上記に示す基準は、コンクリー
トの品質が安定した場合の標準を
示すものであり、打ち込み初期段
階においては、2～3時間に1回の割
で行う。

JIS A 1121
JIS A 5005

工事開始前、工事中１回/年以上及
び産地が変わった場合。ただし、
砂利の場合は、工事開始前、工事
中１回／月以上及び産地が変わっ
た場合。

○

JIS A 1121
JIS A 5005

工事開始前、工事中１回以上/12か
月及び産地が変わった場合。ただ
し、砂利の場合は、工事開始前、
工事中１回／月以上及び産地が変
わった場合。

○

JIS A 1105 工事開始前、工事中１回/年以上及
び産地が変わった場合。

濃い場合は、JIS A1142「有機不純物を含む細骨材のモル
タル圧縮強度による試験方法」による。 ○

JIS A 1105 工事開始前、工事中１回以上/12か
月及び産地が変わった場合。

濃い場合は、JIS A1142「有機不純物を含む細骨材のモル
タル圧縮強度による試験方法」による。 ○

JIS A 5308の附属書2 工事開始前、工事中１回/年以上及
び産地が変わった場合。

スラグ細骨材、高炉スラグ粗骨材には適用しない。

○

JIS A 1122
JIS A 5005

砂、砂利：工事開始前、工事中1回
／6ヶ月以上及び産地が変わった場
合。
砕砂、砕石：工事開始前、工事中1
回／年以上及び産地が変わった場
合。

寒冷地で凍結のおそれのある地点に適用する。

○

JIS A 1122
JIS A 5005

砂、砂利：工事開始前、工事中1回
以上/12か月及び産地が変わった場
合。
砕砂、砕石：工事開始前、工事中1
回以上/12か月及び産地が変わった
場合。

寒冷地で凍結のおそれのある地点に適用する。

○

上水道水及び上水道
水以外の水の場合：
JIS A 5308附属書C

工事開始前及び工事中１回/年以上
及び水質が変わった場合。

上水道を使用している場合は試験に換え、上水道を使用し
ていることを示す資料による確認を行う。

○

上水道水及び上水道
水以外の水の場合：
JIS A 5308附属書JC

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月及び水質が変わった場合。

上水道を使用している場合は試験に換え、上水道を使用し
ていることを示す資料による確認を行う。

○

回収水の場合：
JIS A 5308附属書C

工事開始前及び工事中１回/年以上
及び水質が変わった場合。
スラッジ水の濃度は１回／日

その原水は、上水道水及び上水道水以外の水の規定に適合
しなければならない。

○

回収水の場合：
JIS A 5308附属書JC

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月及び水質が変わった場合。
スラッジ水の濃度は１回／日

その原水は、上水道水及び上水道水以外の水の規定に適合
しなければならない。

○

スランプ試験

塩化物イオン量：200mg/L以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200mg/L以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

硫酸ナトリウムに
よる骨材の安定性
試験

細骨材：10%以下
粗骨材：12%以下

練混ぜ水の水質試
験

（削除）

・小規模工種（山口県施工管理基準5［3］ウ参照）で1工
種当りの総使用量が50㎥未満の場合は1工種1回以上。また
レディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１編3
章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等の
みとすることができる。また、小規模工種で1工種当りの
総使用量が50㎥以上の場合は、50㎥ごとに1回の試験を行
う。

砂の有機不純物試
験

標準色より淡いこと。濃い場合でも
圧縮強度が90%以上の場合は使用で
きる。

塩化物総量規制塩化物総量規制

空気量測定

骨材中の比重1.95
の液体に浮く粒子
の試験

細骨材：　コンクリートの外観が重
要な場合0.5%以下　その他の場合
1.0%以下
粗骨材：　コンクリートの外観が重
要な場合0.5%以下　その他の場合
1.0%以下

硫酸ナトリウムに
よる骨材の安定性
試験

標準色より淡いこと。濃い場合でも
圧縮強度が90%以上の場合は使用で
きる。

±1.5%（許容差）

そ

の

他

コンクリートの圧
縮強度試験

(a)圧縮強度の試験値が、設計基準
強度の80％を1/20以上の確率で下回
らない。
(b)圧縮強度の試験値が、設計基準
強度を1/4以上の確率で下回らな
い。

原則0.3㎏/m3以下

練混ぜ水の水質試
験

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200ppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

施

工

必

須

ｽﾗﾝﾌﾟ5㎝以上8㎝未満 ：許容差±
1.5㎝
ｽﾗﾝﾌﾟ8㎝以上18㎝以下：許容差±
2.5㎝

細骨材：10%以下
粗骨材：12%以下

施

工

必

須

±1.5%（許容差）

砕石　40％以下
砂利　35％以下

粗骨材のすりへり
試験

コンクリートの圧
縮強度試験

空気量測定

原則0.3㎏/m3以下

(a)圧縮強度の試験値が、設計基準
強度の80％を1/20以上の確率で下回
らない。
(b)圧縮強度の試験値が、設計基準
強度を1/4以上の確率で下回らな
い。

スランプ試験 ｽﾗﾝﾌﾟ5㎝以上8㎝未満 ：許容差±
1.5㎝
ｽﾗﾝﾌﾟ8㎝以上18㎝以下：許容差±
2.5㎝

材

料

そ

の

他

砂の有機不純物試
験

砕石　40％以下
砂利　35％以下

材

料

26　コンクリー
トダム

26　コンクリー
トダム

27　覆工コンク
リート（ＮＡＴ
Ｍ）

塩化物イオン量：200ppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

27　覆工コンク
リート（ＮＡＴ
Ｍ）

粗骨材のすりへり
試験
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工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

現行 新

規格値規格値 試験項目試験項目

バッチミキサの場
合：
　JIS A 1119
　JIS A 8603-1
  JIS A 8603-2

工事開始前及び工事中１回/年以
上。

小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1工
種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（JISマーク表示
認定工場）の品質証明書等のみとすることができる。

○

バッチミキサの場
合：
　JIS A 1119
　JIS A 8603-1
  JIS A 8603-2

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月。

○

連続ミキサの場合：
　土木学会規準
JSCE-I 502-2013

工事開始前及び工事中１回/年以
上。

・小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1
工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（JISマーク表示
認定工場）の品質証明書等のみとすることができる。

○

連続ミキサの場合：
　土木学会規準
JSCE-I 502-2013

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月。

○

JIS A 1108 ・荷卸し時
1回／日または構造物の重要度と工

事の規模に応じて20から150m3ごと
に1回、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。なお、テストピー
スは打設場所で採取し、1回につき
6本（σ7･･･3本、σ28･･･3本）と
する。

・小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1
工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。

JIS A 1108 ・荷卸し時または、工事出荷時に
運搬車から採取した試料
1回／日または構造物の重要度と工

事の規模に応じて20から150m3ごと
に1回、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。なお、テストピー
スは打設場所で採取し、1回につき
6本（σ7･･･3本、σ28･･･3本）と
する。

平成元年９月１３日
付け監理第８０２号
「コンクリートの耐
久性向上施策につい
て」による。
共通仕様書の添付資
料を参照。

コンクリートの打設が午前と午後
にまたがる場合は、午前に１回コ
ンクリート打設前に行い、その試
験結果が塩化物総量の規制値の1/2
以下の場合は、午後の試験を省略
することができる。（１試験の測
定回数は3回とする）試験の判定は
3回の測定値の平均値。

・小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1
工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。
・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン含
有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または設計
図書の規定により行う。

平成元年９月１３日
付け監理第８０２号
「コンクリートの耐
久性向上施策につい
て」による。
共通仕様書の添付資
料を参照。

コンクリートの打設が午前と午後
にまたがる場合は、午前に１回コ
ンクリート打設前に行い、その試
験結果が塩化物総量の規制値の1/2
以下の場合は、午後の試験を省略
することができる。（１試験の測
定回数は3回とする）試験の判定は
3回の測定値の平均値。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン含
有率試験方法」（JSCE-C502-2023,503-2023）または設計
図書の規定により行う。

JIS A 1116
JIS A 1118
JIS A 1128

・荷卸し時
1回／日または構造物の重要度と工

事の規模に応じて20～150m3ごとに
1回、及び荷卸し時に品質変化が認
められた時。

・小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1
工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。

JIS A 1116
JIS A 1118
JIS A 1128

・荷卸し時
1回／日または構造物の重要度と工

事の規模に応じて20～150m3ごとに
1回、及び荷卸し時に品質変化が認
められた時。

JIS A 5308の附属書2 工事開始前、工事中１回/年以上及
び産地が変わった場合。

スラグ細骨材、高炉スラグ粗骨材には適用しない。

○

上水道水及び上水道
水以外の水の場合：
JIS A 5308附属書C

工事開始前及び工事中１回/年以上
及び水質が変わった場合。

上水道を使用している場合は試験に換え、上水道を使用し
ていることを示す資料による確認を行う。

○

上水道水及び上水道
水以外の水の場合：
JIS A 5308附属書JC

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月及び水質が変わった場合。

上水道を使用している場合は試験に換え、上水道を使用し
ていることを示す資料による確認を行う。

○

回収水の場合：
JIS A 5308附属書C

工事開始前及び工事中１回/年以上
及び水質が変わった場合。
スラッジ水の濃度は１回／日

その原水は上水道水及び上水道水以外の水の規定に適合し
なければならない。

○

回収水の場合：
JIS A 5308附属書JC

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月及び水質が変わった場合。
スラッジ水の濃度は１回／日

その原水は上水道水及び上水道水以外の水の規定に適合し
なければならない。

○

材

料

練混ぜ水の水質試
験

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200mg/L以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

（削除）

そ

の

他

練混ぜ水の水質試
験

懸濁物質の量：2g/L以下
溶解性蒸発残留物の量：1g/L以下
塩化物イオン量：200ppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

材

料

そ

の

他

コンクリート中のモルタル単位容積
質量差：0.8％以下
コンクリート中の単位粗骨材量の
差：5％以下
圧縮強度差：7.5％以下
空気量差：1％以下
スランプ差：3㎝以下

コンクリートの圧
縮強度試験

塩化物イオン量：200mg/L以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

JIS A 1101 ・荷卸し時
1回／日以上、構造物の重要度と工
事の規模に応じて20m3～150m3ごと
に1回、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。

細骨材：　コンクリートの外観が重
要な場合0.5%以下　その他の場合
1.0%以下
粗骨材：　コンクリートの外観が重
要な場合0.5%以下　その他の場合
1.0%以下

±1.5%（許容差）

塩化物総量規制

空気量測定

製

造
（

プ

ラ

ン

ト
）

そ

の

他

コンクリートの圧
縮強度試験

1回の試験結果は指定した呼び強度
の85％以上であること。
3回の試験結果の平均値は、指定し
た呼び強度以上であること。
（1回の試験結果は、3個の供試体の
試験値の平均値）

塩化物総量規制 原則0.3㎏/m3以下

ミキサの練混ぜ性
能試験

コンクリートの練混ぜ量
公称容量の場合
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下
　圧縮強度の偏差率：7.5％以下
　コンクリート内空気量の偏差率：
10％以下
　コンシステンシー（スランプ）の
偏差率：15％以下
公称容量の1/2の場合：
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下

コンクリート中のモルタル単位容積
質量差：0.8％以下
コンクリート中の単位粗骨材量の
差：5％以下
圧縮強度差：7.5％以下
空気量差：1％以下
スランプ差：3㎝以下

製

造
（

プ

ラ

ン

ト
）

そ

の

他

塩化物イオン量：200ppm以下
セメントの凝結時間の差：始発は30
分以内、終結は60分以内
モルタルの圧縮強度比：材齢7及び
28日で90％以上

ミキサの練混ぜ性
能試験

コンクリートの練混ぜ量
公称容量の場合
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下
　圧縮強度の偏差率：7.5％以下
　コンクリート内空気量の偏差率：
10％以下
　コンシステンシー（スランプ）の
偏差率：15％以下
公称容量の1/2の場合：
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下

施

工

必

須

スランプ試験 JIS A 1101 ｽﾗﾝﾌﾟ5㎝以上8㎝未満 ：許容差±
1.5㎝
ｽﾗﾝﾌﾟ8㎝以上18㎝以下：許容差±
2.5㎝

・荷卸し時
1回／日以上、構造物の重要度と工
事の規模に応じて20m3～150m3ごと
に1回、及び荷卸し時に品質変化が
認められた時。

空気量測定

・小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1
工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。

施

工

必

須

スランプ試験 ｽﾗﾝﾌﾟ5㎝以上8㎝未満 ：許容差±
1.5㎝
ｽﾗﾝﾌﾟ8㎝以上18㎝以下：許容差±
2.5㎝

1回の試験結果は指定した呼び強度
の85％以上であること。
3回の試験結果の平均値は、指定し
た呼び強度以上であること。
（1回の試験結果は、3個の供試体の
試験値の平均値）

原則0.3㎏/m3以下

±1.5%（許容差）

27　覆工コンク
リート（ＮＡＴ
Ｍ）

27　覆工コンク
リート（ＮＡＴ
Ｍ）

28　吹付コンク
リート（ＮＡＴ
Ｍ）

28　吹付コンク
リート（ＮＡＴ
Ｍ）

骨材中の比重1.95
の液体に浮く粒子
の試験
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験
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規格値規格値 試験項目試験項目

バッチミキサの場
合：
　JIS A 1119
　JIS A 8603-1
　JIS A 8603-2

工事開始前及び工事中１回/年以
上。

○

バッチミキサの場
合：
　JIS A 1119
　JIS A 8603-1
　JIS A 8603-2

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月。

○

連続ミキサの場合：
　土木学会規準
JSCE-I 502-2013

工事開始前及び工事中１回/年以
上。

○

連続ミキサの場合：
　土木学会規準
JSCE-I 502-2013

工事開始前及び工事中１回以上/12
か月。

○

平成元年９月１３日
付け監理第８０２号
「コンクリートの耐
久性向上施策につい
て」による。
共通仕様書の添付資
料を参照。

コンクリートの打設が午前と午後
にまたがる場合は、午前に１回コ
ンクリート打設前に行い、その試
験結果が塩化物総量の規制値の1/2
以下の場合は、午後の試験を省略
することができる。（１試験の測
定回数は3回とする）試験の判定は
3回の測定値の平均値。

・小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1
工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。
・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン含
有率試験方法」（JSCE-C502-2018,503-2018）または設計
図書の規定により行う。

平成元年９月１３日
付け監理第８０２号
「コンクリートの耐
久性向上施策につい
て」による。
共通仕様書の添付資
料を参照。

コンクリートの打設が午前と午後
にまたがる場合は、午前に１回コ
ンクリート打設前に行い、その試
験結果が塩化物総量の規制値の1/2
以下の場合は、午後の試験を省略
することができる。（１試験の測
定回数は3回とする）試験の判定は
3回の測定値の平均値。

・骨材に海砂を使用する場合は、「海砂の塩化物イオン含
有率試験方法」（JSCE-C502-2023,503-2023）または設計
図書の規定により行う。

JIS A 1101 JIS A 1101

JIS A 1116
JIS A 1118
JIS A 1128

JIS A 1116
JIS A 1118
JIS A 1128

30　路上再生路
盤工

施

工

必

須

舗装調査・試験法便
覧[4]-256
砂置換法(JIS A
1214)

砂置換法は、最大粒
径が53mm以下の場合
のみ適用できる。

1,000ｍ2に1回 ・締固め度は、個々の測定値が基準密度の93％以上を満足するも
のとし、かつ平均値について以下を満足するものとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足するもの
とする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3孔の測定値の平均
値X3が規格値を満足するものとするが、X3が規格値をはずれた場
合は、さらに3孔のデータを加えた平均値X6が規格値を満足してい
ればよい。

30　路上再生路
盤工

施

工

必

須

舗装調査・試験法便
覧[4]-256
砂置換法(JIS A
1214)

砂置換法は、最大粒
径が53mm以下の場合
のみ適用できる。

1,000m2につき１孔の割合で行う。

ただし、施工面積が3,000m2以下の
場合（維持工事は除く）は１工事
当たり3孔以上。

・締固め度は、個々の測定値が基準密度の93％以上を満足するも
のとし、かつ平均値について以下を満足するものとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足するもの
とする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3孔の測定値の平均
値X3が規格値を満足するものとするが、X3が規格値をはずれた場
合は、さらに3孔のデータを加えた平均値X6が規格値を満足してい
ればよい。

31　路上表層再
生工

施

工

必

須

舗装調査・試験法便
覧[3]-218

・1,000m2につき１回割で行う。た

だし、施工面積が1,000m2以下の場
合は１工事当たり１回以上。

空隙率による管理でもよい。
・締固め度は、個々の測定値が基準密度の96％以上を満足するも
のとし、かつ平均値について以下を満足するものとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足するもの
とする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3孔の測定値の平均
値X3が規格値を満足するものとするが、X3が規格値をはずれた場
合は、さらに3孔のデータを加えた平均値X6が規格値を満足してい
ればよい。

31　路上表層再
生工

施

工

必

須

舗装調査・試験法便
覧[3]-218

1,000m2につき１孔の割合で行う。

ただし、施工面積が3,000m2以下の
場合（維持工事は除く）は１工事
当たり3孔以上。

空隙率による管理でもよい。
・締固め度は、個々の測定値が基準密度の96％以上を満足するも
のとし、かつ平均値について以下を満足するものとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足するもの
とする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3孔の測定値の平均
値X3が規格値を満足するものとするが、X3が規格値をはずれた場
合は、さらに3孔のデータを加えた平均値X6が規格値を満足してい
ればよい。

材

料

そ

の

他

JIS A 1126 工事開始前、材料変更時

○

材

料

そ

の

他

舗

設

現

場

必

須

舗装調査・試験法便
覧[3]-224

1,000m2につき１回割で行う。ただ

し、施工面積が1,000m2以下の場合
は１工事当たり１回以上。

・締固め度は、個々の測定値が基準密度の94％以上を満足するも
のとし、かつ平均値について以下を満足するものとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足するもの
とする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3孔の測定値の平均
値X3が規格値を満足するものとするが、X3が規格値をはずれた場
合は、さらに3孔のデータを加えた平均値X6が規格値を満足してい
ればよい。

舗

設

現

場

必

須

舗装調査・試験法便
覧[3]-224

1,000m2につき１孔の割合で行う。

ただし、施工面積が3,000m2以下の
場合（維持工事は除く）は１工事
当たり3孔以上。

・締固め度は、個々の測定値が基準密度の94％以上を満足するも
のとし、かつ平均値について以下を満足するものとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足するもの
とする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3孔の測定値の平均
値X3が規格値を満足するものとするが、X3が規格値をはずれた場
合は、さらに3孔のデータを加えた平均値X6が規格値を満足してい
ればよい。

そ

の

他

施

工

必

須

そ

の

他

±1.5%（許容差）

スランプ試験 ｽﾗﾝﾌﾟ5㎝以上8㎝未満 ：許容差±
1.5㎝
ｽﾗﾝﾌﾟ8㎝以上18㎝以下：許容差±
2.5㎝

そ

の

他

施

工

必

須

そ

の

他

・荷卸し時
1回／日または構造物の重要度と工
事の規模に応じて20～150m3ごとに
1回、及び荷卸し時に品質変化が認
められた時。

製

造
（

プ

ラ

ン

ト
）

空気量測定空気量測定 ±1.5%（許容差）

・荷卸し時
1回／日または構造物の重要度と工
事の規模に応じて20～150m3ごとに
1回、及び荷卸し時に品質変化が認
められた時。

・小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1
工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。

製

造
（

プ

ラ

ン

ト
）

スランプ試験 ｽﾗﾝﾌﾟ5㎝以上8㎝未満 ：許容差±
1.5㎝
ｽﾗﾝﾌﾟ8㎝以上18㎝以下：許容差±
2.5㎝

コンクリートの練混ぜ量
公称容量の場合
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下
　圧縮強度の偏差率：7.5％以下
　コンクリート内空気量の偏差率：
10％以下
　コンシステンシー（スランプ）の
偏差率：15％以下
公称容量の1/2の場合：
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下

コンクリート中のモルタル単位容積
質量差：0.8％以下
コンクリート中の単位粗骨材量の
差：5％以下
圧縮強度差：7.5％以下
空気量差：1％以下
スランプ差：3㎝以下

塩化物総量規制

ミキサの練混ぜ性
能試験

コンクリート中のモルタル単位容積
質量差：0.8％以下
コンクリート中の単位粗骨材量の
差：5％以下
圧縮強度差：7.5％以下
空気量差：1％以下
スランプ差：3㎝以下

最大乾燥密度の93%以上
X10 95%以上
X6 95.5%以上
X3 96.5%以上

ミキサの練混ぜ性
能試験

コンクリートの練混ぜ量
公称容量の場合
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下
　圧縮強度の偏差率：7.5％以下
　コンクリート内空気量の偏差率：
10％以下
　コンシステンシー（スランプ）の
偏差率：15％以下
公称容量の1/2の場合：
　コンクリート内のモルタル量の偏
差率：0.8％以下
　コンクリート内の粗骨材量の偏差
率：5％以下

塩化物総量規制 原則0.3㎏/m3以下原則0.3㎏/m3以下

粗骨材中の軟石量
試験

現場密度の測定 最大乾燥密度の93%以上
X10 95%以上
X6 95.5%以上
X3 96.5%以上

現場密度の測定

現場密度の測定 最大乾燥密度の96%以上
X10 98%以上
X6 98%以上
X3 98.5%以上

現場密度の測定 最大乾燥密度の96%以上
X10 98%以上
X6 98%以上
X3 98.5%以上

現場密度の測定 基準密度の94%以上。
X10　96%以上
X6 　96%以上
X3　 96.5%以上
歩道箇所：設計図書による

軟石量：5%以下

（削除）
32　排水性舗装
工・透水性舗装
工

32　排水性舗装
工・透水性舗装
工

現場密度の測定 基準密度の94%以上。
X10　96%以上
X6 　96%以上
X3　 96.5%以上
歩道箇所：設計図書による

28　吹付コンク
リート（ＮＡＴ
Ｍ）

28　吹付コンク
リート（ＮＡＴ
Ｍ）

・小規模工種で1工種当りの総使用量が50m3未満の場合は1
工種1回以上。
またレディーミクストコンクリート工場（県共通仕様書１
編3章3節「工場の選定」に適合する工場）の品質証明書等
のみとすることができる。

 51



工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

現行 新

規格値規格値 試験項目試験項目

プ

ラ

ン

ト

そ

の

他

舗装調査・試験法便
覧[3]-65

設計図書による。 耐水性の確認

○

プ

ラ

ン

ト

そ

の

他

舗装調査・試験法便
覧[3]-65

設計図書による。 耐水性の確認

○

舗

設

現

場

必

須

舗装調査・試験法便
覧[3]-218

1,000m2につき１回割で行う。ただ

し、施工面積が1,000m2以下の場合
は１工事当たり１回以上。

・締固め度は、個々の測定値が基準密度の94％以上（再アス処理
の場合は基準密度の93％以上）を満足するものとし、かつ平均値
について以下を満足するものとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足するもの
とする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3孔の測定値の平均
値X3が規格値を満足するものとするが、X3が規格値をはずれた場
合は、さらに3孔のデータを加えた平均値X6が規格値を満足してい
ればよい。

舗

設

現

場

必

須

舗装調査・試験法便
覧[3]-218

1,000m2につき１孔の割合で行う。

ただし、施工面積が3,000m2以下の
場合（維持工事は除く）は１工事
当たり3孔以上。

・締固め度は、個々の測定値が基準密度の94％以上（再アス処理
の場合は基準密度の93％以上）を満足するものとし、かつ平均値
について以下を満足するものとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足するもの
とする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3孔の測定値の平均
値X3が規格値を満足するものとするが、X3が規格値をはずれた場
合は、さらに3孔のデータを加えた平均値X6が規格値を満足してい
ればよい。

35　溶接工 施

工

必

須

JIS Z 3104
JIS Z 3060

放射線透過試験の場合はJIS Z
3104による。超音波探傷試験（手
探傷）の場合はJIS Z 3060によ
る。

・「日本道路協会道路橋示方書・同解説」Ⅱ鋼橋・鋼部材
編 表-解20.8.6及び表-解20.8.7に各継手の強度等級を満
たす上での内部きず寸法の許容値が示されている。なお、
表-解20.8.6及び表-解20.8.7に示されていない強度等級を
低減させた場合などの継手の内部きず寸法の許容値は、
「日本道路協会道路橋示方書・同解説」Ⅱ鋼橋・鋼部材編
8.3.2継手の強度等級に示されている。
（非破壊試験を行う者の資格）
・放射線透過試験を行う場合は、放射線透過試験における
レベル2以上の資格とする。
・超音波自動探傷試験を行う場合は、超音波探傷試験にお
けるレベル3の資格とする。
・手探傷による超音波探傷試験を行う場合は、超音波探傷
試験におけるレベル2以上の資格とする。

○

35　溶接工 施

工

必

須

JIS Z 3104
JIS Z 3060

放射線透過試験の場合はJIS Z
3104による。超音波探傷試験（手
探傷）の場合はJIS Z 3060によ
る。

・「日本道路協会道路橋示方書・同解説」Ⅱ鋼橋・鋼部材
編 表-解20.8.6及び表-解20.8.7に各継手の強度等級を満
たす上での内部きず寸法の許容値が示されている。なお、
表-解20.8.6及び表-解20.8.7に示されていない強度等級を
低減させた場合などの継手の内部きず寸法の許容値は、
「日本道路協会道路橋示方書・同解説」Ⅱ鋼橋・鋼部材編
8.3.2継手の強度等級に示されている。
（非破壊試験を行う者の資格）
・放射線透過試験を行う場合は、放射線透過試験における
レベル2以上の資格とする。
・超音波自動探傷試験を行う場合は、超音波探傷試験にお
けるレベル3の資格とする。
・手探傷による超音波探傷試験を行う場合は、超音波探傷
試験におけるレベル2以上の資格とする。

○

目視及び計測 JISによる。 目視及び計測 JISによる。

JISによる。 JISによる。 試験対象とする材料は監督職員と協議のうえ選定する。 JISによる。 JISによる。 試験対象とする材料は監督職員と協議のうえ選定する。

材

料

必

須

JIS　A　5528  鋼矢
板
JIS　A　5530  鋼管
矢板

搬入時、ロット毎

○

材

料

必

須

JIS A 5523
JIS A 5528 鋼矢板
JIS A 5530 鋼管矢
板

搬入時、ロット毎 製造工場の試験成績表（検査証明書）により確認

○

目視観察 搬入時、全数 目視観察 搬入時、全数

JIS　A　5528
JIS　A　5530

搬入時

○

JIS A 5523
JIS A 5528 鋼矢板
JIS A 5530 鋼管矢
板

搬入時 製造工場の試験成績表（検査証明書）により確認

○

JIS　Ｇ　3101 ロット毎

○

JIS　Ｇ　3101 ロット毎 タイロッドに適用
製造工場の試験成績表（検査証明書）により確認

○

目視観察 搬入時、全数 目視観察 搬入時、全数 タイロッドに適用

搬入時
○

設計図書による 搬入時
○

設計図書による 設計図書による
○

設計図書による 設計図書による
○

JIS　Ｇ　3502
JIS　Ｇ　3536
JIS　Ｇ　3506
JIS　Ｇ　3521

ロット毎

○

JIS　Ｇ　3502
JIS　Ｇ　3536
JIS　Ｇ　3506
JIS　Ｇ　3521

ロット毎

○

JIS　K　6922 ロット毎
○

JIS　K　6922 ロット毎
○

目視観察 搬入前、全数 目視観察 搬入前、全数 タイワイヤーに適用

搬入時、全数
○

設計図書による 搬入時、全数
○

設計図書による 設計図書による
○

設計図書による 設計図書による
○

材

料

必

須

水浸ホイールト
ラッキング安定度
試験

設計図書による。

外観検査
（付属部材）

JISによる。外観検査
（付属部材）

36　工場製作工
（鋼橋用鋼材）

材

料

必

須

36　工場製作工
（鋼橋用鋼材）

水浸マーシャル安
定度試験

設計図書による。

突合せ溶接継手の
内部欠陥に対する
検査

試験で検出されたきず寸法は、設計
上許容される寸法以下でなければな
らない。ただし、寸法によらず表面
に開口した割れ等の面状きずはあっ
てはならない。なお、放射線透過試
験による場合において、板厚が25mm
以下の試験の結果については、以下
を満たす場合には合格としてよい。
・引張応力を受ける溶接部は、JIS
Z3104附属書4（透過写真によるきず
の像の分類方法）に示す2類以上と
する。
・圧縮応力を受ける溶接部は、JIS
Z3104附属書4（透過写真によるきず
の像の分類方法）に示す3類以上と
する。

機械試験
（JISマーク表示品
以外かつミルシー
ト照合不可な主部
材）

突合せ溶接継手の
内部欠陥に対する
検査

試験で検出されたきず寸法は、設計
上許容される寸法以下でなければな
らない。ただし、寸法によらず表面
に開口した割れ等の面状きずはあっ
てはならない。なお、放射線透過試
験による場合において、板厚が25mm
以下の試験の結果については、以下
を満たす場合には合格としてよい。
・引張応力を受ける溶接部は、JIS
Z3104附属書4（透過写真によるきず
の像の分類方法）に示す2類以上と
する。
・圧縮応力を受ける溶接部は、JIS
Z3104附属書4（透過写真によるきず
の像の分類方法）に示す3類以上と
する。なお、板厚が25㎜を超える場
合は、内部きず寸法の許容値を板厚
の1／3とする。ただし、疲労の影響
が考えられる継手では、所定の強度
等級を満たす上で許容できるきず寸
法はこの値より小さい場合があるの
で注意する。

ＪＩＳに適合していること

（一般構造用圧延鋼材の場合）
JISに適合していること
（高張力鋼材の場合）
機械的性質は山口県土木工事共通仕
様書表（港湾編）第1編2-6-5に、化
学成分は設計図書及び承諾した規格
値に適合していること。

機械試験
（JISマーク表示品
以外かつミルシー
ト照合不可な主部
材）

JISによる。

有害な傷、変形等がないこと

形状寸法

37　鋼矢板・鋼
管矢板

施

工

外観検査 JIS　A　5528
JIS　A　5530
有害な傷、変形等が無いこと

形状寸法 ＪＩＳ及び設計図書の形状に適合していること

化学成分、機械的
性質

ＪＩＳに適合していること

必

須

材

料

必

須

本体及び付属品の
化学成分、機械的
性質

（一般構造用圧延鋼材の場合）
JISに適合していること
（高張力鋼材の場合）
機械的性質は共通仕様書表９－１、
化学成分は設計図書及び承諾した規
格値に適合していること

JISに適合していること本体、付属品の化
学成分、機械的性
質

被覆材 設計図書の規格に適合していること

タイロッドに適用

外観検査 有害な傷、変形等がないこと

外観検査 有害な傷、変形等がないこと

形状寸法

タイワイヤーに適用

JIS A 5523
JIS A 5528
JIS A 5530
有害な傷、変形等が無いこと

形状寸法 ＪＩＳ及び設計図書の形状に適合していること

37　鋼矢板・鋼
管矢板

化学成分、機械的
性質

外観検査

承諾値

組立品引張試験 設計図書に適合していること

施

工

必

須

外観検査

形状寸法 承諾値

組立引張試験 設計図書による

JISに適合していること

被覆材 設計図書の規格に適合していること

39　タイ材（タ
イロッド・タイ
ワイヤー）

39　タイ材（タ
イロッド・タイ
ワイヤー）

材

料

必

須

本体及び付属品の
化学成分、機械的
性質

組立引張試験

外観検査

タイロッドに適用
製造工場の試験成績表（検査証明書）により確認

タイワイヤーに適用
製造工場の試験成績表（検査証明書）により確認

承諾値

組立品引張試験 設計図書に適合していること

有害な傷、変形等がないこと

形状寸法 承諾値

設計図書による

本体、付属品の化
学成分、機械的性
質

現場密度の測定 基準密度の94％以上。
X10　96％以上
X6 　96％以上
X3 　96.5％以上

再アス処理の場合、基準密度の93％以
上。
X10　95％以上
X6 　95.5％以上
X3 　96.5％以上

33　プラント再
生舗装工

33　プラント再
生舗装工

現場密度の測定 基準密度の94％以上。
X10　96％以上
X6 　96％以上
X3 　96.5％以上

再アス処理の場合、基準密度の93％以
上。
X10　95％以上
X6 　95.5％以上
X3 　96.5％以上
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４.写真管理基準 新旧対照表 
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（適用範囲） （適用範囲）
１．この写真管理基準は、土木工事施工管理基準に定める土木工事の工事写真 １．この写真管理基準は、土木工事施工管理基準に定める土木工事の工事写真

（電子媒体によるものを含む）の撮影に適用する。 による管理（デジタルカメラを使用した撮影～提出）に適用する。
また、写真を映像と読み替えることも可とする。

（工事写真の提出部数及び形式） （工事写真の提出部数及び形式）
６．工事写真の提出部数及び形式は次によるものとする。 ６．工事写真の提出部数及び形式は次によるものとする。

(1) 工事写真として、紙媒体では工事完成時に1部提出する（電子媒体では、2部）。 (1) オンライン電子納品を活用した場合、電子媒体の提出は不要とする。
(2) 監督職員の指示があった場合は、その指示による。  オンライン電子納品を活用しない場合、原則電子媒体（CD-R又はDVD-R）で1部

 提出するものとする。
　ただし、電子納品に馴染まない工事、またはやむを得ない事情がある場合に
ついては、紙媒体を1部提出するものとする。

(2) 監督職員の指示があった場合は、その指示による。

写真管理基準 写真管理基準

写真管理基準　新旧対照表

現行 新
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写真管理項目

出来形管理写真　撮影箇所一覧表（新旧対照表）

現行 新

撮影箇所一覧表 撮影箇所一覧表

工種区分
写真管理項目

摘要
撮影項目 撮影頻度〔時期〕

工種区分

施工状況写真 工事施工中 全景又は
代表部分の
工事進捗状況

月１回
〔月末〕

施工中の写真 工種、種別毎に設計図書に従い施工
していることが確認できるように適
宜〔施工中〕

高度技術・創意工夫・社会性等に関
する実施状況が確認できるよう適宜
〔施工中〕

高度技術・創意工夫・
社会性等に関する実施
状況の提出資料に添付

使用材料 使用材料 形状寸法、使用数量、
保管状況

各品目毎に１回
〔使用前〕

品質証明に添付

検査実施状況 各品目毎に１回
〔検査時〕

摘要
撮影項目 撮影頻度〔時期〕

施工状況写真 工事施工中 全景又は
代表部分の
工事進捗状況

月１回
〔月末〕

施工中の写真 工種、種別毎に設計図書に従い施工
していることが確認できるように適
宜〔施工中〕

創意工夫・社会性等に関する実施状
況が確認できるよう適宜
〔施工中〕

創意工夫・社会性等に
関する実施状況の提出
資料に添付

使用材料 使用材料 形状寸法 各品目毎に１回
〔使用前〕

品質証明に添付

検査実施状況 各品目毎に１回
〔検査時〕
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撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

土質等の判別 地質が変わる毎に1回
　〔掘削中〕

土質等の判別 地質が変わる毎に1回
　〔掘削中〕

40m又は1施工箇所に1回
〔掘削後〕

200m又は1施工箇所に1回
〔掘削後〕

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」による場
合は１工事に1回
〔掘削後〕

・出来映えの撮
影
・TS等の設置状
況と出来形計測
対象点上のプリ
ズムの設置状況
（プリズムが必
要な場合のみ）
がわかるように
撮影

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」による場
合は１工事に1回
〔掘削後〕

・出来映えの撮
影
・TS等の設置状
況と出来形計測
対象点上のプリ
ズムの設置状況
（プリズムが必
要な場合のみ）
がわかるように
撮影

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）多点計測技
術（面管理の場合）におけ
る」空中写真測量（UAV）およ
び地上写真測量」に基づき写
真測量に用いた画像を納品す
る場合には、写真管理に代え
ることが出来る。

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）多点計測技
術（面管理の場合）におけ
る」空中写真測量（UAV）およ
び地上写真測量」に基づき写
真測量に用いた画像を納品す
る場合には、写真管理に代え
ることが出来る。

100mに1回
〔巻出し時〕

200mに1回
〔巻出し時〕

「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛
土の締固め管理要領」におけ
る「締固め層厚分布図」を提
出する場合は写真不要

「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛
土の締固め管理要領」におけ
る「締固め層厚分布図」を提
出する場合は写真不要

締固め状況 転圧機械又は地質が
変わる毎に1回
〔締固め時〕

締固め状況 転圧機械又は地質が
変わる毎に1回
〔締固め時〕

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」による場
合は１工事に1回〔掘削後〕

・出来映えの撮
影
・TS等の設置状
況と出来形計測
対象点上のプリ
ズムの設置状況
（プリズムが必
要な場合のみ）
がわかるように
撮影

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」による場
合は１工事に1回〔掘削後〕

・出来映えの撮
影
・TS等の設置状
況と出来形計測
対象点上のプリ
ズムの設置状況
（プリズムが必
要な場合のみ）
がわかるように
撮影

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）多点計測技
術（面管理の場合）におけ
る」空中写真測量（UAV）およ
び地上写真測量」に基づき写
真測量に用いた画像を納品す
る場合には、写真管理に代え
ることが出来る。

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）多点計測技
術（面管理の場合）におけ
る」空中写真測量（UAV）およ
び地上写真測量」に基づき写
真測量に用いた画像を納品す
る場合には、写真管理に代え
ることが出来る。

出来形管理写真　撮影箇所一覧表（新旧対照表）

現行 新

編 章 節

法長
※右のいずれか
で撮影する。

【第1編　共通編】 【第1編　共通編】

編 章 節条
枝
番

摘　要

掘削工 1
共
通
編

写真管理項目
工　　　種

掘削工

法長
※右のいずれか
で撮影する。

仕上げ状況
厚さ

40m又は1施工箇所に1回
〔仕上げ時〕

法長
幅
※右のいずれか
で撮影する。

条

2

3

枝
番

巻出し厚盛土工

厚さ
幅

盛土工 巻出し厚

工　　　種
写真管理項目

摘　要

2
土
工

3
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

法長
幅
※右のいずれか
で撮影する。

厚さ 40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

100mに1回
〔施工後〕

盛土補強工
（補強土（テールアルメ）壁工法）
（多数アンカー式補強土工法）
（ジオテキスタイルを用いた補強土工法）

6 堤防天端工

5 法面整形工（盛土部）

1
共
通
編

4

2

3

6

4 盛土補強工
（補強土（テールアルメ）壁工法）
（多数アンカー式補強土工法）
（ジオテキスタイルを用いた補強土工法）

厚さ 120m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

5 法面整形工（盛土部） 仕上げ状況
厚さ

120m又は1施工箇所に1回
〔仕上げ時〕

堤防天端工 厚さ
幅

200mに1回
〔施工後〕

2
土
工

3
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

土質等の判別 地質が変わる毎に1回
〔掘削中〕

土質等の判別 地質が変わる毎に1回
〔掘削中〕

40m又は1施工箇所に1回
〔掘削後〕

200m又は1施工箇所に1回
〔掘削後〕

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」による場
合は１工事に1回〔掘削後〕

・出来映えの撮
影
・TS等の設置状
況と出来形計測
対象点上のプリ
ズムの設置状況
（プリズムが必
要な場合のみ）
がわかるように
撮影

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」による場
合は１工事に1回〔掘削後〕

・出来映えの撮
影
・TS等の設置状
況と出来形計測
対象点上のプリ
ズムの設置状況
（プリズムが必
要な場合のみ）
がわかるように
撮影

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）多点計測技
術（面管理の場合）におけ
る」空中写真測量（UAV）およ
び地上写真測量」に基づき写
真測量に用いた画像を納品す
る場合には、写真管理に代え
ることが出来る。

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）多点計測技
術（面管理の場合）におけ
る」空中写真測量（UAV）およ
び地上写真測量」に基づき写
真測量に用いた画像を納品す
る場合には、写真管理に代え
ることが出来る。

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」を提出す
る場合は写真不要

「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛
土の締固め管理要領」におけ
る「締固め層厚分布図」を提
出する場合は写真不要

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる
毎に1回
〔締固め時〕

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる
毎に1回
〔締固め時〕

法長
幅
※右のいずれか
で撮影する。

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

法長
幅
※右のいずれか
で撮影する。

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」による場
合は１工事に1回〔掘削後〕

・出来映えの撮
影・TS等の設置
状況と出来形計
測対象点上のプ
リズムの設置状
況（プリズムが
必要な場合の
み）がわかるよ
うに撮影

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」による場
合は１工事に1回〔掘削後〕

・出来映えの撮
影・TS等の設置
状況と出来形計
測対象点上のプ
リズムの設置状
況（プリズムが
必要な場合の
み）がわかるよ
うに撮影

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）多点計測技
術（面管理の場合）におけ
る」空中写真測量（UAV）およ
び地上写真測量」に基づき写
真測量に用いた画像を納品す
る場合には、写真管理に代え
ることが出来る。

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）多点計測技
術（面管理の場合）におけ
る」空中写真測量（UAV）およ
び地上写真測量」に基づき写
真測量に用いた画像を納品す
る場合には、写真管理に代え
ることが出来る。

法長
※右のいずれか
で撮影する。

巻出し厚 100mに1回
〔巻出し時〕

【第1編　共通編】

2

節 条

1
共
通
編

2
土
工

4
道
路
土
工

3
4

掘削工

路体盛土工
路床盛土工

法長
幅
※右のいずれか
で撮影する。

5 法面整形工（盛土部） 仕上げ状況
厚さ

40m又は1施工箇所に1回
〔仕上げ時〕

3
4

路体盛土工
路床盛土工

2 掘削工

法長
※右のいずれか
で撮影する。

路体盛土工
路床盛土工

巻出し厚 200mに1回
〔巻出し時〕

3
4

1
共
通
編

2
土
工

4
道
路
土
工

法長
幅
※右のいずれか
で撮影する。

5 法面整形工（盛土部） 仕上げ状況
厚さ

200m又は1施工箇所に1回
〔仕上げ時〕

3
4

路体盛土工
路床盛土工

枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要 工　　　種
写真管理項目

摘　要

【第1編　共通編】

編 章 編 章 節 条
枝
番
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

数量 全数量
〔打込後〕

数量 全数量
〔打込後〕

19 幅 20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

19 幅 200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

胴込裏込厚 20m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

胴込裏込厚 120m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

法長 20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

法長 200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

2 高さ 40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

2 高さ 200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

※幅
※高さ

20m又は1施工箇所に1回
（※印は場所打ちのある場
合）
〔埋戻し前〕

※幅
※高さ

200m又は1施工箇所に1回
（※印は場所打ちのある場
合）
〔埋戻し前〕

20m又は1施工箇所に1回 200m又は1施工箇所に1回

〔型枠取外し後〕 〔型枠取外し後〕

3 幅
深さ

20m又は1施工箇所に1回
〔埋戻し前〕

3 幅
深さ

120m又は1施工箇所に1回
〔埋戻し前〕

3 2 据付状況 20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

3 2 据付状況 200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

4 矢板工〔指定仮設・任意仮設は除く〕
（鋼矢板）
（軽量鋼矢板）
（コンクリート矢板）
（広幅鋼矢板）
（可とう鋼矢板）

根入長 20m又は1施工箇所に1回
〔打込前後〕

変位 20m又は1施工箇所に1回
〔打込後〕

20m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

26 1 多自然型護岸工
（巨石張り、巨石積み）

捨石工

18 沈床工 格子寸法
厚さ
割石状況
幅

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

2 多自然型護岸工
（かごマット）

高さ
法長

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

27 1 羽口工
（じゃかご）

法長
厚さ

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

羽口工
（ふとんかご、かご枠）

20m又は1施工箇所に1回
〔埋戻し前〕

2 場所打水路工 厚さ
幅
高さ

28 プレキャストカルバート工
（プレキャストボックス工）
（プレキャストパイプ工）

据付状況 20m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

幅
厚さ

3 1 基礎工護岸（現場打） 幅
高さ

暗渠工

29 1 側溝工
（プレキャストU型側溝）
（L型側溝）
（自由勾配側溝）
（管渠）

据付状況

基礎工護岸（プレキャスト）

4
基
礎
工

1 一般事項
（切込砂利）
（砕石基礎工）
（割ぐり石基礎工）
（均しコンクリート）

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

3
共
通
的
工
種

4 矢板工〔指定仮設・任意仮設は除く〕
（鋼矢板）
（軽量鋼矢板）
（コンクリート矢板）
（広幅鋼矢板）
（可とう鋼矢板）

40m又は1施工箇所に1回
〔打込前後〕

変位 40m又は1施工箇所に1回
〔打込後〕

根入長

格子寸法
厚さ
割石状況
幅

26 1 多自然型護岸工
（巨石張り、巨石積み）

捨石工

18 沈床工 40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

側溝工
（暗渠工）

29 1 側溝工
（プレキャストU型側溝）
（L型側溝）
（自由勾配側溝）
（管渠）

2 多自然型護岸工
（かごマット）

高さ
法長

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

27 1 羽口工
（じゃかご）

法長
厚さ

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

羽口工
（ふとんかご、かご枠）

2 側溝工
（場所打水路工）

厚さ
幅
高さ

28 プレキャストカルバート工
（プレキャストボックス工）
（プレキャストパイプ工）

据付状況 200m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

基礎工護岸（プレキャスト）

据付状況 200m又は1施工箇所に1回
〔埋戻し前〕

4
基
礎
工

1 一般事項
（切込砂利）
（砕石基礎工）
（割ぐり石基礎工）
（均しコンクリート）

幅
厚さ

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

3 1 基礎工護岸（現場打） 幅
高さ

200m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

3
共
通
的
工
種

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条 工　　　種
写真管理項目枝

番
摘　要

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

法長
厚さ
(ブロック積張)

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

法長
厚さ
(ブロック積張)

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

厚さ（裏込） 20m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

厚さ（裏込） 120m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

法長
厚さ(ブロック)

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕
根入部についても20mに1回

法長
厚さ(ブロック)

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕
根入部は40mに1回

厚さ（裏込） 20m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

厚さ（裏込） 120m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

法長
厚さ(石積・張)

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕
根入部についても20mに1回

法長
厚さ(石積・張)

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕
根入部は40mに1回

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

77 2 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

工　　　種

緑化ブロック工

5

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

5
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

3 1 コンクリートブロック工
（コンクリートブロック積）
（コンクリートブロック張り）

厚さ（裏込）

3 コンクリートブロック工
（天端保護ブロック）

4

敷均し厚さ
転圧状況

写真管理項目
摘　要

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕
根入部についても20mに1回

幅 20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

20m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

2

3 2 コンクリートブロック工
（連節ブロック張り）

法長

3

アスファルト舗装工
（下層路盤工）

1

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

5

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕
根入部は40mに1回

3 1 厚さ（裏込）

各層毎100mに1回
〔施工中〕

3 3 コンクリートブロック工
（天端保護ブロック）

4 緑化ブロック工

120m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

3 2 コンクリートブロック工
（連節ブロック張り）

法長

石積（張）工

幅 200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

アスファルト舗装工
（下層路盤工）

5
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

コンクリートブロック工
（コンクリートブロック積）
（コンクリートブロック張り）

7

アスファルト舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

7

3
土
木
工
事
共
通
編

各層毎100mに1回
〔施工中〕

石積（張）工

1
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

整正状況 400mに1回
〔整正後〕

タックコート
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

整正状況 400mに1回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

平坦性 車線毎に1回
〔実施中〕

平坦性 1工事に1回
〔実施中〕

7 4 アスファルト舗装工
（加熱アスファルト安定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

7

4 アスファルト舗装工
（加熱アスファルト安定処理工）

7

アスファルト舗装工（上層路盤工）セメント
（石灰）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

写真管理項目
摘　要

7 3 アスファルト舗装工（上層路盤工）セメント
（石灰）安定処理工

編 章

【第3編　土木工事共通編】

各層毎100mに1回
〔施工中〕

各層毎400mに1回
〔施工中〕

3

7 5 アスファルト舗装工（基層工）

7 6

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

節

3
土
木
工
事
共
通
編

アスファルト舗装工（表層工）

【第3編　土木工事共通編】
写真管理項目

摘　要 条
枝
番

工　　　種

6 アスファルト舗装工（表層工）

7 5 アスファルト舗装工（基層工）

7

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
　〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
　〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
　〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
　〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

2

8 1 半たわみ性舗装工（下層路盤工）

半たわみ性舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

半たわみ性舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

摘　要工　　　種
枝
番

各層毎400mに1回
〔施工中〕

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

8 3

8

枝
番

工　　　種
写真管理項目写真管理項目

摘　要 編 章 節 条

【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条

18 半たわみ性舗装工（下層路盤工）

8 2 半たわみ性舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

8 3 半たわみ性舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

整正状況 400mに1回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

整正状況 400mに1回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

浸透性ミルク注
入状況

100mに1回
〔注入時〕

浸透性ミルク注
入状況

400mに1回
〔注入時〕

平坦性 車線毎に1回
〔実施中〕

平坦性 1工事に1回
〔実施中〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎８０mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

条節章編摘　要
写真管理項目

【第3編　土木工事共通編】

枝
番

【第3編　土木工事共通編】

8

編

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

条節章

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

工　　　種

半たわみ性舗装工（加熱アスファルト安定処
理工）

8 5 半たわみ性舗装工（基層工）

8 4

6 半たわみ性舗装工（表層工）

9 1 排水性舗装工（下層路盤工） 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

9 2 排水性舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

4 半たわみ性舗装工（加熱アスファルト安定処
理工）

敷均し厚さ
転圧状況

摘　要
写真管理項目

工　　　種
枝
番

8 各層毎400mに1回
〔施工中〕

8 5 半たわみ性舗装工（基層工）

半たわみ性舗装工（表層工）

9 1 排水性舗装工（下層路盤工） 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

排水性舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

9 2

8 6

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

整正状況 400mに1回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

整正状況 400mに1回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

平坦性 車線毎に1回
〔実施中〕

平坦性 1工事に1回
〔実施中〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

章章 節 条 摘　要 編
枝
番

工　　　種
写真管理項目

9 3 排水性舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

【第3編　土木工事共通編】

編

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

【第3編　土木工事共通編】

9 5 排水性舗装工（基層工）

9 4 排水性舗装工
（加熱アスファルト安定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

9 6 排水性舗装工（表層工）

10 1 透水性舗装工
路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

9

6
一
般
舗
装
工

4 排水性舗装工
（加熱アスファルト安定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

9 3

9 6 排水性舗装工（表層工）

10 1 透水性舗装工
路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要節 条

9 5 排水性舗装工（基層工）

排水性舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

平坦性 1工事1回
〔実施中〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

平坦性 車線毎に1回
〔実施中〕

平坦性 1工事に1回
〔実施中〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

10 2 透水性舗装工
表層工

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

工　　　種
写真管理項目

摘　要

11 1 グースアスファルト舗装工
（加熱アスファルト安定処理工）

11 3 グースアスファルト舗装工（表層工）

11 2 グースアスファルト舗装工（基層工） 整正状況 100mに1回
〔整正後〕

1 コンクリート舗装工（下層路盤工） 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

10 2 透水性舗装工
表層工

整正状況 400mに1回
〔整正後〕

写真管理項目
摘　要

枝
番

1 グースアスファルト舗装工
（加熱アスファルト安定処理工）

11 3 グースアスファルト舗装工（表層工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

11 2 グースアスファルト舗装工（基層工） 整正状況 400mに1回
〔整正後〕

11

整正状況 400mに1回
〔整正後〕

12 1 コンクリート舗装工（下層路盤工） 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

章 節 条 工　　　種

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

編

6
一
般
舗
装
工

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

12
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎20mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

タックコート
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕
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【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

12 2 コンクリート舗装工（粒度調整路盤工） 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

12 3 コンクリート舗装工（セメント（石灰・瀝
青）安定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

12 4 コンクリート舗装工（アスファルト中間層） 整正状況 100mに1回
〔整正後〕

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

12 2 コンクリート舗装工（粒度調整路盤工） 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

12 3 コンクリート舗装工（セメント（石灰・瀝
青）安定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

12 4 コンクリート舗装工（アスファルト中間層） 整正状況 400mに1回
〔整正後〕

3
土
木
工
事
共
通
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施
工
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舗
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工
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

スリップバー、
タイバー寸法、
位置

40mに1回
〔据付後〕

スリップバー、
タイバー寸法、
位置

80mに1回
〔据付後〕

鉄網寸法
位置

40mに1回
〔据付後〕

鉄網寸法
位置

80mに1回
〔据付後〕

平坦性 車線毎に1回〔実施中〕 平坦性 1工事に1回〔実施中〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔型枠据付後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔型枠据付後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

目地段差 1工事に1回 目地段差 1工事に1回

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔型枠据付後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔型枠据付後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

各層毎に1回
〔散布時〕

12 6 コンクリート舗装工（転圧コンクリート版
工）
下層路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

12 5

7 コンクリート舗装工（転圧コンクリート版
工）
粒度調整路盤工
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編

2
一
般
施
工
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一
般
舗
装
工

石粉、
プライムコート

コンクリート舗装工（コンクリート舗装版
工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

12

写真管理項目
摘　要編 章 節 条

枝
番

工　　　種

各層毎に1回
〔散布時〕

12 6 コンクリート舗装工（転圧コンクリート版
工）
下層路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

12 5

7

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

石粉、
プライムコート

コンクリート舗装工（コンクリート舗装版
工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

コンクリート舗装工（転圧コンクリート版
工）
粒度調整路盤工

12

【第3編　土木工事共通編】
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

厚さ 各層毎100mに1回
〔型枠据付後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔型枠据付後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

平坦性 車線毎に1回
〔実施中〕

平坦性 1工事に1回
〔実施中〕

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種

100mに1回
〔整正後〕

写真管理項目
摘　要

12 8 コンクリート舗装工（転圧コンクリート版
工）
セメント（石灰・瀝青）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

12 10 コンクリート舗装工（転圧コンクリート版
工）

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

12 9 コンクリート舗装工（転圧コンクリート版
工）
アスファルト中間層

整正状況

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

12 8 コンクリート舗装工（転圧コンクリート版
工）
セメント（石灰・瀝青）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

工　　　種

コンクリート舗装工（転圧コンクリート版
工）
アスファルト中間層

整正状況 400mに1回
〔整正後〕

写真管理項目
摘　要

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

12 9

10 コンクリート舗装工（転圧コンクリート版
工）

12

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

3
土
木
工
事
共
通
編

敷均し厚さ
転圧状況

400mに1回
〔施工中〕
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

石粉、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

石粉、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

鉄筋寸法、位置 40mに１回
〔据付後〕

鉄筋寸法、位置 80mに１回
〔据付後〕

横膨張目地部ダ
ウェルバー寸
法、位置

１施工箇所に１回
〔据付後〕

横膨張目地部ダ
ウェルバー寸
法、位置

１施工箇所に１回
〔据付後〕

縦そり突合せ目
地部・縦そりダ
ミー目地部タイ
バー寸法、位置

40mに１回
〔据付後〕

縦そり突合せ目
地部・縦そりダ
ミー目地部タイ
バー寸法、位置

80mに１回
〔据付後〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

厚さ 各層毎100mに１回
〔型枠据付後〕
〔スリップフォーム工法の場
合は打設前後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに１回
〔型枠据付後〕
〔スリップフォーム工法の場
合は打設前後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

目地段差 1工事に１回 目地段差 1工事に１回

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

12 11 コンクリート舗装工（連続鉄筋コンクリート
舗装工

工　　　種
写真管理項目

摘　要

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

13 2 薄層カラー舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

13 1 薄層カラー舗装工（下層路盤工）

12 11 コンクリート舗装工（連続鉄筋コンクリート
舗装工

敷均し厚さ
転圧状況

1 薄層カラー舗装工（下層路盤工）

各層毎400mに1回
〔施工中〕

工　　　種条編 章 節

【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

写真管理項目
摘　要

13

13 2 薄層カラー舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

枝
番

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

 
68



現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

整正状況 400mに1回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
　〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
　〔散布時〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

13 3 薄層カラー舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

【第3編　土木工事共通編】

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

13 4 薄層カラー舗装工（加熱アスファルト安定処
理工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

14 1 ブロック舗装工（下層路盤工） 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

13 5 薄層カラー舗装工（基層工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

13 3 薄層カラー舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

14 1 ブロック舗装工（下層路盤工） 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

13 5 薄層カラー舗装工（基層工）

写真管理項目
編

【第3編　土木工事共通編】

章 節 条
枝
番

工　　　種 節摘　要
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要編 章 条

6
一
般
舗
装
工

13 4 薄層カラー舗装工（加熱アスファルト安定処
理工）

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

整正状況 400mに1回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

平坦性 車線毎に1回
〔施工後〕

平坦性 １施工箇所に1回
〔施工後〕

タックコート 各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート 各層毎に1回
〔散布時〕

整正状況 100mに1回
〔施工後〕

整正状況 400mに1回
〔施工後〕

2 施工厚さ
幅

20mに1回〔施工後〕 2 施工厚さ
幅

40mに1回〔施工後〕

【第3編　土木工事共通編】

14 3 ブロック舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

14 2 ブロック舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

4 ブロック舗装工
（加熱アスファルト安定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

14 5 ブロック舗装工（基層工）

17 オーバーレイ工

14

路床安定処理工

3 置換工 置換厚さ
幅

6 サンドマット工 施工厚さ
幅

5 パイルネット工 厚さ
幅

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

7
地
盤
改
良
工

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

7
地
盤
改
良
工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

14 3 ブロック舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

4 ブロック舗装工
（加熱アスファルト安定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

3
土
木
工
事
共
通
編

14 2 ブロック舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

14 5 ブロック舗装工（基層工）

17 オーバーレイ工

14

路床安定処理工

3 置換工 置換厚さ
幅

6 サンドマット工 施工厚さ
幅

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

5 パイルネット工 厚さ
幅

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

条編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要 編 章 節

【第3編　土木工事共通編】

枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

杭径
位置・間隔

100m3又は1施工箇所に1回
〔打込後〕

杭径
位置・間隔

200m3又は1施工箇所に1回
〔打込後〕

砂の投入量 全数量〔打込前後〕 砂の投入量 全数量〔打込前後〕

位置・間隔
杭径

1施工箇所に1回
〔打込後〕

位置・間隔
杭径

1施工箇所に1回
〔打込後〕

深度 1施工箇所に1回
〔打込前後〕

深度 1施工箇所に1回
〔打込前後〕

ただし、（スラリー撹拌工）
において、「3次元計測技術を
用いた出来形管理要領
（案）」により出来形管理資
料を提出する場合は、出来形
管理に関わる写真管理項目を
省略できる。

ただし、（スラリー撹拌工）
において、「3次元計測技術を
用いた出来形管理要領（案）
第８編固結工（スラリー攪拌
工）編」により出来形管理資
料を提出する場合は、出来形
管理に関わる写真管理項目を
省略できる。

10 10

14 14

土羽土の厚さ 20ｍ又は1施工箇所に1回
　〔施工中〕

土羽土の厚さ 200ｍ又は1施工箇所に1回
　〔施工中〕

法長 20ｍ又は1施工箇所に1回
　〔施工後〕

法長 200ｍ又は1施工箇所に1回
　〔施工後〕

ラス鉄網の重ね
合せ寸法

20m又は1施工箇所に1回
〔吹付前〕

ラス鉄網の重ね
合せ寸法

200m又は1施工箇所に1回
〔吹付前〕

厚さ（検測孔） 200m2又は1施工箇所に1回
〔吹付後〕

厚さ（検測孔） 200m2又は1施工箇所に1回
〔吹付後〕

法長 20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

法長 200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

材料使用量 1工事に1回　〔混合前〕 材料使用量 1工事に1回　〔混合前〕

ラス鉄網の重ね
合せ寸法

20m又は1施工箇所に1回
〔吹付前〕

ラス鉄網の重ね
合せ寸法

200m又は1施工箇所に1回
〔吹付前〕

法長 20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

法長 200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

厚さ（検測孔） 200m2又は1施工箇所に1回
〔吹付後〕

厚さ（検測孔） 200m2又は1施工箇所に1回
〔吹付後〕

2 法長 20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

2 法長 200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

7
8

バーチカルドレーン工
（サンドドレーン工）
（ペーパードレーン工）
（袋詰式サンドドレーン工）
締固め改良工
（サンドコンパクションパイル工）

打込長さ
出来ばえ

100m2又は1施工箇所に1回
〔打込み前後〕

9 1 固結工
（粉体噴射攪拌工）
（高圧噴射攪拌工）
（生石灰パイル工）

5 4 土留・仮締切工（締切盛土） 天端幅
法長

5 3 土留・仮締切工（連節ブロック張り工） 法長 20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕
根入部についても20mに1回

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

5 5 土留・仮締切工（中詰盛土） 出来ばえ 40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

1工事に1回
〔混合前〕

40m又は1施工箇所に1回
〔清掃後〕

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
に基づき写真測量に用いた画
像を納品する場合には、写真
管理に代えることが出来る。

2 1 植生工
（種子散布工）
（張芝工）
（筋芝工）
（市松芝工）
（植生シート工、植生マット工）
（植生筋工）
（人工張芝工）
（植生穴工）

材料使用量

法
面
工
　
共
通

2 植生工
（植生基材吹付工）
（客土吹付工）

清掃状況

法枠工（プレキャスト法枠工）

3 吹付工
（コンクリート）
（モルタル）

清掃状況 20m又は1施工箇所に1回
〔清掃後〕

4 1 法枠工
（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工）

法長
幅
高さ
枠中心間隔

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

仮
設
工

仮
設
工

摘　要摘　要 編 章 節 工　　　種
写真管理項目

章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

7
地
盤
改
良
工

7
地
盤
改
良
工

7
8

バーチカルドレーン工
（サンドドレーン工）
（ペーパードレーン工）
（袋詰式サンドドレーン工）
締固め改良工
（サンドコンパクションパイル工）

打込長さ
出来ばえ

200m2又は1施工箇所に1回
〔打込み前後〕

条
枝
番

9 1 固結工
（粉体噴射攪拌工）
（高圧噴射攪拌工）
（スラリー攪拌工）
（生石灰パイル工）

5 4 土留・仮締切工（締切盛土） 天端幅
法長

5 3 土留・仮締切工（連節ブロック張り工） 法長 200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕
根入部についても20mに1回

250m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

5 5 土留・仮締切工（中詰盛土） 出来ばえ 250m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

2 1 植生工
（種子散布工）
（張芝工）
（筋芝工）
（市松芝工）
（植生シート工、植生マット工）
（植生筋工）
（人工張芝工）
（植生穴工）

材料使用量

吹付工
（コンクリート）
（モルタル）

清掃状況

1工事に1回
〔混合前〕法

面
工
　
共
通

2 植生工
（植生基材吹付工）
（客土吹付工）

清掃状況 200m又は1施工箇所に1回
〔清掃後〕

3 200m又は1施工箇所に1回
〔清掃後〕

4 1 法枠工
（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工）

法長
幅
高さ
枠中心間隔

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
に基づき写真測量に用いた画
像を納品する場合には、写真
管理に代えることが出来る。

法枠工（プレキャスト法枠工）

【第3編　土木工事共通編】

編

【第3編　土木工事共通編】
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

15 15

厚さ
幅
高さ

20m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は1工事に1回（型
枠取り外し後）

厚さ
幅
高さ

200m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は1工事に1回（型
枠取り外し後）

2 据付状況 20m又は1施工箇所に1回
〔埋戻し前〕

2 据付状況 200m又は1施工箇所に1回
〔埋戻し前〕

裏込厚さ 20m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

裏込厚さ 120m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

法長
厚さ

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

法長
厚さ

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

13 13

3
樋
門
・
樋
管

5
樋
門
・
樋
管
本
体
工

据付状況

1
築
堤
・
護
岸

3 配管工

光
ケ
ー

ブ
ル
配
管
工

3
樋
門
・
樋
管

5
樋
門
・
樋
管
本
体
工

配管状況 20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

1
築
堤
・
護
岸

3

光
ケ
ー

ブ
ル
配
管
工

配管状況 100m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

摘　要

5
堰

8
魚
道
工

5
堰

8
魚
道
工

6 2 函渠工
（ヒューム管）
（PC管）
（コルゲートパイプ）
（ダクタイル鋳鉄管）

配管工

4 井桁ブロック工

盛土補強工
(補強土（テールアルメ）壁工法)
(多数アンカー式補強土工法)
(ジオテキスタイルを用いた補強土工法)

厚さ
鉛直度

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

1 場所打擁壁工 裏込厚さ

【第6編　河川編】

編 章

20m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は1工事に1回

擁
壁
工
　
共
通

プレキャスト擁壁工

3

魚道本体工 厚さ
幅
高さ

20m又は測定箇所毎に1回
〔施工後〕

4 ハンドホール工 厚さ
幅
高さ

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

節 条
枝
番

工　　　種

3

6
河
川
編

写真管理項目
摘　要

20m又は1施工箇所に1回
〔巻立前〕

写真管理項目
摘　要

枝
番

工　　　種編 章 節 条
写真管理項目

編 章 節 条
枝
番

工　　　種

【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】

2
一
般
施
工

1 場所打擁壁工 裏込厚さ

4 井桁ブロック工

120m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は1工事に1回

擁
壁
工
　
共
通

プレキャスト擁壁工

3 盛土補強工
(補強土（テールアルメ）壁工法)
(多数アンカー式補強土工法)
(ジオテキスタイルを用いた補強土工法)

厚さ
鉛直度

120m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

4 ハンドホール工 厚さ
幅
高さ

100m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

2 函渠工
（ヒューム管）
（PC管）
（コルゲートパイプ）
（ダクタイル鋳鉄管）

据付状況 120m又は1施工箇所に1回
〔巻立前〕

【第6編　河川編】

編 章

3
土
木
工
事
共
通
編

工　　　種
写真管理項目

摘　要

3 魚道本体工 厚さ
幅
高さ

200m又は測定箇所毎に1回
〔施工後〕

6

節 条
枝
番

6
河
川
編
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

数量 全数量
〔製作後〕

数量 全数量
〔製作後〕

ブロックの形状
寸法

形状寸法変わる毎に1回
〔製作後〕

ブロックの形状
寸法

形状寸法変わる毎に1回
〔製作後〕

据付状況 20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

据付状況 200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

数量 全数量
〔製作後〕

数量 全数量
〔製作後〕

ブロックの形状
寸法

形状寸法変わる毎に1回
〔施工後〕

ブロックの形状
寸法

形状寸法変わる毎に1回
〔施工後〕

法長
厚さ

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

法長
厚さ

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

裏込材厚 20m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

裏込材厚 40m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

基礎厚 20m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

基礎厚 40m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

5 幅 20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

5 幅 200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

数量 全数量
〔製作後〕

数量 全数量
〔製作後〕

ブロックの形状
寸法

形状寸法変わる毎に1回
〔製作後〕

ブロックの形状
寸法

形状寸法変わる毎に1回
〔製作後〕

天端幅 20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

天端幅 200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

問詰石状況 1施工箇所に1回
〔施工後〕

問詰石状況 1施工箇所に1回
〔施工後〕

海岸コンクリートブロック工

8
天
端
被
覆
工

2

6 海岸コンクリートブロック工

7
河
川
海
岸
編

1
堤
防
護
岸

5
護
岸
基
礎
工

5 場所打コンクリート工

コンクリート被覆工 法長
厚さ

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

幅
高さ

20m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外後〕

コンクリート被覆工 幅
厚さ

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

6
護
岸
工

4

5

9
波
返
工

3 波返工 幅
高さ

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

2
突
堤
・
人
工
岬

4
突
堤
基
礎
工

4 捨石工 法長
天端幅

2 捨石工 法長
天端幅

石枠工 厚さ
高さ

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

吸出し防止工

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

5 海岸コンクリートブロック工

9

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

6
根
固
め
工

6
根
固
め
工

2 捨石工 法長
天端幅

5
突
堤
本
体
工

10 場所打コンクリート工 幅
高さ

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

7
河
川
海
岸
編

1
堤
防
護
岸

5
護
岸
基
礎
工

5 場所打コンクリート工

海岸コンクリートブロック工

8
天
端
被
覆
工

2

幅
高さ

200m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外後〕

6 海岸コンクリートブロック工

6
護
岸
工

4

5 コンクリート被覆工 法長
厚さ

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

コンクリート被覆工 幅
厚さ

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

9
波
返
工

3 波返工 幅
高さ

幅
高さ

2
突
堤
・
人
工
岬

4
突
堤
基
礎
工

4 捨石工 法長
天端幅

5
突
堤
本
体
工

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

吸出し防止工

2 捨石工 法長
天端幅

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

5 海岸コンクリートブロック工

9 石枠工 厚さ
高さ

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

2 捨石工 法長
天端幅

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

10 場所打コンクリート工

【第7編　河川海岸編】 【第7編　河川海岸編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要 編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

8
砂
防
編

3
斜
面
対
策

6
山
腹
水
路
工

4 厚さ
幅
高さ
深さ

20m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

8
砂
防
編

3
斜
面
対
策

6
山
腹
水
路
工

4 厚さ
幅
高さ
深さ

120m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

10 10

5 高さ 20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

5 高さ 200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎80mに1回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

平坦性 1工事1回
〔実施中〕

平坦性 1工事1回
〔実施中〕

【第7編　河川海岸編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種

3 捨石工 法長
天端幅

写真管理項目
摘　要

1
道
路
改
良

写真管理項目
摘　要

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

【第8編　砂防編】

編 章 節 条

【第10編　道路編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

9
カ
ル
バ
ー

ト
工

6 場所打函渠工 厚さ
幅（内空）
高さ

20m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

各層毎100mに1回
〔施工中〕

落石防護柵工

6 防雪柵工 高さ
基礎幅
基礎高さ

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

歩道舗装工
取合舗装工
路肩舗装工
表層工

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

4
舗
装
工

歩道路盤工
取合舗装路盤工
路肩舗装路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

道
路
編

2
舗
装

11
落
石
雪
害
防
止
工

【第7編　河川海岸編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種

法長
天端幅

7
河
川
海
岸
編

3
海
域
堤
防
（

人
工
リ
ー

フ
離
岸
堤
潜
堤
）

山腹明暗渠工

写真管理項目
摘　要

7
河
川
海
岸
編

枝
番

工　　　種

3
海
域
堤
基
礎
工

枝
番

工　　　種

3
海
域
堤
防
（

人
工
リ
ー

フ
離
岸
堤
潜
堤
）

3
海
域
堤
基
礎
工

3 捨石工

写真管理項目
摘　要

山腹明暗渠工

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

【第8編　砂防編】

編 章 節 条

【第10編　道路編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

100m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

9
カ
ル
バ
ー

ト
工

6 場所打函渠工 厚さ
幅（内空）
高さ

11
落
石
雪
害
防
止
工

落石防護柵工

6 防雪柵工 高さ
基礎幅
基礎高さ

1
道
路
改
良

歩道路盤工
取合舗装路盤工
路肩舗装路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

歩道舗装工
取合舗装工
路肩舗装工
表層工

整正状況 400mに1回
〔整正後〕

道
路
編

2
舗
装

4
舗
装
工
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

10 10

12 12

湧水状況 適宜
〔掘削中〕

湧水状況 適宜
〔掘削中〕

吹付面の清掃状
況

20m毎に1回
〔清掃後〕

吹付面の清掃状
況

80m毎に1回
〔清掃後〕

金網の重合せ状
況

20m毎に1回
〔2次吹付前〕

金網の重合せ状
況

80m毎に1回
〔2次吹付前〕

吹付け厚さ（検
測孔）

20m毎に1回
〔吹付後〕

吹付け厚さ（検
測孔）

80m毎に1回
〔吹付後〕

ロックボルト注
入状況

施工パターン毎又は20mに1断
面
〔注入中〕

ロックボルト注
入状況

施工パターン毎又は80mに1断
面
〔注入中〕

ロックボルト打
設後の状況

施工パターン毎又は20mに1断
面
〔打設後〕

ロックボルト打
設後の状況

施工パターン毎又は80mに1断
面
〔打設後〕

3

覆工
（厚さ）

1セントルに1回
〔型枠取外し後〕

覆工
（厚さ）

1セントルに1回
〔型枠取外し後〕

幅
高さ

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

幅
高さ

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

【第10編　道路編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

道
路
編

2
舗
装

5
排
水
構
造
物
工
（

路
面
排
水
工
）

9 排水性舗装用路肩排水工

1 ケーブル配管工 配管状況 20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

20m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

据付状況

岩質 岩質の変わる毎に1回
〔掘削中〕

道
路
付
属
物
施
設
工

5 2 ケーブル配管工（ハンドホール） 厚さ
幅
高さ

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

5

ロックボルト工 位置間隔
角度
削孔深さ
孔径
突出量

施工パターン毎又は20mに1断
面
〔穿孔中〕

6
ト
ン
ネ
ル
（

N
A
T
M
）

4
支
保
工

3 吹付工

覆工
（巻立空間）

1セントルに1回
〔型枠組立後〕

5 床版コンクリート工 幅
厚さ

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

5
覆
工

覆工コンクリート工
側壁コンクリート工

3
4

4

【第10編　道路編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

道
路
編

2
舗
装

5
排
水
構
造
物
工
（

路
面
排
水
工
）

9 排水性舗装用路肩排水工

1 ケーブル配管工 配管状況 100m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

200m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

据付状況

岩質 岩質の変わる毎に1回
〔掘削中〕

道
路
付
属
物
施
設
工

5 2 ケーブル配管工（ハンドホール） 厚さ
幅
高さ

100m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

5

6
ト
ン
ネ
ル
（

N
A
T
M
）

4
支
保
工

3 吹付工

5 床版コンクリート工 幅
厚さ

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

4 ロックボルト工 位置間隔
角度
削孔深さ
孔径
突出量

施工パターン毎又は80mに1断
面
〔穿孔中〕

覆工コンクリート工
側壁コンクリート工

覆工
（巻立空間）

1セントルに1回
〔型枠組立後〕

4

5
覆
工
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

10 10

幅（全幅） 40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

幅（全幅） 200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

覆工
（厚さ）

20m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

覆工
（厚さ）

40m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

幅（全幅）
高さ（内法）

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

幅（全幅）
高さ（内法）

200m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

覆工厚さ 1セントルに1回
〔型枠取外し後〕

インバート厚さ 20m又は1施工箇所に1回
〔埋戻し前〕

幅（全幅）
高さ（内法）

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕
20m又は1施工箇所に1回

〔埋戻し前〕

幅 40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

11 11

12 12

14 14

タックコート 各層毎に1回
　〔散布時〕

タックコート 各層毎に1回
　〔散布時〕

整正状況 100mに1回
〔施工後〕

整正状況 400mに1回
〔施工後〕

整正状況
厚さ

各層毎100mに1回
　〔整正後〕

整正状況
厚さ

各層毎400mに1回
　〔整正後〕

【第10編　道路編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

20m又は1施工箇所に1回
〔埋戻し前〕

6
ト
ン
ネ
ル
（

N
A
T
M
）

6
イ
ン
バ
ー

ト
工

4 インバート本体工

0

イ

ン

バ
ー

ト

工

0

5

インバート
（厚さ）

8
坑
門
工

明り巻工 20m又は1施工箇所に1回
〔型枠組立後〕

0
ト
ン
ネ
ル
（

矢
板
）

0
覆
工

0 1 覆工コンクリート工

覆工
（巻立空間）

巻立空間 1セントルに1回
〔型枠組立後〕

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

2 インバート本体工 厚さ

現場打躯体工

防水工（防水）

厚さ
内空幅
内空高

20m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕共

同
溝 5 1

6
現
場
打
構
築
工

2

7
プ
レ
キ
ャ

ス
ト
構
築
工

2 プレキャスト躯体工 据付状況

5 2 防水工（防水保護工） 厚さ

幅 20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

敷設状況 40m又は1施工箇所に1回
〔敷設後〕

40m又は1施工箇所に1回
〔据付後〕

40m又は1施工箇所に1回
〔埋戻し前〕

電
線
共
同
溝

3 プレキャストボックス工（特殊部） 据付状況

5
電
線
共
同
溝
工

2 管路工（管路部）

切削オーバーレイ工 平坦性 1施工箇所に1回
〔施工後〕

4 現場打ちボックス工（特殊部） 厚さ
内空幅
内空高

20m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

道
路
維
持

7 路上再生工 敷均厚
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

4
舗
装
工

5

節 条
枝
番

写真管理項目
摘　要

6
ト
ン
ネ
ル
（

N
A
T
M
）

6
イ
ン
バ
ー

ト
工

4 インバート本体工

工　　　種

【第10編　道路編】

編 章

インバート
（厚さ）

40m又は1施工箇所に1回
〔型枠組立後〕

8
坑
門
工

5

40m又は1施工箇所に1回
〔埋戻し前〕

共
同
溝 5 1

6
現
場
打
構
築
工

2 現場打躯体工 厚さ
内空幅
内空高

200m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

5 2 防水工（防水保護工） 厚さ 100m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

防水工（防水） 幅 100m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

200m又は1施工箇所に1回
〔埋戻し前〕

7
プ
レ
キ
ャ

ス
ト
構
築
工

2 プレキャスト躯体工 据付状況

道
路
編

道
路
編

5
電
線
共
同
溝
工

2 管路工（管路部）

（削除）

明り巻工 覆工
（巻立空間）

電
線
共
同
溝

3 プレキャストボックス工（特殊部） 据付状況

敷設状況 100m又は1施工箇所に1回
〔敷設後〕

100m又は1施工箇所に1回
〔据付後〕

切削オーバーレイ工 平坦性 1施工箇所に1回
〔施工後〕

4 現場打ちボックス工（特殊部） 厚さ
内空幅
内空高

100m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

道
路
維
持

7 路上再生工 敷均厚
転圧状況

各層毎400mに1回
〔施工中〕

4
舗
装
工

5
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

舗
装
工
関
係

塗布又は設置状
況

1施工箇所に1回
〔施工中〕

舗
装
工
関
係

塗布又は設置状
況

1施工箇所に1回
〔施工中〕

厚さ、高さ 20m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

厚さ、高さ 100m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

巻出し厚 20m又は1施工箇所に1回
〔巻出し時〕

巻出し厚 100m又は1施工箇所に1回
〔巻出し時〕

転圧状況 転圧機械が変わる毎に1回
〔締固時〕

転圧状況 転圧機械が変わる毎に1回
〔締固時〕

厚さ、高さ 20m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

厚さ、高さ 100m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

組合せ機械 組合せ機械変わる毎に1回
〔施工中〕

組合せ機械 組合せ機械変わる毎に1回
〔施工中〕

土質、岩質 土質、岩質変わる毎に1回
〔掘削中〕

土質、岩質 土質、岩質変わる毎に1回
〔掘削中〕

岩盤清掃状況 1施工箇所に1回
〔清掃前後〕

岩盤清掃状況 1施工箇所に1回
〔清掃前後〕

骨材採取製造、
コンクリート製
造、
運搬

月に1回
〔施工中〕

骨材採取製造、
コンクリート製
造、
運搬

月に1回
〔施工中〕

打継目処理、
打込養生

2リフト毎に1回
〔施工中〕

打継目処理、
打込養生

8リフト毎に1回
〔施工中〕

止水板の厚さ、
幅、埋設位置、
岩着及び溶接

各ブロック毎、先行ブロック
について4リフト毎に1回
〔据付後〕

止水板の厚さ、
幅、埋設位置、
岩着及び溶接

各ブロック毎、先行ブロック
について4リフト毎に1回
〔据付後〕

排水孔の位置、
箱抜断面、排水
管取付箇所

各ブロック毎、先行ブロック
について4リフト毎に1回
〔据付後〕

排水孔の位置、
箱抜断面、排水
管取付箇所

各ブロック毎、先行ブロック
について4リフト毎に1回
〔据付後〕

配管間隔、
通水状況

2リフト毎に1回
〔据付後〕

配管間隔、
通水状況

5リフト毎に1回
〔据付後〕

器種、位置、
間隔

1施工箇所に1回
〔据付後〕

器種、位置、
間隔

1施工箇所に1回
〔据付後〕

厚さ、幅、高さ 1施工箇所に1回
〔埋戻し前〕

厚さ、幅、高さ 1施工箇所に1回
〔埋戻し前〕

岩質 岩質の変わる毎に1回
〔掘削中〕

岩質 岩質の変わる毎に1回
〔掘削中〕

湧水状況 適宜
〔掘削中〕

湧水状況 適宜
〔掘削中〕

埋設支保工
（建込間隔、寸
法、基数）

20m又は1施工箇所に1回
〔建込後〕

埋設支保工
（建込間隔、寸
法、基数）

100m又は1施工箇所に1回
〔建込後〕

湧水処理工設置
状況

全数量
〔設置後〕

湧水処理工設置
状況

全数量
〔設置後〕

集水渠（幅、高
さ、位置）

集水渠（幅、高
さ、位置）

地下排水工
（管接合据付状
況）

地下排水工
（管接合据付状
況）

地下排水工
(フィルター厚
さ)

20m又は1施工箇所に1回
〔投入前後〕

地下排水工
(フィルター厚
さ)

100m又は1施工箇所に1回
〔投入前後〕

矢板設置状況 岩質の変わる毎に1回
〔設置後〕

矢板設置状況 岩質の変わる毎に1回
〔設置後〕

グラウト材料使
用量

全数量
〔使用前後〕

グラウト材料使
用量

全数量
〔使用前後〕

工　　　種 摘要

そ
の
他

橋面防水工

編

ダ
ム
工
関
係

仮排水路

仮締切（土石）

仮締切（コンクリート）

基礎掘削

堤体コンクリート打設

堤体冷却工

堤体埋設計器

章 節
写真管理項目

条
枝
番

トンネル坑門工

トンネル（矢板工法）

100m又は1施工箇所に1回
〔設置後〕

工　　　種
写真管理項目

摘要

堤体止水

堤体排水工

橋面防水工

ダ
ム
工
関
係

仮排水路

仮締切（土石）

節 条
枝
番

編 章

ト
ン
ネ
ル
関
係

【その他】

ト
ン
ネ
ル
関
係

トンネル坑門工

トンネル（矢板工法）

20m又は1施工箇所に1回
〔設置後〕

堤体排水工

堤体冷却工

堤体埋設計器

そ
の
他

仮締切（コンクリート）

基礎掘削

堤体コンクリート打設

堤体止水

【その他】
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

掘削の地山状態 地質の変化の毎に1回
　〔掘削中〕

掘削の地山状態 地質の変化の毎に1回
　〔掘削中〕

セグメント組立状況 40mに1回
〔組立後〕

セグメント組立状況 1工事に1回
〔組立後〕

二次覆工
（セグメント清掃
状況）

1工事に1回
〔清掃後〕

二次覆工
（セグメント清掃
状況）

1工事に1回
〔清掃後〕

二次覆工の厚さ 1スパンに1回
〔型枠取外し後〕

二次覆工の厚さ 1スパンに1回
〔型枠取外し後〕

打換パッチング 施工日に1回
〔施工前後〕

打換パッチング 施工日に1回
〔施工前後〕

目地掃除 2,000㎡に1回
〔施工前後〕

目地掃除 3,000㎡に1回
〔施工前後〕

目地充填 2,000㎡に1回
〔施工後〕

目地充填 3,000㎡に1回
〔施工後〕

注入工、削孔状
況(位置、間隔)

1,000㎡に1回
〔削孔後〕

注入工、削孔状
況(位置、間隔)

2,000㎡に1回
〔削孔後〕

注入工、注入圧 1,000㎡に1回
〔注入時〕

注入工、注入圧 2,000㎡に1回
〔注入時〕

目地亀裂防止
材、張付け状況

2,000㎡に1回
〔張付け後〕

目地亀裂防止
材、張付け状況

3,000㎡に1回
〔張付け後〕

局部打換、
各層厚さ

各層毎40mに1回又は1施工箇所
に1回〔施工前後〕

局部打換、
各層厚さ

各層毎100mに1回又は1施工箇
所に1回〔施工前後〕

厚さ 40mに1回又は1施工箇所に
1回〔施工後〕

厚さ 100mに1回又は1施工箇所に
1回〔施工後〕

出来ばえ 500mに1回（1回刈毎）
〔施工前後〕

出来ばえ 5kmに1回（1回刈毎）
〔施工前後〕

出来ばえ 500mに1回 出来ばえ 1kmに1回

出来ばえ 1施工箇所に1回（施工前必要
に応じて）〔施工前後〕

出来ばえ 1施工箇所に1回（施工前必要
に応じて）〔施工前後〕

基礎幅、深さ、
出来ばえ

基礎タイプ毎5カ所に1回
（施工前は必要に応じて）
〔施工前後〕

基礎幅、深さ、
出来ばえ

基礎タイプ毎5カ所に1回
（施工前は必要に応じて）
〔施工前後〕

基礎幅、深さ、
出来ばえ

基礎タイプ毎5ヵ所に1回
（施工前は必要に応じて）
〔施工前後〕

基礎幅、深さ、
出来ばえ

基礎タイプ毎5ヵ所に1回
（施工前は必要に応じて）
〔施工前後〕

出来ばえ 施工日に1回
〔施工後〕

出来ばえ 施工日に1回
〔施工後〕

出来ばえ 施工日に1回
〔施工前後〕

出来ばえ 施工日に1回
〔施工前後〕

出来ばえ 施工日に1回
〔施工前後〕

出来ばえ 施工日に1回
〔施工前後〕

材料使用量 全数量〔施工前後〕 材料使用量 全数量〔施工前後〕

出来ばえ 適宜　〔施工前後〕 出来ばえ 適宜　〔施工前後〕

出来ばえ 適宜　〔施工前後〕 出来ばえ 適宜　〔施工前後〕

出来ばえ 街路樹50本1回、グリーンベ
ルト100m1回〔施工前後〕

出来ばえ 街路樹50本1回、グリーンベ
ルト100m1回〔施工前後〕

出来ばえ 街路樹50本1回、グリーンベ
ルト100m1回〔施工中〕

出来ばえ 街路樹50本1回、グリーンベ
ルト100m1回〔施工中〕

出来ばえ 適宜　〔施工後〕 出来ばえ 適宜　〔施工後〕

施工状況、機種 施工中に1回　〔施工中〕 施工状況、機種 施工中に1回　〔施工中〕

出来ばえ 施工中に1回　〔施工中〕 出来ばえ 施工中に1回　〔施工中〕

材料使用量 全数量〔施工前後〕 材料使用量 全数量〔施工前後〕

出来ばえ 100mに1回（1回刈毎）
〔施工前後〕

出来ばえ 1kmに1回（1回刈毎）
〔施工前後〕

処理の状況 その都度[施工前後] 処理の状況 その都度[施工前後]

配筋 位置、間隔、継
手寸法

打設ロット毎に1回又は
1施工箇所に1回
〔組立後〕

配筋 位置、間隔、継
手寸法

打設ロット毎に1回又は
1施工箇所に1回
〔組立後〕

コンクリート打設 打継目処理、締
固施工状況

工種種別毎に1回
〔施工時〕

コンクリート打設 打継目処理、締
固施工状況

工種種別毎に1回
〔施工時〕

養生 養生状況 工種種別毎に1回、
養生方法毎に1回
〔養生時〕

養生 養生状況 工種種別毎に1回、
養生方法毎に1回
〔養生時〕

【その他】

編 章 節編 章 節 条

【その他】
写真管理項目

コンクリート舗装

路肩、路側路盤工

道路除草

路肩整正

条
枝
番

工　　　種 摘要

そ
の
他

ト
ン
ネ
ル
関
係

シールド

維
持
修
繕
工
関
係

アスファルト舗装

新設、更新、修理防護柵類

新設、更新、修理標識類

新設、更新、修理照明灯

視線誘導標

清掃(路面、標識、側溝、集水桝)

区画線路面表示

街路樹植樹

街路樹補強補植

街路樹剪定

街路樹消毒、施肥

街路樹雪囲

排雪除雪

凍結防止剤散布

河川除草

応急処置

鉄
筋
・
無
筋
コ
ン
ク
リ
ー

ト
関
係

アスファルト舗装

コンクリート舗装

路肩、路側路盤工

区画線路面表示

枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘要

ト
ン
ネ
ル
関
係

シールド

維
持
修
繕
工
関
係

街路樹雪囲

道路除草

路肩整正

新設、更新、修理防護柵類

新設、更新、修理標識類

新設、更新、修理照明灯

視線誘導標

凍結防止剤散布

清掃(路面、標識、側溝、集水桝)

河川除草

応急処置

鉄
筋
・
無
筋
コ
ン
ク
リ
ー

ト
関
係

そ
の
他

街路樹植樹

街路樹補強補植

街路樹剪定

街路樹消毒、施肥

排雪除雪
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